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Ⅰ 全般 

 

第１章 業務継続計画の基本方針 

 

１ 業務継続計画とは 

大規模地震や新型インフルエンザの大規模災害が発生した場合には、区民の生命、身体及

び財産だけでなく区の行政機能も被害を受ける可能性が高いため、平常時の人員と執務環境

を前提として業務を行うことはできない。これにより業務が中断すると、区民生活や社会経

済活動に重大な影響が生じる。 

また、大規模停電が発生した場合には、直接的な被害は受けないものの、行政機能の停止

や社会機能停止に伴い、区民生活や社会活動に影響が生じる。 

業務継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）とは、人、物、情報、ライフライ

ン等利用できる資源が制約を受ける状況の中で、災害時における応急復旧業務に加え、通常

業務のうち中断ができない、又は中断しても早期復旧を必要とする業務（＝非常時優先業務）

を事前に決めておき、いざ災害が発生したときには、限られた人員、資機材等の資源を重点

的に投入して、業務の継続と早期復旧を図るための計画である。図１及び図２に大規模地震

と新型インフルエンザ発生時の想定業務量の推移を示す。 

 

 

 

図１ 大規模地震発生時の業務量の推移（イメージ） 
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２ 計画の必要性 

区は、基礎自治体として住民の身近な日常生活に直結する行政サービスを提供する役割を

担っている。大規模地震や大規模停電の発災時に区の業務継続が的確に行われない場合には、

区民生活等において、次のような支障が生じる可能性がある。 

 

① 区の総合調整機能が損なわれることにより、災害応急対策等を実施するうえで東

京都や防災関係機関との十分な連携・調整を欠くこととなった場合には、区民の

生命、生活又は財産への被害拡大を招く恐れがある。 

② 発災後に機動的に実施することが期待されている行政サービス等の実施が行われ

なかったり、仮に行われたとしても実施が遅れたり、業務の優先順位を誤ってし

まったり、あるいは必要な箇所に重点的な資源配分がなされなかった等、適切さ

を欠いたりした場合には、区民生活等への支障が拡大する。 

③ 区の情報提供機能が失われると、社会不安が増幅し、治安の悪化につながり、さ

らに区の信頼性の低下を招くといった悪循環を生み出し、結果として区民生活に

支障を来たしたり、社会問題を発生させたりする可能性がある。 

 

また、新型インフルエンザの発生時には、職員や家族が感染することで職員の出勤率が

低下し、平常時と同様の人員が確保できず、感染拡大防止策や通常業務を遂行することが

困難になると想定される。 

図２ 新型インフルエンザ発生時の業務量の推移（イメージ） 
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このため、「豊島区業務継続計画（BCP）」（以下「本計画」という。）を策定し、大規模地震

及び大規模停電の発災時や新型インフルエンザの発生時に、区が優先して取り組むべき業務

を選定し、それらの業務を継続できる体制をあらかじめ講じておくことが必要である。 

 

３ 対象とする業務 

本計画では、「豊島区地域防災計画」や「豊島区新型インフルエンザ対策行動計画」で実施

すべき業務と通常業務の中で優先度の高い業務を「非常時優先業務」として、有事において

も確実に実施すべき業務と位置づけている。 

なお、図３と図４に本計画で対象とする業務と地域防災計画や新型インフルエンザ対策行

動計画上の業務との関係を示す。 
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なお、本区では平成 21 年に新型インフルエンザ（弱毒型）業務継続計画を策定した。強毒

型の新型インフルエンザが発生し、区職員が大量に欠勤した場合においても、非常時優先業

務が継続できるよう、強毒型、弱毒型を問わない豊島区業務継続計画（新型インフルエンザ

編）を策定するものである。 

 

４ 基本方針 

(1)計画の目的 

本計画は、大規模地震及び大規模停電発生時に区政の機能維持・早期復旧を図り、災害

から区民等の生命、生活及び財産を保護するとともに、一方、新型インフルエンザ発生時

には、区民の生命と健康を守り、区民生活に必要な行政サービスを継続して提供すること

を目的とする。 

また本計画では、非常時優先業務と、これを確実に実施するための全庁及び各部局の課

題等を整理した。これによって、計画の趣旨及び非常時優先業務に対する認知と浸透を促

すとともに、業務実施を妨げる課題の解消・軽減に向けた対策の検討と実施、各部局にお

けるマニュアルの整備及びマニュアルに基づく訓練の実施といった全庁的な取り組みを進

める。 

 

(2)基本方針 

  ア 地震編及び大規模停電編 

① 豊島区の行政機能の維持・早期復旧に当たり、最も厳しいケースを想定すること

とし、被災状況に応じた弾力的な対応が可能な計画とする。 

② 区民の生命、生活及び財産の保護並びに行政機能の維持への影響度について、災

害時における区民ニーズとの整合を見極めながら分析し、非常時優先業務を選定

するとともに、当該業務の着手時期及び復旧目標を設定する。 

③ 非常時優先業務に必要な人員や資機材等の資源は、内容・数量等を可能な限り具

体化する。 

④ 計画の実効性を確保するため、非常時優先業務遂行上の課題とその対策について

検討する。 

⑤ 各部署の非常時優先業務のうち、共通するものについては、区全体の統一性を確

保する。 

 

  イ 新型インフルエンザ編 

① 区民の生命と健康を守り、区民生活を維持するために必要不可欠な業務を継続す

る。 

② 通常業務の一部を中断し、非常時優先業務に職員を重点的に配置して、業務の継

続を図る。 

③ 感染拡大防止のため、施設の一部を閉鎖し、不特定多数の者が集まるイベント・

集会等の業務を速やかに休止する。また、区民及び事業者に対して、不要不急の

外出やイベント・集会の自粛を呼びかけ、感染拡大防止に努める。 

④ 平成 21 年に発生した「インフルエンザ（Ｈ１Ｎ１）２００９」の経験を生かし、
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実際に新型インフルエンザが発生した場合には、本計画を機械的に適用するので

はなく、新型インフルエンザの感染力、職員の欠勤率等を考慮し、弾力的、機動

的に対応する。 

⑤ 大流行時には、高齢者・障害者の安否確認を行い、食料品や生活必需品を配布す

る。 

 

５ 業務継続計画の策定区分と範囲 

本計画は、大規模地震、大規模停電、新型インフルエンザそれぞれの災害に分けて策定す

る。 

本計画の適用範囲は、区が実施しているすべての業務とする。区は業務の一部を事業者や

指定管理者等に委託しているが、これらの業務についても区が事業継続計画を策定する。 

仕様書や協定書等を見直すなどして、委託事業者や指定管理者等が事業継続計画に沿った

適切な措置をとれるように指導・監督する。 

 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 地震編 
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Ⅱ 地震編 

 

第１章 対象とする事象と被害想定 

 

１ 前提とする地震 

本計画の前提とする地震は、平成 24 年 4 月に東京都防災会議が発表した「首都直下地震等

による東京の被害想定」のうち、豊島区での被害が最も大きくなる「東京湾北部地震（マグ

ニチュード 7.3）」とする。 

 

２ 被害想定 

(1)震度分布 

震度６強の範囲は都心から区部東部にかけて広がっている。豊島区においては、一部で

震度６強が想定されているものの、ほとんどの地区は６弱と想定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 想定震度分布（東京湾北部地震Ｍ７．３） 

出典：「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」 

（平成 24 年 4 月 18 日公表、東京都防災会議地震部会） 
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(2)発生時刻と被害 

平成 24 年４月に東京都防災会議が想定した東京湾北部地震Ｍ7.3 のケースは、「冬の朝

５時」、「冬の昼 12 時」、「冬の夕方 18 時」である。このうち、「冬の朝５時」と「冬の夕

方 18 時」について、想定される被害を示す（表１、表２）。 

本計画では、職員が庁舎にいない時間帯の場合の方が業務を継続する上で厳しい条件で

あると判断し、発災時刻を「冬の朝５時」とした。 

なお、大規模ターミナル駅である池袋駅周辺は大規模繁華街を併せ持ち、特に休日の昼

間から夕方においては、職員が庁舎にいない上に、多数の買い物客が地区内に残留してい

る状況であり、この時間帯での発災については、別途考察を加えるものとする。 

 

表１ 発災時刻と想定される被害 

冬

の

朝

５

時 

死傷者 
阪神・淡路大震災と同じ発生時間帯で、多くが自宅で就寝中に被災する

ため、家屋倒壊による死者が発生する。 

帰宅困難者 
オフィスや繁華街の屋外滞留者や鉄道、道路利用者は少なく、帰宅困難

者の発生はほとんどない。 

職員の 

配備体制 

就業時間前であり、公共交通機関が利用できない場合、職員の配置に支

障が出る。 

冬

の

夕

方

18

時 

死傷者 
住宅、飲食店等で火気器具利用が多い時間帯であり、これらを原因とす

る出火数が最も多い。 

帰宅困難者 

オフィスや繁華街周辺、ターミナル駅では帰宅、飲食のため多数の人が

滞留し、ビル倒壊や落下物等により被災する。鉄道、道路もほぼラッシ

ュ時に近い状況で人的被害や交通機能支障による影響が拡大する。 

職員の 

配備体制 

終業直後であるが、庁舎に残っている職員もいると考えられるため、発

災後、直ちに職員を配置できる。 

出典：「豊島区地域防災計画」（平成 22 年２月） 

 

表２ 豊島区における主な想定被害 

 豊島区 区部 

発災時と風速 5 時、風速 8M 18 時、風速 8M 5 時、風速 8M 18 時、風速 8M 

ゆれ・液状化 

建物被害 

全壊 1,675 棟 

半壊 7,606 棟 

全壊 111,254 棟 

半壊 293,936 棟 

火

災 

焼失棟数 376 棟 1,355 棟 19,528 棟 195,309 棟 

焼失率 0.7% 2.5% 1.1% 11.1% 

人
的
被
害 

死者 114 人 121 人 7,319 人 9,337 人 

負傷者 
2,878 人 

(重傷者 267 人) 

2,778 人 

(重傷者 279 人)

128,304 人 

(重傷者 17,388 人) 

140,227 人 

(重傷者 21,334 人)

避難生活者 31,168 人 34,115 人 1,560,607 人 2,022,111 人 

帰宅困難者 － 3,790,824 人 

   出典：「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」 

（平成 24 年 4 月、東京都防災会議地震部会） 
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(3)豊島区のライフライン 

表３に豊島区におけるライフラインの被害状況と復旧日数を示した。 

 

表３ 東京湾北部地震（Ｍ7.3）のケースで想定されるインフラ被害 

 豊島区 区部 豊島区の復旧日数※ 

停電率 10.0％ 24.9％ 電 力 ６日 ７日目に回復 

低圧ガス供給支障率 

（ブロック内 1/3で SI値が

60kine 超のケース） 

88.0％ 88.7％ ガ ス 53 日 54 日目に復旧 

通信(固定電話)不通率 2.4％ 10.0％ 通 信 14 日 15 日目不通解消

上水道（断水率） 23.9％ 45.0％ 上水道 30 日 31 日目に復旧 

下水道（管きょ被害率） 24.7％ 27.1％ 下水道 30 日 31 日目に復旧 

 出典：「首都直下地震等による東京の被害想定」 

（平成 24 年 4 月、東京都防災会議地震部会） 

※豊島区の復旧日数は、「首都直下地震による東京の被害想定」 

（平成 18 年 5 月、東京都防災会議地震部会） 

 

(4)豊島区周辺の道路と鉄道 

ア 道路 

震度６弱以上の地震が発生した場合、人命救助、消火活動に従事する緊急自動車等を

円滑に通すため、第一次交通規制として、発災直後から、緊急通行車両の通行確保のた

め、環状７号線内側は、道路規制により緊急車両を除き全面通行禁止となる。 

豊島区内の緊急自動車専用路として、高速道路では、首都高速中央環状新宿線と５号

池袋線、主要幹線道路では、中仙道（国道 17 号線）、川越街道（国道 254 号線）、目白通

りが指定されている 。 

被害状況が確認された後は、第二次交通規制に移行し、上記の道路は緊急交通路にな

り、これに川越街道（国道 254 号）が加わる。緊急交通路は、災害応急対策に従事する

車両（緊急自動車のほか、災害対策基本法に基づく標章を掲示している車両）の通行の

み可能である。 

イ 鉄道 

震度５強・５弱のエリアは、安全確認後、数時間～数日で復旧する。震度６弱エリア

は発災当日３割程度不通となるが、１日後以降、多くの地域で復旧する。震度６強エリ

アは発災当日から３日目まで８割程度が不通となる。 

震度６弱以上の地域では、３日目まで運行を停止し、その後順次復旧する。完全復旧

するまでは、電車が動いている区間は電車で移動できるが、不通となっている区間は徒

歩で移動することとなる。そのため参集する職員は、復旧区間まで乗車し、途中で下車

した後、徒歩で参集する。 

ウ 発災時、想定される状況 

発災時、豊島区で想定される被害状況や復旧状況等を表４に示した。 
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表
４
 
地
震
時
の
想
定
シ
ナ
リ
オ
（
参
考
）
 

発
災
 
 
 
 
 
 
 
 
１
時
間
 
 
 
 
 
 
 
 
３
時
間
（
現
況
把
握
）
 
 
  
12

時
間
（
現
況
把
握
）
 
 
 
 
 
 
１
日
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
日
 
 
 
 
 
 
 
 
１
週
間
 

○
建
物
や
塀
が
倒
壊
 

○
落
下
物
の
発
生
 

○
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
停
止
 

 
 

○
外
部
か
ら
の
応
援
活
動
本

格
化
 

 

○
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が
や
っ
て

く
る
 

 

○
疎
開
な
ど
人
の
移
動
の
増

加
 

 

○
火
災
の
発
生
 

 

○
火
災
が
拡
大
延
焼
 

○
消
火
、
救
出
救
助
活
動
に

あ
た
る
  

 
 

 
○
お
お
む
ね
延
焼
火
災
終
息
 

 

○
死
傷
者
の
発
生
 

○
生
き
埋
め
者
、
閉
じ
込
め

者
の
発
生
 

○
倒
壊
や
入
口
部
分
が
被
災

し
た
マ
ン
シ
ョ
ン
や
ア
パ
ー

ト
な
ど
で
閉
じ
込
め
者
が
発

生
 

○
倒
壊
や
入
口
部
分
が
被
災

し
た
マ
ン
シ
ョ
ン
や
ア
パ
ー

ト
な
ど
で
閉
じ
込
め
者
が
発

生
 

○
医
療
施
設
、
医
療
救
護
所

に
負
傷
者
が
殺
到
 

→
外
科
病
院
な
ど
に
患
者
が

集
中
 

→
医
師
、
看
護
師
等
、
医
薬

品
（
常
備
薬
）
等
の
不
足
 

 

○
医
療
関
係
者
の
指
揮
命
令

系
統
の
混
乱
 

○
広
域
搬
送
の
必
要
性
 

 

○
医
師
・
看
護
師
等
の
疲
労

○
救
援
セ
ン
タ
ー
の
医
療
・

衛
生
環
境
の
深
刻
化
 

 

○
感
染
症
発
生
の
懸
念
 

○
避
難
者
数
が
ピ
ー
ク
を
迎

え
る
 

→
救
援
セ
ン
タ
ー
で
の
集
団

生
活
に
混
乱
 

→
要
援
護
者
へ
の
対
応
が
混

乱
 

 

○
症
状
の
移
行
 

→
患
者
の
症
状
が
、
内
科
・

小
児
科
・
精
神
科
系
等
へ
移

行
 

 

○
医
療
施
設
の
被
害
発
生
 

○
入
院
患
者
の
搬
送
先
・
搬

送
手
段
確
保
の
難
航
 

 

○
救
出
さ
れ
た
負
傷
者
の
搬

送
先
、
搬
送
手
段
確
保
の
難

航
 

○
医
療
関
係
の
問
い
合
わ
せ

が
殺
到
 

 

○
救
援
セ
ン
タ
ー
に
被
災
者

が
つ
め
か
け
る
 

○
救
援
セ
ン
タ
ー
の
開
設
が

混
乱
す
る
 

 

○
救
援
セ
ン
タ
ー
運
営
開
始

 

○
被
災
し
た
建
物
に
留
ま
っ

て
い
る
人
が
い
る
 

→
救
援
セ
ン
タ
ー
に
行
き
た

く
て
も
行
け
な
い
要
援
護
者

な
ど
の
支
援
 

→
在
宅
被
災
者
が
支
援
を
受

け
に
救
援
セ
ン
タ
ー
に
や
っ

て
く
る
 

○
身
元
確
認
の
難
航
 

○
避
難
者
が
徐
々
に
減
少
、

閉
鎖
す
る
救
援
セ
ン
タ
ー
も

見
ら
れ
る
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発
災
 
 
 
 
 
 
 
 
１
時
間
 
 
 
 
 
 
 
 
３
時
間
（
現
況
把
握
）
 
 
  
12

時
間
（
現
況
把
握
）
 
 
 
 
 
 
１
日
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
日
 
 
 
 
 
 
 
 
１
週
間
 

○
福
祉
施
設
の
被
害
発
生
 

○
避
難
者
の
発
生
 

○
地
域
集
合
場
所
等
に
被
災

者
が
集
ま
る
 

 

○
近
隣
住
民
や
地
域
防
災
組

織
に
よ
る
要
援
護
者
の
安
否

確
認
 

○
要
援
護
者
の
救
援
セ
ン
タ

ー
へ
の
誘
導
搬
送
の
開
始
 

○
家
に
留
ま
る
被
災
者
も
い

る
 

○
救
援
セ
ン
タ
ー
が
わ
か
ら

ず
右
往
左
往
し
て
い
る
人
が

い
る
 

 

 
○
救
援
セ
ン
タ
ー
に
入
れ
な

か
っ
た
人
々
が
屋
外
で
テ
ン

ト
生
活
な
ど
を
開
始
 

 

○
救
援
セ
ン
タ
ー
の
運
営
が

本
格
化
 

○
救
援
セ
ン
タ
ー
の
生
活
が

長
期
化
 

 

○
交
通
事
故
や
渋
滞
の
発
生
 

○
交
通
機
関
が
全
面
停
止
、

駅
と
そ
の
周
辺
で
混
乱
が
発

生
 

○
駅
周
辺
で
多
数
の
滞
留
者

が
発
生
 

 

○
家
が
近
い
滞
留
者
が
移
動

を
開
始
 

 

○
緊
急
輸
送
道
路
に
交
通
渋

滞
が
発
生
 

○
帰
宅
困
難
者
の
発
生
 

 

○
交
通
機
関
の
一
部
が
再
開

す
る
 

○
家
が
遠
い
滞
留
者
も
移
動

を
開
始
 

 

○
道
路
、
交
通
機
関
の
復
旧

開
始
 

 

○
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
が
ス
ト
ッ

プ
 

○
電
話
の
通
話
規
制
が
か
か

る
 

 

 
 

○
水
、
食
糧
の
不
足
 

○
ト
イ
レ
の
不
足
 

 

○
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
一
部
が

復
旧
す
る
 

○
区
内
の
備
蓄
物
資
が
な
く

な
る
 

○
瓦
礫
、
生
ご
み
等
の
大
量

発
生
 

○
他
の
地
方
か
ら
の
救
援
物

資
が
到
着
し
始
め
る
 

○
区
内
物
資
集
積
拠
点
で
の

仕
分
け
作
業
が
大
変
 

 

豊
島
区
地
域
防
災
計
画
を
一
部
修
正
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第２章 地震発生時の職員態勢と執務環境 

 

１ 職員の参集態勢 

(1)災害対策本部における職員配備態勢 

災害対策本部の配備態勢は、地震の大きさや被害程度等により、初動態勢、即応態勢、

一部配備態勢、補充配備態勢、全員配備態勢に区分されている（表１）。震度５弱の地震が

発生したときは即応態勢、震度５強以上の地震が発生したときは一部配備態勢、震度６弱

以上の地震が発生したときは全員配備態勢が発令されたものとして、職員は指定されてい

る場所に自動的に参集する。 

なお、夜間及び休日等の勤務時間外に震度５強以上の地震が発生したときは、区内及び

隣接区等居住職員を中心とする一部配備態勢指定の職員を配置させることとなっている。

しかし、業務継続計画で想定しているケース（東京湾北部地震 Ｍ７．３ 朝５時発災）に

ついては被害が甚大であると考えられる。そのため、職員参集態勢については、区長の指

示により、ただちに全員配備態勢に切り替えられたものとした。 

 

表１ 災害対策本部の配備態勢 

種別 
災害対策本部 

初動態勢 即応態勢 一部配備態勢 補充配備態勢 全員配備態勢

発令の時期 (1）災害等に

より鉄道機関

の長時間の運

行停止により

混乱が発生す

るおそれがあ

るとき。 

(2)その他、状

況により、区

長が必要と認

めたとき。 

(1)災害等に

より駅周辺に

多数の滞留者

が集中し混乱

が発生する恐

れがあると

き。 

(2)震度５弱

の地震が発生

したとき 

(3)その他、状

況により、区

長が必要と認

めたとき。 

(1)大規模かつ

重大な災害が発

生したとき。ま

たは恐れがある

とき。 

(2)震度５強以

上の地震が発生

したとき。 

(3)その他、状況

により区長が必

要と認めたと

き。 

(1)被害が拡

大し、一部配

備態勢を強化

する必要があ

るとき。 

(2)その他、状

況により区長

が必要と認め

たとき。 

(1)甚大かつ

広範に被害が

発生し、本部

が全力を挙げ

てこれに対処

するとき。 

(2)震度６弱

以上の地震が

発生したと

き。 

(3)その他、状

況により区長

が必要と認め

たとき。 

態勢の内容 駅周辺の混乱

が予測される

時に、駅周辺

に職員を派遣

し、鉄道事業

者、各事業所

等との連携・

情報収集及び

応急対応を実

施できる態

勢。 

駅周辺の混乱

が発生する可

能性が高い場

合に、駅周辺

及び一時滞在

施設に職員を

派遣し、帰宅

困難者対策に

即応できる態

勢。 

 

おもに風水害あ

るいは、大規模

な災害、駅周辺

の混乱等が発生

した場合に、情

報の収集・伝達、

救助、その他被

害の拡大防止が

実施できる態勢

とする。 

一部配備態勢

を強化し、情

報の収集・伝

達、被害の拡

大防止、社会

的混乱の防止

並びに被災者

の救援救護活

動が実施でき

る態勢とす

る。 

大地震（震度

６弱以上）が

発生した場合

等、本部の全

力をもって対

処する場合の

態勢とする。 

出典：豊島区地域防災計画 
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(2)救援センターにおける職員配備態勢 

区は災害時における、地域の情報収集、り災者の救援救護活動等を円滑に実施するため、

救援センターを開設する。救援センターは、震度５強以上の地震が発生又は予知され、要

収容救護者が多数見込まれることにより区長が指示したとき、若しくは避難の勧告又は指

示が発令されたときに地域本部長が各小中学校等に開設するものとし、発災直後に各救援

センターに参集する職員は、予め定めている。 

 

(3)参集可能人数の算定 

ア 参集可能人数の算定方法 

全職員（再任用含む）2,184 名（平成 23 年４月現在）の居住地データに基づき、発災

後、各自の参集場所まで参集可能な職員数を算定した。 

なお、参集場所は所属職場であるが、災害対策要員及び地域本部・救援センター配備

の職員については、指定参集場所とした。 

イ 参集可能人数 

参集可能人数は表２のとおりである。 

 

表２ 発災後の豊島区職員の参集可能数 

※1 参集可能職員数は、後述する参集困難者を考慮している。 

※2 発災直後は、１５分以内に参集可能職員。 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災当日の発災後時間 ２日

目 

３日

目 

４日 

目 

８日 

目 

15 日

目 直後 １ ３ ６ 12 

参集可能 

職員数（人） 
71 271 637 973 1056 1569 1715 1965 2074 2140

参集率(％) 3 12 29 45 48 72 79 90 95 98 

 

 

内 

 

訳 

災 害 対 策

要 員 及 び

地 域 本

部・救援セ

ン タ ー 配

備 職 員

（人） 

59 119 228 270 272 281 283 318 － － 

そ れ 以 外

の 職 員

（人） 

12 152 409 703 784 1288 1432 1647 － － 
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ウ 算定根拠 

1. 公共交通機関の運行状況 

公共交通機関の運行状況を表３のとおり想定した。 

 

表３ 公共交通機関の運行状況と公共交通機関利用者の参集方法 

 

2. 歩行可能距離 

歩行可能距離の上限は 20km とし、自宅から参集場所までの歩行距離が 20km を超え

る職員は、徒歩のみによる参集はできないと仮定した。 

   3. 参集困難者 

より現実的な職員参集数の推計を行うためには、歩行距離だけでなく、参集困難者

も考慮する必要がある。参集困難者は、本人または家族の死傷、自宅の被害、自宅近

隣または参集途中における救出・救助活動への従事等のため、参集場所に向かうこと

ができない者とする。 

発災後の期間別に参集困難者の割合を表４のとおり設定し、歩行可能距離と公共交

発災後日数 運行状況 参集方法 

発災当日 運行停止 徒歩のみ 

発災２日目 北西エリアは一部運行再開 交通機関と徒歩の組合せ 

発災３日目 南西・北東エリアは一部運行再開 交通機関と徒歩の組合せ 

発災４日目以降 徐々に復旧 交通機関と徒歩の組合せ 

271

637

973 1056

1569
1715

1965 2074 2140 2140 2140

71

12 %

29 %

45 %
48 %

72 %

79 %

90 %
95 %

98 % 98 % 98 %

3 %

0

500

1000

1500

2000

発
災
直
後

1h
後

3h
後

6h
後

12
h後

2日
目

3日
目

4日
目

8日
目

15
日
目

22
日
目

1ヶ
月
後

発災後の経過時間

参
集

可
能
職

員
数
（

名
）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

参
集

率
（

％
）

参集困難者を考慮した参集可能職員数

参集困難者を考慮した参集率
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通機関の運行状況から参集可能と判定した職員数から、参集困難者数を差し引き、職

員参集数を推計した。 

 

              表４ 参集困難者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災後日数 参集困難者の割合 

発災３日目まで 20％ 

発災４日～７日目 10％ 

発災８日～10 日目 ５％ 

発災 11 日目以降 ２％ 

職員参集数 ＝ 参集可能職員数 － 参集困難者数 

＝ 参集可能職員数 ×（1－参集困難者の割合） 
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２ 執務環境 

(1)本庁舎 

 ア 建物 

免震工事が実施されており、建物被害は生じず、地震発生後も建物は使用可能である。 

イ 電力 

６日目まで停電し、７日目に復旧する。 

ウ 通信 

６日目まで停電のため、パソコンは使用できず、通信手段は無線と電話に限られる。 

エ 上下水道 

30 日間は飲料水の確保を優先するため、トイレの使用が制限される。その間は、備蓄

してある簡易トイレを併用する。 

 

表５ 発災後の豊島区本庁舎の想定 

項  目 想定シナリオ 

建  物 免震工事により建物被害は生じない。 

執務場所 
免震工事により、執務室内に大きな転倒、落下などの

被害も生じない。 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

電  力 ６日目まで停電。７日目に電力が復旧する。 

上 水 道 
31 日目に復旧。（受水槽内の水がなくなり次第、全館

で水の使用はできなくなる。） 

下水道(トイレ) 

31 日目に復旧。30 日間は飲料水の確保を優先するた

め、トイレの使用が制限される。その間は、備蓄して

ある簡易トイレを併用する。 

ガス（低圧） 54 日目に復旧。 

通 信 

災 害 用 
防災無線、災害時優先電話により、災害応急対応に必

要な通信は確保。 

外線電話 
１週間程度はつながりにくい。携帯メールは遅延する

が送受信は可能である。 

内線電話 使用可能。 

情報システム 

６日目まで庁内ネットワーク、各種システムが停止

（UPS により適正にシャットダウンされる）。７日目に

電力が復旧し、動作確認後に使用可能となる。 

エレベーター ７日目に電力が復旧し、点検後に全機使用可能となる。

注）新庁舎への移転後は、被害想定を見直すものとする。
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(2)本庁舎以外の施設 

 ア 建物 

大半の建物に被害は生じず、地震発生後も建物は使用可能である。執務室は片づけ後

に使用可能となる。 

イ 電力 

６日目まで停電し、７日目に復旧する。 

ウ 通信 

６日目まで停電のため、パソコンは使用できず、通信手段は無線と電話に限られる。 

エ 上下水道 

30 日間は飲料水の確保を優先するため、トイレの使用が制限される。その間は、備蓄

してある簡易トイレを併用する。 

 

表６ 発災後の豊島区本庁舎以外の施設の想定 

項  目 想定シナリオ 

建  物 

耐震建物については、建物被害は生じず、地震発生後も

建物は使用可能。執務室は片づけ後に使用可能。 

なお、耐震改修未実施の建物については、建物被害が生

じる可能性がある。 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

電  力 

６日目まで停電し、７日目に復旧する。（非常用自家発電

設備を有する施設でも、発災当日のうちに燃料不足のた

め全館停電となる。） 

上 水 道 
31 日目に復旧。（受水槽内の水がなくなり次第、全館で

水の使用はできなくなる。） 

下水道(トイレ) 

31 日目に復旧。30 日間は飲料水の確保を優先するため、

トイレの使用が制限される。その間は、備蓄してある簡

易トイレを併用する。 

ガス（低圧） 54 日目に復旧。 

通 信 

災 害 用 
防災無線、災害時優先電話により、災害応急対応に必要

な通信は確保。 

外線電話 
災害時優先電話のない施設では、１週間程度電話がつな

がりにくい。携帯メールは遅延するが送受信は可能 

内線電話 ６日目まで停電のため使用不可能。 

情報システム 
６日目まで停電のためパソコンを使用できない。7 日目

に電力が復旧し、使用可能となる。 

エレベーター ７日目に電力が復旧し、点検後に順次使用可能となる。
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第３章 非常時優先業務の概要 

 

１ 非常時優先業務の選定 

(1)選定の考え方 

非常時優先業務を選定するために、豊島区の全ての業務を業務区分ごとに洗い出し、発

災後から経過時間ごとに、業務停止による最も大きな「①影響の観点」とその「②影響の

度合い」及び「③復旧目標（着手時期、業務開始時期など）」について評価した。 

また、洗い出した業務から、表１に示す基準に基づき非常時優先業務を選定した。 

 

表１ 洗い出しを行った業務と非常時優先業務の選定基準 

業務区分 非常時優先業務の選定基準 

通常業務 ○業務停止による影響の度合いが大きく、着手時期が発

災後２週間以内である業務 

○業務開始時期や関係する部署への影響などを踏まえ、

優先すべき業務 

（発災後新たに発生する業務） ○地域防災計画に記載されていないが、各部署で発災後

に実施する必要がある業務 

応急復旧業務 ○地域防災計画に記載されている応急対策業務及び優先

度の高い復旧・復興業務 

○復興に関わる業務を除き、全て非常時優先業務とする。

 

業務停止による「影響の観点」については、最も関連性の高いものとして４区分を設定

した。各観点の内容は、表２に示すとおりである。 

 

表２ 業務停止による影響の観点 

業務停止による影響の観点 影響の内容（例） 

区民の生命・生活・財産の保護 区民への給付金交付業務の遅滞及び中断により、受給者

の生活に大きな影響がある。 

社会経済活動への影響 業務が行われないことにより、区民や事業者の活動に支

障が生じる 

区の機関及び他機関等への業務

の影響 

各部署との調整の遅滞及び中断により、業務実施が困難

になる。 

その他 都市政策に関する業務の遅滞及び中断により、業務に影

響がある。 

 

業務の中断が区民生活等へ及ぼす「影響の度合い」を、発災直後から１ヶ月後までの時

間経過ごとに５段階評価した。業務停止による影響の度合いの内容は、表３に示すとおり

である。 
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表３ 業務停止による影響の度合い 

影響度 ■１ ■２ ■３ ■４ ■５ 

軽微 小さい 中程度 大きい 甚大 

経過時間

まで業務

停止した

場合の影

響例 

社会的影響は

わずかに留ま

る。 

ほとんどの人

が、その行政

対応は許容可

能範囲である

と理解する。 

若干の社会的

影響が発生す

る。 

しかし大部分

の人は、その

行政対応は許

容可能範囲で

あると理解す

る。 

社会的影響が

発生する。 

社会的な批判

が一部で生じ

るが、過半数

の人はその行

政対応は許容

可能範囲であ

る と 理 解 す

る。 

相当の社会的

影響が発生す

る。 

社会的な批判

が発生し、過

半数の人はそ

の行政対応は

許容可能範囲

外であると考

える。 

甚大な社会的

影響が発生す

る。 

大規模な社会

的な批判が発

生し、大部分

の人はその行

政対応は許容

可能範囲外で

あ る と 考 え

る。 

 

復旧目標には、「着手時期」、「業務開始時期」、「行政サービス提供のレベル・範囲」など

がある。非常時優先業務の選定については、特に「着手時期」と「業務開始時期」を評価

することとした（図１）。 

 

「着 手 時 期」：業務に着手しなければならないタイムリミットを、発災直後から２

週間までの間で設定したもの。なお、“着手”には、業務実施体制

の整備に要する時間も含んでいる。 

「業務開始時期」：業務を開始しなければならないタイムリミットを、発災直後から１

ヶ月までの間で設定したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

図１ 復旧目標のイメージ 

 

 

 
発災 

（時間） 

着手時期 業務開始時期

準備中 
（体制の整備など） 

行政サービス提供 
（レベル・範囲） 
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２ 非常時優先業務の選定結果 

(1)非常時優先業務数 

非常時優先業務の洗い出しは、通常業務については、分掌事務の係・グループ単位に小

分類ベースで、応急復旧業務については、豊島区地域防災計画の別表２「災害対策本部の

組織及び分掌事務」に基づき実施した。 

その結果、非常時優先業務は 399 件（応急復旧業務 215 件、通常業務 175 件、災害後に

新たに発生する業務 9 件）であった。 

 

表４ 非常時優先業務数 

業務区分 ①対象業務数 
②非常時 

優先業務数 

非常時優先業務 

に選定された割合

（②／①） 

応急復旧業務 218 件 215 件 98.6％ 

通常業務 3,527 件 175 件 5.0％ 

発災後新たに発生する業務 - 9 件 - 

合計 3,745 件 399 件 - 

注１ 応急復旧業務については、地域本部など複数の場所で同様の業務が実施されるも

のについては、ひとつの業務としてカウントしている。 

注２ 通常業務については、小分類ベースでは詳細すぎる業務について、業務の再整理

を含めて優先業務を洗い出している。 

注３ 選挙期間中などの特定状況時に発生する業務については、非常時優先業務数から

除外している。 

 

通常業務および発災後新たに発生する業務から選定された非常時優先業務について、業

務停止による影響の観点別に内訳を見ると、「区民の生命・生活・財産の保護」が 54％と

最も多く、次いで「区の機関及び他機関等への影響」、「社会経済活動への影響」の順であ

った（図２）。 

54%
23%

16%
7%

区民の生命・生活・財産の
保護

区の機関及び他機関等へ
の影響

社会経済活動への影響

その他

 

図２ 非常時優先業務における「業務停止による影響の観点」別の割合 
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(2)部署別の非常時優先業務数（応急復旧業務） 

 

表５ 課別の非常時優先業務（応急復旧業務） 

部署 

応急復旧業務 

対象 

業務数 

非常時 

優先業務 

指令情報部 指令情報課 指令情報班 4 4

通信班 3 3

災対総務部 庶務課 庶務班 5 5

議会班 1 1

管財輸送課 管財班 3 3

調達班 3 3

輸送班 3 3

営繕課 管理班 3 3

営繕班 3 3

職員課 職員班 5 5

企画広報部 企画課 企画班 9 9

情報システム保

全課 

情報システム保全班 
1 1

財政課 財政班 1 1

広報課 広報班 4 4

広聴班 2 2

地域防災部 管理・ボランテ

ィア課 

庶務・ボランティア班 12 12

調整班 3 3

補助・福祉救援

センター課 

庶務班 3 3

施設保全・避難所班 5 5

地域本部 第１～第１２地

域本部 

庶務班 5 5

救援センター 10 10

災対清掃環境部 管理課 管理班 2 2

作業課 作業班 1 1

車両班 1 1
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部署 

応急復旧業務 

対象 

業務数 

非常時 

優先業務 

災対衛生部 管理課 庶務班 9 9

保健計画課 医療連絡班 5 5

支援班 2 2

池袋生活衛生課 生活衛生班 3 3

衛生指導班 4 3

医薬班 1 1

池袋健康推進課 保健予防班 3 3

医療救護班 3 3

保健活動班 4 4

長崎健康相談課 保健予防班 4 3

医療救護班 3 3

保健活動班 4 4

災対土木部 管理課 庶務班 7 7

調査班 4 4

工事第一課 管理班 4 4

工事班 5 5

工事第二課 管理班 3 3

工事班 5 5

災対都市整備部 都市計画課 都市計画班 7 6

住宅課 住宅班 3 3

建築課 建築班 4 5

教育部 管理課 庶務班 8 7

施設保全班 6 6

指導課 指導班 4 4

学校班  7 7

幼稚園班  7 7

出納部 出納課 庶務班 5 5

出納班 1 1

用品班 1 1

合計 218 215
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(3)部署別の非常時優先業務数（通常業務） 

 

表６ 課別の非常時優先業務（通常業務） 

部署 

通常業務 災害後新

たに発生

する業務 

計 対象 

業務数 

非常時 

優先業務

政策経営部 企画課 45 3  3

財政課 38 3  3

行政経営課 28  

区長室 8  

広報課 35  

情報管理課 31  

セーフコミュニティ推進室 2  

総務部 総務課 71  

人事課 53  

人材育成課 11  

契約課 19  

防災課 56  

危機管理担当課長 8  

治安対策担当課長 7  

男女平等推進センター 21  

施設管理部 財産運用課 21  

施設課 51 1 1

庁舎建設室 9  

施設計画課 10  

庁舎建築担当課長 1  

区民部 区民活動推進課 43 2  2

地域区民ひろば課 33  

区民課 91 8 1 9

税務課 110 3  3

国民健康保険課 90  

高齢者医療年金課 81 1 2 3

自治協働推進担当課長 7  

東部区民事務所 67 2  2

西部区民事務所 71 2  2
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部署 

通常業務 災害後新

たに発生

する業務 

計 対象 

業務数 

非常時 

優先業務

文化商工部 生活産業課 96 8  8

文化デザイン課 31  

文化観光課 28  

学習・スポーツ課 57  

図書館課 70  

清掃環境部 環境政策課 34 2  2

資源循環課 34 4  4

環境課 26  

豊島清掃事務所 43 3  3

保健福祉部 

 

福祉総務課 48 8 1 9

高齢者福祉課 91  

障害者福祉課 70  

生活福祉課 54  

西部生活福祉課 34  

介護保険課 98  

中央保健福祉センター 130 9  9

池袋保健所 地域保健課 73 4  4

がん対策担当課長 11  

生活衛生課 116 3  3

健康推進課 120 22  22

長崎健康相談所 81 1  1

子ども家庭部 子ども課 85 6  6

子育て支援課 84 9  9

保育園課 37 4  4

都市整備部 都市計画課 53  

住環境整備課 55 1  1

都市開発課 18 1  1

住宅課 47 2  2

建築指導課 43 1  1

建築審査課 51 11  11

都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当課長 3  

マンション担当課長 17  

現庁舎周辺まちづくり担当

副参事 1
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部署 

通常業務 災害後新

たに発生

する業務 

計 対象 

業務数 

非常時 

優先業務

土木部 道路管理課 54 5 2 7

道路整備課 36  

交通対策課 33 7  7

公園緑地課 45 3 2 5

会計管理室 会計課 62 15  15

教育委員会 教育総務課 108 3  3

学校運営課 53  

学校施設課 22 5  5

教育指導課 39 2  2

教育センター 31 3  3

選挙管理委員会事務局 21  

監査委員事務局 25 5  5

区議会事務局 議会総務課 41 4  4

合計 3,527 175 9 184

 

(4)発災後の時間別非常時優先業務数と必要人数 

非常時優先業務について、発災後の時間別の業務数と必要人数を示す。 

 

表７ 災対部別の非常時優先業務数（応急復旧業務） 

災対部名 

発

災

直

後 

1h

後 

3h

後 

6h

後 

12h

後 

2 日

目 

3 日

目 

4 日

目 

8 日

目 

15

日

目 

22

日

目 

1 ヶ

月

後 

指令情報部 6 6 5 5 5 5 5 4 4 4 4 4

災対総務部 9 11 17 19 22 20 20 17 18 15 15 14

企画広報部 4 5 5 5 5 14 15 15 14 14 14 13

地域防災部 1 1 2 16 17 19 17 16 17 14 14 14

地域本部 5 5 5 5 6 6 5 5 2 2 2 2

災対清掃環境部 0 0 2 2 2 2 2 3 3 2 3 3

災対衛生部 15 21 25 30 30 37 37 41 41 38 32 32

災対土木部 14 15 22 27 28 28 28 28 21 18 18 16

災対都市整備部 5 6 7 10 10 11 11 11 13 13 12 12

教育部 5 7 8 9 10 13 13 13 13 13 10 8

出納部 3 4 7 7 7 7 7 7 7 7 3 3

合計 67 81 105 135 142 162 160 160 153 140 127 121
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表８ 部別の非常時優先業務数（通常業務） 

部名 

発

災

直

後 

1h

後 

3h

後 

6h

後 

12h

後 

2 日

目 

3 日

目 

4 日

目 

8 日

目 

15

日

目 

22

日

目 

1 ヶ

月

後 

政策経営部 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6 6 6

総務部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設管理部 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0

区民部 3 3 11 12 12 13 13 13 12 9 9 9

文化商工部 0 0 8 8 8 2 2 2 2 2 6 6

清掃環境部 2 3 5 5 5 5 5 5 6 3 3 3

保健福祉部 0 0 4 11 12 13 12 12 17 17 16 16

池袋保健所 16 16 23 24 23 23 24 24 27 28 28 28

子ども家庭部 1 4 6 7 7 7 10 12 12 9 9 9

都市整備部 2 2 14 15 15 16 15 13 12 6 5 4

土木部 8 14 15 17 18 19 19 18 18 18 17 17

会計管理室 0 0 0 15 15 14 12 10 10 0 0 0

教育委員会事務局

教育総務部 
11 11 10 11 11 12 12 12 13 12 10 7

選挙管理委員会事

務局 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

監査委員事務局 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 5 5

区議会事務局 0 0 0 0 0 2 2 2 2 2 0 0

合計 44 54 97 126 127 126 126 123 142 117 114 110
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表９ 災対部別の必要人数（応急復旧業務） 

災対部名 

発

災

直

後

1h

後 

3h

後 

6h 

後 

12h

後 

2 日

目 

3 日

目 

4 日

目 

8 日

目 

15

日

目 

22

日

目 

1 ヶ

月

後 

指令情報部 11 13 11 11 11 11 11 10 7 7 7 7 

災対総務部 8 12 32 42 95 91 91 81 61 33 32 32 

企画広報部 9 9 19 38 41 31 22 21 22 24 24 20 

地域防災部 1 1 259 263 265 270 291 287 288 28 28 28 

地域本部 140 350 350 421 529 481 477 407 118 118 118 110 

災対清掃環境部 0 0 4 4 6 9 9 12 11 8 67 67 

災対衛生部 29 30 42 54 56 80 94 96 97 92 79 76 

災対土木部 42 44 62 141 218 231 182 173 145 109 89 53 

災対都市整備部 12 29 34 43 43 47 131 133 219 224 115 116 

教育部 13 24 34 47 63 120 119 111 106 88 80 61 

出納部 0 1 1 2 2 4 4 4 3 2 1 1 

合計 265 513 847 1065 1329 1373 1430 1335 1077 733 640 571 
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表１０ 部別の必要人数（通常業務） 

部名 

発

災

直

後 

1h

後 

3h

後 

6h

後 

12h

後 

2 日

目 

3 日

目 

4 日

目 

8 日

目 

15

日

目 

22

日

目 

1 ヶ

月

後 

政策経営部 0 0 0 0 0 0 0 0 8 8 8 8 

総務部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

施設管理部 2 12 12 18 12 0 0 0 0 0 0 0 

区民部 3 3 29 34 37 32 34 34 34 52 52 49 

文化商工部 0 0 7 7 7 3 3 3 3 0 4 4 

清掃環境部 1 2 4 4 6 6 6 6 10 4 4 4 

保健福祉部 0 0 7 12 12 20 23 24 29 29 27 27 

池袋保健所 2 2 5 7 8 7 8 8 14 12 14 16 

子ども家庭部 0 11 13 37 37 73 85 138 181 273 260 260 

都市整備部 8 8 22 28 29 26 28 21 27 10 9 11 

土木部 2 8 13 15 20 30 35 42 31 31 15 12 

会計管理室 0 0 0 5 6 13 14 14 14 0 0 0 

教育委員会事務

局教育総務部 
18 21 21 23 22 33 35 23 20 19 16 13 

選挙管理委員会

事務局 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

監査委員事務局 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 5 5 

区議会事務局 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 0 0 

合計 35 66 133 189 195 243 271 313 376 443 413 409 
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３ 主な非常時優先業務の着手時期 

限られた人員及び限られたリソースにおいて、区全体としてより優先順位の高い順に業務

を実施するため、主な非常時優先業務の着手時期を示す（表１１参照）。 
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表１１ 主な非常時優先業務の着手時期（「朝 5 時発災」を想定）（1/2） 

着手時期 応急復旧業務 優先度の高い通常業務 

発
災
当
日 

発
災
直
後 

○ 本部の指令、要請及び通報に関すること［指令

情報部］ 

○ 本部通信情報の総括に関すること［指令情報部］

○ 防災行政無線の統制に関すること［指令情報部］

○ 本部長室の通信事務に関すること［指令情報部］

○ 職員の参集状況及び職員並びにその家族の被災

状況の掌握に関すること［災対総務部］ 

○ 災害広報に関すること［企画広報部］ 

○ 救援センター等との連絡調整に関すること［地

域本部］ 

○ 所管区域内の被害状況の集約及び報告に関する

こと［地域本部］ 

 

１
時
間
後 

○ 障害物、土砂等の除去に関すること［災対土木

部］ 

○ 救援センター被災地における感染症伝染病予防

に関すること［災対衛生部］ 

○ 救援センターの設営及び管理運営に関すること

［地域本部］ 

○ 建築物の耐震等に関すること［災対都市整備部］

○ 区有施設の緊急点検に関すること

［施設管理部］ 

 

 

発
災
当
日 

３
時
間
後 

○ 情報管理システム及び財務情報システムの保全

及び復旧に関すること［企画広報部］ 

○ し尿処理に関すること［災対清掃環境部］ 

○ 災害時排出されるごみに関すること［災対清掃

環境部］ 

○ ボランティア機関との連絡調整に関すること

［災対衛生部］ 

○ 応急仮設住宅、一時提供住宅の設営及び管理に

関すること［災対都市整備部］ 

○ 施設の被災状況の調査及び報告に関すること

［教育部］ 

○ 死亡届の受付及び埋火葬許可証の交

付に関すること［区民部］ 

 

 

発
災
当
日 

６
時
間
後 

○ 職員の動員、服務、給与、給食、医療及び被服

に関すること［災対総務部］ 

○ 被災者等の相談及び苦情処理に関すること［企

画広報部］ 

○ 救援センターの運営状況の集約及び報告に関す

ること［地域防災部］ 

○ 地域防災組織及び民間協力組織との連絡調整に

関すること［地域防災部］ 

○ 補助救援センター、福祉救援センターの設営及

び管理運営に関すること［地域防災部］ 

○ 医療対策本部における医師会、歯科医師会及び

医療機関との連絡調整に関すること［災対衛生

部］ 

○ 医療救護及び保健衛生に係る広報に関すること

［災対衛生部］ 

○ 道路、橋梁等の応急整備及び災害復旧に関する

こと［災対土木部］ 

○ 支出命令及び収入通知の執行に関す

ること［会計管理室］ 

○ 戸籍関係諸届出の受理審査に関する

こと［区民部］ 
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表１１ 主な非常時優先業務の着手時期（「朝 5 時発災」を想定）（2/2） 

着手時期 応急復旧業務 優先度の高い通常業務 

発
災
当
日 

１２
時
間
後 

○ 救援センター等の応急整備及び営繕に関するこ

と［災対総務部］ 

○ 資器材の調達及び補給に関すること［災対土木

部］ 

○ 報道機関との連絡に関すること［企画広報部］

○ 救援物資及び応急食料の集積管理に関すること

［地域本部］ 

 

発
災
２
日
目 

２４
時
間
後 

○ 災害応急復旧の調整に関すること［企画広報部］

○ 応急措置状況の資料作成及び報告に関すること

［企画広報部］ 

○ 補助救援センター、福祉救援センターの運営状

況の集約及び報告に関すること［地域防災部］

○ 医療救護班の派遣要請及び総合調整に関するこ

と［災対衛生部］ 

○ 医療機関の状況の集約及び報告に関すること

［災対衛生部］ 

○ 食品の衛生状況の点検と救護センター等におけ

る食中毒等の二次災害防止指導に関すること

［災対衛生部］ 

○ 飲料水の衛生指導に関すること［災対衛生部］

○ 救援センター等の巡回健康相談に関すること 

［災対衛生部］ 

○ 小中学校教育施設の保全管理に関すること［教

育部］ 

 

発
災
３
日
目

４８
時
間
後 

○ 災害対策予算に関すること［企画広報部］ 

○ 巡回精神保健相談チームの編成及び精神保健相

談の実施に関すること［災対衛生部］ 

 

発
災
４
日
目 

７２
時
間
後 

○ 清掃車両の管理運行に関すること［災対清掃環

境部］ 

○ 小中学校教育施設の災害応急復旧計画に関する

こと［教育部］ 

○ 仮設浴場等の衛生指導に関すること［災対衛生

部］ 

 

１
週
間 

○ 災害時における職員の派遣に関すること［災対

総務部］ 

○ 応急仮設住宅、一時提供住宅の入居者の選定に

関すること［災対都市整備部］ 

○ 被災児童生徒の教科書及び学用品の調達供給に

関すること［教育部］ 

○ 区政の総合的な調整に関すること

［政策経営部］ 

○ 食品衛生に関すること［池袋保健所］

○ 廃棄物の収集、運搬、処分及びこれ

らに係る指導に関すること［清掃環

境部］ 

２
週
間
～ 

○ 災害時排出されるごみ等の迅速処理に関するこ

と［災対清掃環境部］ 
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第４章 非常時優先業務の実施に向けた課題と対策 

 

１ 非常時優先業務遂行上の全庁的課題と対策 

非常時優先業務を遂行する上での課題及びその対策を抽出した。これらの課題及び対策は、

「執務態勢」、「執務環境」、「情報通信」及び「資機材等」の区分に整理した（表１参照）。 

 

表１ 非常時優先業務遂行上の課題と対策 

区分 項目 主な課題 主な対策 

執務態勢 

初動態勢の確立 ①初動期の職員不足 

②指揮命令系統及び権限の

代行 

③地域防災計画に基づく災

対各課の業務が不明確 

①非常時優先業務の精査、初

動期の職員参集のための条

件整備（職員参集ルールの

明確化、参集訓練、初動対

応訓練による理解促進、勤

務時間中発災の場合の家族

の安否確認、非常時優先業

務の更なる手順の見直しな

どによる効率的な業務遂行

体制の整備等） 

②権限代行者の事前選定 

③各部署で担当する業務につ

いて、より詳細なマニュア

ル等を作成 

職員の参集態勢 ①職員の安否確認及び参集

予測 

②職員の家族の安否確認 

①全職員対象の緊急連絡体制

の再構築 

②安否確認手段の取り決めを

職員に周知徹底 

執務環境 

耐震化の実施 ①耐震化未実施の施設 ①計画的な耐震化の実施 

執務環境の確保 ①什器転倒防止対策、ガラ

ス飛散防止対策、ＰＣ・

ＯＡ機器の転倒防止対

策が未徹底 

②非常時優先業務の実施に

必要な電力の不足 

①各拠点の什器転倒防止対策

の徹底、全ての施設におけ

るガラス飛散防止対策及び

ＰＣ・ＯＡ機器の転倒防止

対策の実施 

②非常時優先業務の実施に必

要な非常用発電機の導入、

燃料の確保 

情報通信 

通信 ①防災行政無線の無感地域

②防災行政無線の電源確保

③通信機器の有効活用 

①防災行政無線の強化、補完

手段の検討 

②防災無線の電源確保状況の
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④災害情報システム未整備

 

確認 

③通信機器の特徴に応じた部

局への割り当ての検討 

④災害情報システムの導入 

情報システム ①各部署管理の情報システ

ムが未固定 

②システム運用に支障が生

じた場合の対応が未整備

①情報システム機器の固定対

策 

②システム復旧訓練の実施、

ネットワーク管理機器の拡

充、システム保守業者の緊

急対応マニュアルの拡充 

資機材等 
備蓄品の確保 ①職員用の備蓄品の不足 ①職員用の備蓄品（５日分）

の確保 

 

(1)初動態勢の確立 

【現状】 

○夜間・休日等発災時には、職員参集ルールに基づき参集することになっており、各職

員がルール通りに参集することが必要である。 

○参集場所に参集した後の初動対応などについて、各職員が具体的に実施する事項を理

解しておくことが必要である。 

○勤務時間帯に発災した場合には、家族の安否や自宅の被害の有無を確認でき、職員が

安心して業務に専念できることが必要である。 

○災害時における職員の権限代行のための規程は、災害対策本部長の例を除いて、現

在定められていない。 

 

【課題】 

① 初動期の職員数不足 

○夜間・休日等に発災した場合には、参集ルール通り職員が参集するものとした職員

参集可能人数と必要職員数を比較したところ、初動時において職員数が著しく不足

する結果となった。 

○非常時優先業務の復旧目標の精査や更なる手順の見直しを実施することで、初動期

の職員数不足においても業務が遂行できる体制整備が必要である。 

○専門性の高い非常時優先業務にも対応できるよう配備態勢のあり方を検討する必要

がある。 

② 指揮命令系統及び権限の代行 

○職員不足に伴い、指揮命令系統の混乱発生と権限者の不足による業務の実施が困難

となる。 

③ 地域防災計画だけでは災対各課の業務実施は不十分 

○地域防災計画の記載内容だけでは、災対各課で担当する業務を実施することが困難

な場合がある。より詳細なマニュアル等の作成が必要。 
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図１ 参集可能職員数と非常時優先業務に必要な職員数 
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(2)職員の参集態勢 

【現状】 

○職員の参集基準については、地域防災計画に記載されているとおりである。概要に

ついては、「第２章１職員の参集態勢」のとおりである。これらの基準について平時

から確認し、発災後に迅速に対応する必要がある。 

○職員への参集指示を行うための方法として、幹部職員を対象とした一斉メールが導

入されている。 

職員の大多数は、テレビ・ラジオ等一般メディアからの情報を入手して参集基準に

基づき出勤することとなる。 

【対策】 

① 初動期の職員参集のための条件整備 

 ○職員参集ルールの明確化を図る。 

○参集訓練・初動対応訓練等において各職員に対して具体的な参集イメージ（経路、

通行支障、震災時の状況等）・初動対応イメージ（安否確認・状況把握・情報収集

等）の理解を促す。 

○勤務時間中に発災した場合、職員が安心して業務に専念できるように、当該職員の

家族の安否や自宅の被害状況等を把握する方法を事前に確認しておく。また、状況

により、代わりの職員が確認できるような方法も検討しておく。 

○発災後の被害想定シナリオの状況を踏まえ、非常時優先業務ごとの復旧目標に合わ

せて更なる手順の見直しや対策の事前検討を行い、効率的な業務の遂行体制を整え

ておく。 

② 権限代行者の事前選定 

○代行者を設定する責任者の範囲を定め、順序をつけて複数の代行者を定めておく。

また、必要に応じて委任する権限や職務も定める。 

○権限を代行する場合に必要なデータや資源等がある場合には、それらの保管場所等

の情報を整理する。 

○責任者との連絡方法を定め、連絡先等の情報を関係者で共有する。 

③ 各部署で担当する業務について、より詳細なマニュアル等を作成 

○より詳細なマニュアル等（フローチャート、チェックリスト、連絡先一覧等）を、

各部署で事前に作成する。 
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＝緊急連絡網の整備状況（H23.11.30現在）＝

1 2

5

23

106

全職員が含まれる

係長以上・教職員のみ

その他（※２）

連絡網なし

無回答

（※１）調査対象は
庁内79課/所・学校
等34施設・保育園
24園

（※２）施設利用者
の家族を含む

 

図２ 緊急連絡網の整備状況（出典：携帯電話の利用に関する全職員アンケート） 

 

 

 

(3)耐震化の実施 

【現状】 

○防災上重要な区有特定建築物の耐震化の目標を確実に達成するため、「豊島区耐震改

修促進計画」にそって対策を実施する（表２、表３参照）。 

 

【課題】 

① 職員の安否確認及び参集予測 

○職員の安否確認及び参集予測を行うための職員参集システムなど、緊急連絡体制が

未確立である。夜間・休日に発災した場合、原則、参集ルールに基づき出勤するこ

ととなるが、各職員の安否確認に基づいた参集予測を迅速に実施することが難しい。

② 職員の家族の安否確認 

○平日の勤務時間中に発災した場合には多くの職員が家族の安否確認を行うことが予

想され、発災直後は家族への電話連絡そのものが輻輳化の原因につながることが考

えられる。 

【対策】 

① 全職員を対象とした緊急連絡体制の再構築 

○職員参集システムを全職員に導入するなど、緊急連絡体制を再構築することで、夜

間・休日に発災した場合においても迅速に職員の安否を確認し、適切な職員参集予

測を行うことが可能となり、初動体制の確立に活用できる。 

○幹部職員、災害対策要員など、災害時に中心的に従事する職員に対する安否確認手

段の確保についての検討を行う（災害対策用携帯電話の導入等）。 

② 職員の家族の安否確認 

○災害用伝言ダイヤルや災害用掲示板等の連絡方法の確保とともに安全な避難場所の

確認など、家族の安否確認のための手段を取り決めておくよう平時から職員に対し

て周知徹底する。 
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表２ 区有特定建築物の耐震化の状況 

耐震診断結果等 

評価 
庁舎等 

（施設） 

学校 

（施設） 

その他 

（施設） 

計 

（施設） 

昭和 56 年以前の施設 a 6 27 53 86 

昭和 57 年以降の施設 b 2 3 26 31 

施設数（a+b）c 8 30 79 117 

耐震性を満たす施設数 d 3 30 66 99 

耐震化率 d/c 37.5% 100% 83.5% 84.6% 

施設数は、平成 24 年 3 月末 

   

 

表３ 区有特定建築物の耐震化の目標 

 現状※ 

平成 18 年度末 

目標 

平成 27 年度末 

区有特定建築物 74.7％ 100％ 

民間特定建築物 80.5％ 90％ 

※東京都の耐震化率の推計方法に準じて算定した推計値 

 出典：「豊島区耐震改修促進計画」 

 

 

 

(4)執務環境の確保 

【現状】 

○什器転倒防止対策、ガラス飛散防止対策やＰＣ・ＯＡ機器の転倒防止対策は、実施

状況にばらつきがあり、徹底されていない。 

○非常用発電機の設置状況は、表４に示すとおりである。 

 

【対策】 

①計画的な耐震化の実施 

○「豊島区耐震改修促進計画」に基づいて、耐震化を継続的に実施する。 

【課題】 

①耐震化未実施の施設 

○耐震化が未だ実施されていない施設がある。 
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表４ 非常用発電機の設置状況 

防災課調べ 

 

【対策】 

① 各拠点の什器転倒防止対策の徹底、全ての施設におけるガラス飛散防止対策及びＰ

Ｃ・ＯＡ機器の転倒防止対策の実施 

② 非常時優先業務の実施に必要な非常用発電機の導入、燃料の確保 

○非常時優先業務を実施するための必要な電力を確保するために、非常用発電機の導

入を検討し、また停電期間の電気を確保するため燃料の確保対策を実施する必要が

ある。 

【課題】 

① 什器転倒防止対策、ガラス飛散防止対策、ＰＣ・ＯＡ機器の転倒防止対策が未徹底 

○発災時に什器の転倒により、職員の人命が損なわれる恐れがある。また、転倒し

た什器の対応や飛散したガラスの片付け、転倒したＰＣ・ＯＡ機器の整理のため、

多くの作業時間を必要とし、発災後に速やかに非常時優先業務の実施に着手する

ことができない。 

② 非常時優先業務の実施に必要な電力の不足 

○本庁舎には非常用発電設備がなく、電源の確保ができていない。生活産業プラザ

では非常用発電設備及び燃料が約半日分確保されているが、電力供給対象が非常

用照明や防災無線用と限られている。そのため、災対本部及び指令情報室以外の

執務場所においては、停電期間中は電気の使用が制限される。 

○本庁以外では、一部施設で非常用発電機があるが、電力供給対象が非常用照明な

どに限られており、電気の使用は制限される。 

日付 量(ℓ)

池袋保健所
地下１階
発電機室

新潟原動機
NO A250(長時間型)

990 H17.9.20 990 41 160kw/h 24.1

区民センター
(都 無線設備専用)

屋上 195 H17.11.9 170

公会堂
分庁舎

B館屋上
ヤンマー

AUTOPACK AP60A
36以上 11.9 40.0Kw/h 3以上

勤労福祉会館 地下機械室 98 98 41 2.4

生活産業プラザ 屋上
新潟原動機

NO A440(普通型)
980 H17.9.20 700 76 300kw/h 12.9

南池袋小学校
地下1階
発電機室

900 H17.9.16 900 12 30kw/h 75

明豊中学校 地下3階 950 950 10.5 35kw/h 90

千登世橋中学校 グラウンド脇 990 990 12.7 38.5kw/h 77

電力
供給量

電源
供給時間

(最大燃料)
施設名 設置場所

形式
(防災課調)

最大
燃料容量

(ℓ)

燃料容量
燃料消費/時

(最大)
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(5)通信 

【現状】 

○災害対策本部機器類の状況は、表５に示すとおりである。 

○防災備蓄倉庫等、防災行政無線の整備が困難な拠点施設については、既に配備し

ている周辺施設の防災行政無線を活用する等、体制づくりや運用方法の見直しを

行う。 

 

表５ 災害対策本部機器類の状況 

項目 現状 現計画 

防災行政無線 

（移動系） 

○災害対策本部と警察・消防・

防災関係機関や出先施設を結

ぶ基幹となる無線 

○平成２３年３月にデジタル化へ

更新を図り、２８０局を配備して

いる。 

防災行政無線 

（同報系） 

○避難勧告や災害対策本部で得

た情報を区民に提供する無線 

○機器類の老朽が進んでいる。 

 新庁舎整備後に、更新に関する計

画策定が必要である。 

情報系システム ○災害情報システムは未整備で

ある。 

○新庁舎の整備に合わせて、総合的

な災害情報システムを導入する。

 

 

 

表６ 防災情報通信の現状 

　設備等/種類

　用途及び機能

　周波数帯及び出力

　基地局の設備

280局

防災課 45 75基

その他の課 10 救援センター 33
小学校(地域本部) 85 公園・児童遊園 23
中学校 9 その他 21
保育園 25 650局

都立高校 4 地域防災組織 384
道路工事事務所 4 救援センター(小中学校等） 67
公園管理事務所 4 保育園･幼稚園(私立含む) 53
区民ひろば 22 児童館等･子どもスキップ 47
児童館 8 ・区民ひろば

医療機関 18 その他区施設等 99
警察署・警視庁 4
消防署 2
その他公共施設・機関等 40

屋外受信機

戸別受信機

移動系 同報系

移動系無線設備で得た情報の伝達及
び警報・注意報等の地域、設置機関別
に分けて発信できるほか、全一斉伝達
の機能を持つ。

60MHｚ帯　3W　1回線

子局

統制卓　　1基　　庁内送信所　2基

260MHz帯　5W　1回線

統制卓　　　1基

移動局

区及び区内防災機関との災害情報の
受発信及び指令並びに伝達について
個別に更新するほか、全一斉伝達の
機能を持つ

　移動局・子局の
　設備

 

【課題】 

① 防災行政無線の強化、補完する通信手段の検討 

○防災無線の無感地域をなくすとともに、補完する通信手段を確保する必要がある。 

② 防災行政無線の電源確保 

○停電時でも防災無線が利用できるが、長期利用が可能となるよう、電源を確保してお

く必要がある。 

③ 通信機器の有効活用 
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災　害　時　通　信　の　現　状

（安全安心メール：6,816件[23.10.1現在]）

（館内放送等）
（戸別受信機）
  [送信のみ]
（390台）

（電話）

（電話）

    （一斉メール）

（都防災無線）
（地域防災無線）

電話等について

一般電話 通常回線であり、災害時に接続規制がかかる場合がある

災害時優先電話 発信時のみ優先的に回線が確保される

携帯電話 回線が混雑した場合に発信規制される場合がある

衛星電話 荒天時等、通信しづらい場合がある

インターネット 回線の切断等、繋がらない懸念がある

区 民

帰宅困難者

区

職

員

町会・

自治会

等

救援

センター

（35か所）

池袋駅

混乱防止

協議会

区災害対策本部

医療機関、ライ

フライン等(18
件)

防災関係機関

（6件） 東京都

（同
報
系
無
線
拡
声
器
75
台
）

（地
域
防
災
無
線
95
台
）

区ＨＰ等

 

図３ 情報連絡の状況 
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図４ PC を使った音声映像システム（端末機） 図５ 駅地下のデジタルサイネージ 

  

図６ 防災行政無線 屋外拡声器 図７ 防災行政無線 戸別受信機 

 

 

 

 

【対策】 

① 防災行政無線の強化、補完する通信手段の検討 

 ○防災行政無線の強化を図るとともに、無感地域などでの補完的な通信手段の確保に

ついて検討する。 

○拡声器の個別点検を実施し調整を行うとともに、駅周辺においては新規配置を含め

た強化策を実施する。 

○区の災害時用ホームページの整備、ケーブルテレビを活用した災害情報の提供、

保育園の園児等の情報を保護者に提供できるシステムを導入する。 

○帰宅困難者対策として、情報提供ステーションでの情報提供、緊急連絡手段の提供、

駅構内などへのデジタルサイネージ配置による情報提供、エリアメールや実験が進

んでいるエリアワンセグによる情報提供についても導入を検討。 

② 防災行政無線の電源確保状況を確認 

○自家発電からの電力供給の確保（本庁舎以外） 

○携帯型の防災無線機の常時充電 

③ 通信機器の有効な活用方法の検討 

○確保可能な固定電話や防災行政無線を、どの非常時優先業務やどの部課に対して割

り当てるかを検討する。 
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(6)情報システム 

【現状】 

○被害想定では、本庁舎の電気は６日間停止する。また、本庁舎には非常用発電機は

あるが、全庁情報システムは供給範囲に含まれていないため、システム復旧作業を

含め、全庁情報システムが６日間使用できなくなる想定となっている。非常時優先

業務を実施する上で、全庁情報システムが使用できない場合、影響が極めて大きい

ことから、対策が必要である。 

○重要なデータについては、定期的にバックアップをとり、遠隔地に保存されている。 

○情報システム部門が管理している情報システム以外の各部署が独自に管理・運用し

ているシステムについては、転倒防止対策が実施されているものもあるが、ラック

に格納のみ、またキャスター付き、机上設置等、十分に固定されていないなど、固

定対策が必要である。 

○各拠点間において全庁的なシステム利用をするために、本庁舎と各拠点間が専用線

で結ばれている。これらの専用線は、地中引込や複数線化されている箇所もあるが、

架空引込や単線の箇所もある。そのため被害想定シナリオにおいては、各拠点にお

いて専用線の断線により一律 14 日間全庁システムが使用できないこととした。これ

らの拠点において実施している非常時優先業務は、他拠点での実施の検討や、専用

線の地中化・複数化の実施を検討していく必要がある。 

 

 

【課題】 

① 各部署管理の情報システムが未固定 

○サーバールーム以外で各部署が独自に管理しているため、適切に固定するなどの管

理がされていない情報システムがある。 

② システム運用の支障を想定した危機管理が必要 

○ホスト機器・サーバー機器等の被災によるシステム運用に支障が生じた場合の対応

○システム復元のための設定資料の保管場所の明確化 

○財務会計システムや住基システムに支障が生じた場合の対応 

○ホームページが更新できない状態になった場合の対応 など 
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(7)食糧・飲料水の備蓄 

【現状】 

○区職員のための食糧・飲料水の備蓄は行われていない。 

 

 

【対策】 

① 職員用の備蓄品の確保 

○応急復旧で活動する職員のための食糧、毛布等を備蓄しておく。 

○必要備蓄量については、区施設ごとの指定職員数、応援物資の到着時間（想定）な

どを考慮して設定する。 

○各施設で飲料水・食料などを迅速に確保できるよう施設ごとに備蓄場所を確保す

る。 

○食料・水等物資は分散方式による備蓄を拡大し、発災時の物資搬送への支障に備え

る。 

② 簡易トイレの備蓄 

○雨水貯留槽の貯留水を雑用水として利用した後は、水を確保することが困難となる

ことから、水を利用する必要のない簡易トイレの備蓄を進める必要がある。 

【課題】 

① 職員用の備蓄品の不足 

○職員用の備蓄は未実施である。 

② トイレの利用不可 

○上水道が停止し、本庁舎の雑用水備蓄を使用後は、トイレが利用できない。 

【対策】 

① 各部署管理の情報システムの固定対策 

○サーバールーム以外で各部署が独自に管理している情報システムについて、固定対

策を実施する。 

② システム運用の支障を想定した危機管理 

○システムの運転切り替え・バックアップデータの復元練習を実施する。また、デー

タセンターの利用や障害箇所の早期発見・早期復旧のためのネットワーク管理機器

の拡充を推進する。 

○システム保守業者の緊急対応についてマニュアル化しておく。 

○管理表を作成し、保管場所を明確にするとともに、耐震固定化されたキャビネット

に保管する等取り出せる状況を作っておく。 

○文書・手作業での事務処理を行うため、あらかじめ最低限の全庁的基準・様式など

を定めておく。 

○データセンターのサーバーからホームページが更新できるよう、業者との調整を図

る。 
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 ２ 部局毎の非常時優先業務の主な課題と対策 

非常時優先業務について、部局毎の主な課題と対策は、表７に示すとおりである。詳細

は、別資料として取りまとめる。 

対策の実施により、非常時優先業務を確実に遂行できる体制を構築する。 
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表
７
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策
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課
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連
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2
4

年 度
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（

非
常

用
電

源
）

の
活

用
検

討
 

防
災

課
 

 
→

 
 

 

③
通

信
・
情

報
関

連
資

源
 

・
報

道
機

関
と

の
通

信
手

段
の

確
保

（
電

話
、

携
帯

、
Ｆ

Ａ
Ｘ

、
メ

ー
ル

）
 

・
情

報
発

信
に

必
要

な
機

器
の

確
保

（
パ

ソ

コ
ン

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

環
境

）
 

代
替

性
を

考
慮

し
通

信
手

段
の

多
様

化

を
図

る
 

 
 

 
→

 
 

 

④
ル

ー
ル

・

制
度

・
体

制
 

・
問

い
合

わ
せ

へ
の

対
応

 

・
報

道
発

表
の

体
制

づ
く

り
 

・
管

理
職

(1
名

) 

体
制

と
ル

ー
ル

作
り

の
整

備
 

防
災

課
、

危
機

管
理

対
策

課
な

ど
 

 
→

 
 

 

1
.情

報
処

理
シ

ス
テ

ム
の

改
修

及
び

運

営
に

関
す

る
こ

と
（
基

幹
シ

ス
テ

ム
）
 

①
人

的
資

源
 

・
ア

ウ
ト
ソ

ー
シ

ン
グ

受
託

事
業

者
が

庁
舎

へ
到

着
で

き
る

ま
で

、
機

器
の

状
況

確
認

が

で
き

な
い

。
 

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

契
約

に
お

い
て

、
被

災
時

の
対

応
に

つ
い

て
明

示
す

る
。

 

 
 

→
→

→
→

→

企
画

広
報

部
情

報
シ

ス
テ

ム
保

全
課

 

  
 

 
 

②
執

務
場

所
・
環

境
・
イ

ン
フ

ラ
 

・
庁

舎
の

被
災

状
況

に
よ

り
、

マ
シ

ン
ル

ー

ム
の

状
況

確
認

に
支

障
が

生
じ

る
 

マ
シ

ン
ル

ー
ム

入
室

不
可

の
場

合
、

マ
シ

ン
ル

ー
ム

で
の

シ
ス

テ
ム

稼
働

は
せ

ず
、

災
対

シ
ス

テ
ム

の
利

用
へ

移
行

す
る

。
 

 
 

→
→

→
→

→

③
通

信
・
情

報
関

連
資

源
 

・
電

話
や

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

環
境

が
不

通
と

な
っ

た
場

合
、

デ
ー

タ
セ

ン
タ

と
の

連
絡

が
不

能

と
な

る
。

 

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
回

線
が

生
き

て
い

る

場
合

、
メ

ー
ル

に
て

連
絡

が
取

れ
る

よ
う

に
す

る
。

 

 
 

→
→

→
→

→
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表
７

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
2
/
7
）

 

部
（

局
）
名

 
分

掌
事

務
 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

災
害

対
策

本
部

の
部

課
名

 
2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

総
務

部
 

1
.職

員
の

動
員

、
服

務
、

給
与

、
給

食
、

医
療

及
び

被
服

に

関
す

る
こ

と
 

③
通

信
・
情

報
関

連
資

源
 

・
災

対
本

部
各

部
と

の
連

絡
方

法
（
伝

令
の

場
合

は
報

告
場

所
、

メ
ー

ル
や

電
話

の
場

合
は

報
告

方
法

）
を

決
め

て
お

く
必

要
が

あ

る
。

 

各
部

ご
と

の
職

員
参

集
状

況
の

把
握

責

任
セ

ク
シ

ョ
ン

の
確

定
（

確
認

）
 

災
対

各
部

 

 
→

 
 

 

災
対

総
務

部
職

員
課

 

 
 

 
 

 
 

 
 

職
員

課
の

業
務

遂
行

場
所

の
確

定
（

確

認
）

 

 
 

 
→

 
 

 

報
告

先
電

話
番

号
、

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス
、

報
告

方
法

な
ど

の
確

定
 

 
 

 
→

 
 

 

④
ル

ー
ル

・

制
度

・
体

制
 

・
給

与
の

概
算

支
給

が
可

能
で

あ
る

法
令

根
拠

の
確

認
、

金
融

機
関

や
区

の
シ

ス
テ

ム
の

復
旧

程
度

に
応

じ
た

支
給

方
法

の
検

討
を

行
っ

て
お

く
必

要
が

あ
る

。
 

概
算

支
給

が
可

能
で

あ
る

か
ど

う
か

の

確
認

 

人
事

課
、

会
計

課
 

 
→

 
 

 

想
定

さ
れ

る
シ

ス
テ

ム
障

害
パ

タ
ー

ン

別
の

支
払

手
続

検
討

 

人
事

課
、

会
計

課
 

 
→

 
 

 

施
設

管
理

部
 

区
有

施
設

の
緊

急

点
検

に
関

す
る

こ
と

 

⑤
そ

の
他

 
・
非

常
時

の
緊

急
点

検
体

制
 

平
常

時
の

安
全

点
検

に
緊

急
時

の
点

検

を
盛

り
込

む
。

 

区
有

施
設

所
管

課
及

び
安

全
点

検
員

 
→
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表
７

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
3
/
7
）

 

部
（

局
）
名

 
分

掌
事

務
 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

災
害

対
策

本
部

の
部

課
名

 
2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

区
民

部
 

3
.後

期
高

齢
者

医

療
の

給
付

等
に

関

す
る

こ
と

 

①
人

的
資

源
 

・
申

請
受

付
、

証
明

書
等

の
発

行
業

務
に

多
く

の
職

員
が

必
要

と
な

る
が

、
そ

の
た

め

の
職

員
が

手
配

で
き

る
か

ど
う

か
 

他
自

治
体

の
協

力
体

制
を

取
り

決
め

て

お
く

 

他
自

治
体

 

→
→

 
 

 

 
 

②
執

務
場

所
・
環

境
・
イ

ン
フ

ラ
 

・
緊

急
時

に
最

低
限

の
印

刷
機

器
を

手
配

で
き

る
か

ど
う

か
 

緊
急

時
用

発
電

装
置

の
設

置
 

 

→
→

 
 

 

④
ル

ー
ル

・

制
度

・
体

制
 

・
有

事
の

際
の

国
、

広
域

連
合

か
ら

の
連

絡

調
整

の
あ

り
方

 

緊
急

時
に

お
け

る
役

割
分

担
な

ど
ル

ー

ル
の

設
定

 

 

→
→

 
 

 

清
掃

環
境

部
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
.し

尿
処

理
に

関
す

る
こ

と
 

①
人

的
資

源
 

・
発

災
後

に
出

勤
で

き
る

職
員

が
ど

れ
だ

け

確
保

で
き

る
か

。
 

各
人

が
非

常
時

の
出

勤
ル

ー
ト

を
確

認

す
る

 

 
 

 
→

 
 

 

災
対

清
掃

環
境

部
管

理
課

 

②
執

務
場

所
・
環

境
・
イ

ン
フ

ラ
 

・
収

集
を

委
託

し
て

い
る

板
橋

区
・
交

通
事

情
・
中

継
所

・
処

分
場

の
被

害
状

況
の

影

響
を

受
け

な
い

か
。

 

・
環

境
汚

染
は

な
い

か
 

委
託

業
者

と
の

委
託

契
約

等
の

連
携

を

持
つ

 

清
掃

事
務

所
 

 
→

 
 

 

災
害

時
の

排
出

方
法

・
収

集
運

搬
ル

ー
ト

を
事

前
に

検
討

 

 
 

清
掃

事
務

所
 

 
 

  

→

 

  

  

  

③
通

信
・
情

報
関

連
資

源
 

・
停

電
に

よ
る

パ
ソ

コ
ン

、
電

話
が

使
用

で
き

な
い

状
態

で
清

掃
事

務
所

、
庁

外
機

関
等

と
の

連
絡

調
整

が
ど

こ
ま

で
可

能
か

。
 

事
務

所
と

の
緊

急
時

の
連

絡
方

法
を

検

討
す

る
。

 

清
掃

事
務

所
 

 
→

 
 

 

庁
外

機
関

と
の

連
絡

方
法

を
検

討
す

る
。

 
 

 
→

→
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表
７

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
4
/
7
）

 

部
（

局
）
名

 
分

掌
事

務
 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

災
害

対
策

本
部

の
部

課
名

 
2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

保
健

福
祉

部
 

6
.各

部
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

要
望

の
調

査
、

集
約

及
び

報
告

に

関
す

る
こ

と
 

①
人

的
資

源
 

・
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ン
タ

ー
の

立
ち

上
げ

、
受

付
・
登

録
、

要
望

調
査

、
派

遣
調

整
等

に
は

相
応

の
人

員
態

勢
が

必
要

と
な

る
（
災

対
衛

生
部

管
理

課
庶

務
班

だ
け

で
は

不
十

分
)。

・
機

能
不

全
に

陥
ら

な
い

よ
う

な
体

制
整

備

が
不

可
欠

。
 

管
理

課
庶

務
班

配
置

職
員

の
確

保
（

部
内

調
整

等
）

 

防
災

課
 

 
→

→
 

 

災
対

衛
生

部
管

理
課

 

 
 

②
執

務
場

所
・
環

境
・
イ

ン
フ

ラ
 

・
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ン
タ

ー
の

設
置

場
所

及

び
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ン
タ

ー
が

機
能

開
始

す

る
ま

で
の

緊
急

対
応

窓
口

の
開

設
場

所
の

候
補

が
設

定
さ

れ
て

い
な

い
。

 

社
会

福
祉

協
議

会
と

の
協

定
締

結
 

社
会

福
祉

協
議

会
 

 
→

→
 

 

開
設

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

 
 

 

 
→

→
 

 

③
通

信
・
情

報
関

連
資

源
 

・
各

災
対

部
、

地
域

本
部

（
救

援
セ

ン
タ

ー
）

の
要

望
調

査
、

需
給

調
整

等
を

行
う

た
め

の
連

絡
・
通

信
手

段
を

明
確

に
し

て
お

く
必

要
が

あ
る

。
 

ま
た

、
通

信
回

復
後

は
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
受

付

等
の

た
め

の
電

話
を

一
定

数
設

置
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

整
備

 
 

 

 
→

→
 

 

必
要

書
類

の
準

備
(
応

援
要

請
申

込
書

等
）

 

 
 

 
→

→
 

 

受
付

等
電

話
機

の
設

置
 

 
 

 
 

 
 

 

④
ル

ー
ル

・

制
度

・
体

制
 

・
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
受

付
・

登
録

、
派

遣
調

整
等

の
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
未

整
備

で
あ

り
、

社
会

福
祉

協
議

会
と

の

役
割

分
担

も
不

明
確

。
 

・
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
と

個
人

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

へ
の

対
応

で
業

務
を

整
理

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

社
会

福
祉

協
議

会
と

の
協

定
締

結
 

社
会

福
祉

協
議

会
 

 
→

→
 

 

受
付

等
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
整

備
 

 
 

 
→

→
 

 

必
要

書
類

の
準

備
(
登

録
簿

・
登

録
申

込

書
等

）
 

 
 

 
→

→
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表
７

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
5
/
7
）

 

部
（

局
）
名

 
分

掌
事

務
 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

災
害

対
策

本
部

の
部

課
名

 
2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

池
袋

保
健

所
 

3
.飲

料
水

の
衛

生

指
導

に
関

す
る

こ
と

 

①
人

的
資

源
 

・
洪

水
に

比
較

し
て

、
震

災
の

場
合

は
対

象

地
域

、
対

象
施

設
が

絞
り

込
め

な
い

。
 

・
通

報
・
相

談
に

応
じ

た
業

務
で

業
務

量
の

想
定

が
難

し
い

。
 

・
感

染
症

発
症

時
の

業
務

量
の

想
定

が
難

し
い

。
 

・
感

染
症

発
症

時
、

塩
素

消
毒

以
外

の
消

毒
方

法
の

場
合

は
消

毒
効

果
の

判
断

は
で

き
な

い
。

 

・
消

毒
班

の
編

成
と

消
毒

の
実

施
に

は
職

員
が

不
足

。
 

事
前

啓
発

(
防

災
マ

ニ
ュ

ア
ル

飲
料

水
編

等
)
 

防
災

課
 

 
→

→
→

→

災
対

衛
生

部
池

袋
生

活
衛

生
課

 

事
後

の
ラ

ジ
オ

等
で

の
情

報
提

供
 

東
京

都
 

健
康

推
進

課
・

長
崎

健
康

相
談

所
 

 
 

 
 

 

②
執

務
場

所
・
環

境
・
イ

ン
フ

ラ
 

・
電

気
の

確
保

と
感

染
症

発
症

時
に

は
水

の
使

用
が

欠
か

せ
な

い
。

 

消
毒

薬
の

備
蓄

な
い

し
補

給
 

健
康

推
進

課
 

東
京

都
 

 
→

→
→

→

④
ル

ー
ル

・

制
度

・
体

制
 

・
感

染
症

発
症

時
の

対
応

や
通

信
連

絡
体

制
の

検
討

 

 
 

健
康

推
進

課
・

長
崎

健
康

相
談

所
 

東
京

都
 

 
→

→
→

→

⑤
そ

の
他

 
・
災

害
に

備
え

た
準

備
等

の
啓

発
が

不
足

 

災
対

衛
生

部
の

業
務

、
分

掌
事

務
の

訂
正

等
全

体
的

な
検

証
が

未
実

施
。

 

・
消

毒
班

の
消

毒
の

実
施

や
消

毒
薬

の
配

布
の

た
め

の
備

蓄
が

危
険

性
や

使
用

期
限

等
の

関
係

で
難

し
い

。
 

・
消

毒
を

ペ
ス

ト
コ

ン
ト
ロ

ー
ル

協
会

に
委

託

契
約

し
て

い
る

が
、

業
者

も
被

災
し

て
い

る

可
能

性
や

、
大

規
模

震
災

の
場

合
に

対
応

能
力

を
上

回
る

可
能

性
が

大
き

い
。

 

平
常

時
と

非
常

時
を

併
せ

た
啓

発
の

実

施
 

 
 

 
→

→
→

→

災
対

衛
生

部
の

業
務

分
析

、
分

担
の

明
確

化
。

分
掌

事
務

と
防

災
計

画
と

の
整

合
性

を
図

る
。

 

地
域

保
健

課
 

健
康

推
進

課
・

長
崎

健
康

相
談

所
 

防
災

課
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表
７

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
6
/
7
）

 

部
（

局
）
名

 
分

掌
事

務
 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

災
害

対
策

本
部

の
部

課
名

 
2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

都
市

整
備

部
 

1
.応

急
仮

設
住

宅
、

一
時

提
供

住
宅

の

設
営

及
び

管
理

に

関
す

る
こ

と
 

①
人

的
資

源
 

・
住

宅
建

設
に

当
た

り
、

建
築

に
係

る
知

識

が
あ

る
職

員
が

対
応

し
た

方
が

良
い

。
 

・
建

物
が

使
用

で
き

る
か

否
か

は
、

被
災

建

築
物

応
急

危
険

度
判

定
員

の
判

断
に

よ

る
。

 

・
高

齢
者

、
生

活
保

護
受

給
者

に
対

す
る

生
活

支
援

の
た

め
、

福
祉

関
係

の
部

署
と

の
連

携
が

必
要

と
な

る
。

 

建
築

関
係

職
員

と
連

携
を

図
る

。
 

施
設

課
、

建
築

指
導

課
、

建
築

審
査

課
 

 
 

 
 

 

災
対

都
市

整
備

部
住

宅
課

 

被
災

建
築

物
応

急
危

険
度

判
定

を
建

築

指
導

課
に

依
頼

す
る

。
 

建
築

指
導

課
 

 
 

 
 

 

福
祉

関
係

部
署

と
の

連
携

を
日

ご
ろ

か

ら
図

る
。

 

高
齢

者
福

祉
課

、
生

活
福

祉
課

、
西

部
生

活
福

祉
課

 
 

 
 

 
 

土
木

部
 

3
.土

木
施

設
等

の

被
害

状
況

の
調

査

及
び

報
告

に
関

す

る
こ

と
 

①
人

的
資

源
 

・
震

災
発

生
後

の
職

員
の

参
集

率
が

低
い

場
合

、
所

要
人

員
が

不
足

す
る

。
 

参
集

可
能

職
員

を
課

単
位

で
は

な
く

、
土

木
部

内
で

調
整

 

土
木

部
全

課
 

 
 

 
 

 

災
対

土
木

部
管

理
課

 
 

 
 

②
執

務
場

所
・
環

境
・
イ

ン
フ

ラ
 

・
車

で
の

移
動

等
が

可
能

で
あ

る
か

 

・
燃

料
の

確
保

が
可

能
で

あ
る

か
 

自
転

車
等

の
移

動
手

段
の

確
保

 
土

木
部

全
課

 
 

 
 

 
 

燃
料

の
備

蓄
 

 
 

 
 

 
 

 

③
通

信
・
情

報
関

連
資

源
 

・
電

話
等

、
通

信
機

器
の

利
用

不
可

能
な

状
況

の
場

合
、

通
信

手
段

と
し

て
、

防
災

無

線
の

活
用

に
よ

る
通

信
確

保
が

望
ま

れ
る

。

災
害

時
の

通
信

手
段

の
準

備
。
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表
７

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
7
/
7
）

 

部
（

局
）
名

 
分

掌
事

務
 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

災
害

対
策

本
部

の
部

課
名

 
2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

会
計

管
理

室
 

2
.支

出
命

令
の

審

査
に

関
す

る
こ

と
 

③
通

信
・
情

報
関

連
資

源
 

・
停

電
に

伴
う

財
務

会
計

シ
ス

テ
ム

の
停

止
 

審
査

方
法

の
一

部
変

更
 

担
当

所
管

課
 

→
→

→
→

 

 
 

 
 

5
.歳

計
現

金
及

び

基
金

に
属

す
る

現

金
等

の
運

用
に

関

す
る

こ
と

 

③
通

信
・
情

報
関

連
資

源
 

・
停

電
に

伴
う

財
務

会
計

シ
ス

テ
ム

の
停

止
 

手
作

業
に

よ
る

伝
票

作
成

 
（

豊
島

区
指

定
金

融

機
関

）
 

株
式

会
社

み
ず

ほ
銀

行
 

→
→

→
→

 

教
育

委
員

会
事

務
局

教
育

総
務

部
 

4
.教

育
施

設
の

応

急
整

備
及

び
営

繕

の
協

力
に

関
す

る
こ

と
 

①
人

的
資

源
 

・
業

者
委

託
す

る
場

合
地

域
の

中
で

、
緊

急
を

要
す

る
施

設
（
病

院
等

）
が

優
先

と
な

り
、

委
託

請
負

業
者

が
不

足
 

災
害

時
優

先
的

に
委

託
請

負
し

て
く

れ

る
契

約
を

交
わ

す
。

 

 
 

 
 

→
→

→

教
育

部
管

理
課

 

課
内

に
専

門
的

な
技

術
、

知
識

を
持

つ
職

員
を

確
保

す
る

。
 

 
 

 
 

→
→

→

②
執

務
場

所
・
環

境
・
イ

ン
フ

ラ
 

・
業

者
に

修
繕

を
依

頼
し

て
も

電
源

が
確

保

で
き

な
い

た
め

、
修

繕
不

能
 

学
校

内
に

充
分

な
自

家
発

電
装

置
を

持

つ
。

 

 
 

 
 

→
→

→

③
通

信
・
情

報
関

連
資

源
 

・
通

信
で

き
な

い
た

め
委

託
業

者
に

連
絡

不
能

 

１
５

日
目

に
通

信
開

始
す

る
の

で
、

１
５

日
以

降
業

者
連

絡
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第５章 連携・協力体制の強化 

 

地震発生時には、外部関係機関等（協定自治体・民間団体、東京都、委託者・指定管理者

等）との連携・協力のもとで実施する非常時優先業務も多く想定される。このため、外部関

係機関等と事前に必要な調整、役割の確認等を行い、業務の確実な遂行確保を図る必要があ

る。 

 

１ 協定による執行態勢の確保 

区は、首都直下地震が発生した場合に備え、他の自治体や民間団体と協力協定を締結して

いる。しかし、発災時に実際に機能し、非常時優先業務が迅速に機能できるか改めて検討を

行い、確実な執行態勢を確保しておく必要がある。 

(1)現状と課題 

 ア 自治体との協力協定 

区は、他の自治体と、災害時に物資、機材、飲料水、職員の派遣等の支援を行う内容

の協定を締結している。他の自治体から派遣された職員や物資の受け入れに関する検討

が必要である。 

 イ 民間団体等との協力協定 

区は、民間団体から震災時に協力が得られるよう、各種の協力協定を締結している。 

特に災害発生時の各種物資の提供・燃料や電力などライフライン確保・物資搬送等は

重要であり、協定を締結している民間団体に属する事業者も被災することが想定される

ことから、協定締結によって確実な執行が保障されるわけではない。また、協定を締結

している民間団体又は上部組織が東京都や他の自治体と協力協定を締結している場合も

あり、他の自治体間で重複する場合の対応が必要である。 

 

(2)対策 

 ア 自治体との協力協定 

他の自治体からの支援者の参集場所や活動拠点までの移動手段に加え、支援者が宿泊

する場所についても事前に決めておく必要がある。 

今後も継続した防災協定の締結・充実が重要である。 

 イ 民間団体等との協力協定 

協定を締結している民間団体・事業者について調査を行い、協定内容を実行できる仕

組み作りを構築する。また、協定を締結している事業者や民間団体の構成事業者も被災

することを考慮し、事業者に対して事業継続計画の重要性を周知していく。 

また、他の自治体と協力協定を締結しており、重複する場合は、自治体間で調整し、

災害時に確実に協定内容が実施できる仕組み作りを検討する。 

事業者や大学、「池袋駅混乱防止対策協議会」等の組織との協定・連携については、震

災時に限らず駅周辺滞留者発生時の対策強化に不可欠であるため、さらなる連携強化が

重要となる。 
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表１ 物資搬送等の協定団体 

 

 

２ 東京都との役割分担と連携 

(1)現状と課題   

東京都では、首都直下地震に備え、地域防災計画を策定し、予防から応急対策や復旧・

復興に至る業務を定めている。また、東京都自体も被災することを想定して、都政のＢＣ

Ｐを策定し、非常時優先業務を継続し、最短での事業の復旧を図るにあたり事前対策を定

めている。 

区は、東京都地域防災計画との整合を図りつつ、区の地域防災計画の見直しを行ってい

る。一方、事業継続計画のレベルにおいては、関連する非常時優先業務の復旧目標（着手

時期・目標レベルなど）の整合は図れていない。 

1）特別区
№ 協定先

1 各　特別区

2）地方自治体
№ 協定先 № 協定先

1 山形県遊佐町 7 群馬県神流町
2 埼玉県秩父市 8 新潟県魚沼市
3 福島県猪苗代町 9 長野県箕輪町
4 埼玉県三芳町 10 茨城県常陸大宮市
5 岩手県一関市 11 栃木県那須烏山市
6 岐阜県関市 12 山形県村山市

3）教育機関
№ 協定先 № 協定先

1 東京都立大塚ろう学校 7 学校法人　学習院
2 東京都立文京高等学校 8 学校法人　東京音楽大学
3 東京都立豊島高等学校 9 学校法人　後藤学園
4 東京都立千早高等学校 10 学校法人　立教学院
5 学校法人　川村学園 11 学校法人　大正大学
6 学校法人　十文字学園 12 学校法人　帝京平成大学

4）自治体機関・公共的団体
№ 協定先 № 協定先

1 (社)豊島区薬剤師会(乳幼児用粉乳の保管) 7 (社)豊島区薬剤師会（医療救護活動）
2 (社)豊島区薬剤師会(応急薬品の優先供給) 8 (社)東京都獣医師会豊島支部
3 東京都水道局 9 社会福祉法人豊島区社会福祉協議会
4 (社)東京都柔道接骨師会豊島支部 10 豊島郵便局
5 (社)豊島区医師会 11 (財)としま未来文化財団
6 (社)豊島区歯科医師会 12 社会福祉法人豊島区社会福祉事業団

5）民間団体等
№ 協定先 № 協定先

1 豊島土木防災協会（旧：豊島道路建設協力会） 13 豊島池袋食品衛生協会
2 豊島土木防災協会（旧：豊島道路建設協力会） 14 東京都米穀小売商業組合 豊島支部
3 豊島建設業協会 15 豊島区地震対策消火器設備協力会
4 豊島電友会 16 サントリーフーズ株式会社
5 豊島管友会 17 株式会社ジャパンビバレッジ
6 赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 18 ダイドードリンコ株式会社
7 (社)東京都トラック協会 豊島支部 19 株式会社　セレスポ
8 東京都麺類協同組合 長崎支部、他三支部 20 株式会社　イケオン
9 東京都石油商業組合 豊島支部 21 社会福祉法人 フロンティア

10 株式会社 秩父源流水(H13.4.20組織変更) 22 東京都公衆浴場商業協同組合 豊島支部
11 生活協同組合コープとうきょう 23 東京都理容生活衛生同業組合豊島支部
12 豊島薬業協同組合 24 豊島法曹会
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(2)対策 

東京都と連携しながら、関連する非常時優先業務の復旧目標（着手時期・目標レベル等）

の整合を図ることが必要である。また東京都における被害想定の見直し状況を踏まえて、

地域防災計画及び本計画を適宜更新していく必要がある。 

 

３ 委託業者や指定管理者への要請 

(1)現状と課題 

区は、業務の一部を外部の業者や指定管理者に委託している。しかし、契約の中で災害

時の業務遂行について明確な取り決めをしていないものもある。特に人命に関わる応急復

旧業務（救急救護活動、避難所運営など）や通常業務（介護、福祉など）については、災

害時にも速やかに業務継続を図る必要がある。また、委託事業者の協力が不可欠な非常時

優先業務については、災害時における連絡体制や協力体制を確保しておく必要がある。 

首都直下地震が発生した場合、委託業者や指定管理者も被災することが想定されること

から、委託業務の継続が困難となる。 

 

(2)対策 

委託業者や指定管理者に対して、委託事業等の内容に応じて、協定等により本計画で定

める非常時優先業務の実施内容と整合を図るように依頼する。 

また、委託業者や指定管理者が、独自の事業継続計画の取組みを進めるように働きかけ

る。 

 

４ 地域との連携体制 

(1)現状と課題 

区内では、町会・自治会を母体として、全域で「地域防災組織」が結成されており、す

べての地域防災組織が、毎年１回は防災訓練を実施するなど、活発な防災活動が展開され

ている。 

今後は、災害時において地域防災組織が、行政の指示がなくても自主的に防災活動を行

うことができるよう、初動対応能力の向上が課題となっている。 

 

(2)対策 

地域防災組織の訓練の中で、地域と区（災害対策本部）での情報連絡体制や情報伝達手

段を確認するとともに、防災拠点の設営・運営等における両者の連携体制を確認する。 

また、防災訓練の定期的な実施を通し、地域の幅広い年齢層の住民の参加を促し、地域

防災組織の充実、強化を図っていくことが重要である。 

 

５ ボランティア受入れ体制の確立 

(1)現状と課題 

ボランティアの受入れについては、豊島区地域防災計画に次のとおり定められている。 

ア ボランティア受入体制の整備 

区は、震災によって、被災した住民の救援・救護を実施するため必要があるときは、
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その拠点として救援センターを開設する。救援センターは区立全小中学校等 35 ヵ所とす

る。開設は学校・区・ボランティア等、関係機関がサポートする。救援センター運営期

におけるボランティア受入体制の整備は、庶務部及び住民が担う。詳しい手順について

は、救援センター単位で策定に取り組んでいる『救援センター開設マニュアル』に記載

する。 

イ 一般ボランティア 

救援センターでの運営・炊き出しや給食への協力・動物の保護・備蓄品や生活必需品

の供給や積み下ろし作業等が期待されている。 

エ 専門ボランティア 

以下の専門的な業務については、災害対策に関連する部課が受入れなどを行う。 

応急危険度判定員･････都市整備部 

交通規制要員･････････警察署 

医療系ボランティア･･･消防署 

災害時に円滑にボランティア対応ができるよう、災害ボランティア受入れ体制の実効

性を確認しておいく必要がある。 

 

(2)対策 

ボランティアの受入れについては、平常時から豊島区社会福祉協議会との連携を一層強

化し、体制の確立を図る。新庁舎には災害ボランティアの総合案内機能を、救援物資の一

時保管機能・帰宅困難者の支援機能等とともに整備する。また帰宅困難者のボランティア

としての活用について検討する。 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 大規模停電編 
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Ⅲ 大規模停電編 

 

第１章 対象とする事象と被害想定 

 

東日本大震災の影響で電力供給量が不足し、首都圏では計画停電や夏季及び冬季の電力ピ

ーク時の停電が懸念されている。停電が起こると、庁内システムの停止により業務を継続す

ることが困難となり、また滞留者の発生や交通麻痺などの問題も発生する。そのため、計画

的もしくは突発的な大規模停電にも対応できるよう、区はＢＣＰを策定し、事前に対策を講

じておくことが求められている。 

 

１ 想定する大規模停電 

(1)過去の停電事例 

国内もしくは国外での大規模停電の事例を表１に示す。 

 

表１ 過去の大規模停電事例 

発生年月日 地域 停電時間 影響 

1965.11.9 アメリカ、

カナダ 

12 時間 ニューヨークを中心に、アメリカとカナダで発

生した停電である。停電により、2500 万人、

207,000 km²の地域で停電した。 

1977.7.13 アメリカ 1 日 ニューヨークおよび周辺で大停電が発生。略奪

や放火を含む他の混乱が発生した。 

1987.7.23 日本 30 分～ 

3 時間 20 分 

東京を含め 6 都県で、280 万戸が停電した。猛暑

のため、昼休み明けの急速な電力需要の高まり

に伴って無効電力も急速に伸びたため、電力会

社は電力用コンデンサを次々と投入したもの

の、変電所の母線電圧が低下し基幹系の変電所

が停電し、複数の系列変電所に波及した。さら

に、発電所の発電機も電源停止した。  

1999.11.22 日本 10 分～ 

3 時間 20 分 

航空自衛隊練習機墜落で埼玉県入間地域の送電

線を切断したことが原因。練馬、世田谷、港、

豊島、武蔵野、三鷹など 10 区 12 市、埼玉県の 8

市 1 町計 80 万世帯・業務所が停電。都心の一部

は 10 分前後で送電再開、27 分後までに埼玉県の

一部を除く約 70 万軒の送電を再開した。この停

電により、エレベーターの閉じ込め、断水（数

十分）、電車の運行停止（数十分）、ATM の停止、

自治体のオンラインの停止などの影響が出た。
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(2)想定した大規模停電とその影響 

  国内もしくは国外での事例から、大規模停電を次のように想定した（表２、表３）。 

 

表２ 本計画で想定した大規模停電 

項 目 内 容 

発生時間 平日の午後２時 

停電の計画性 突発的に停電が発生 

停電エリア 豊島区全域を含む首都圏エリア 

停電時間 ６時間（停電発生時には、復旧見込みは不明とする） 

主な影響 大規模地震発生時の地震動被害（建物・設備損傷や火災発生）を除い

た状況と同じ 

 

 

 

 

 

発生年月日 地域 停電時間 影響 

2006.8.14 日本 10 分～ 

4 時間 40 分 

旧江戸川を航行中のクレーン船のアームが架線

に接触し、切断したことが原因。東京 23 区東部

と神奈川県横浜市、川崎市の一部、千葉県浦安

市、市川市の一部を中心に、139 万世帯・業務所

に影響が出た。神奈川県内では約 10 分で復旧、

千葉県内でも午前 8 時 20 分ごろまでに復旧し

た。この停電により、信号機の停止、鉄道への

影響、エレベーターへの閉じ込め、携帯電話が

繋がりにくい等が相次いだ。日本政府は、危機

管理センターに情報連絡室を設置した。  

2011.9.15 韓国 5 時間 午後 3 時ごろ、韓国の全国各地で大規模な停電

が相次ぎ発生した。残暑により電力需要が高ま

り、余裕電力が 5％を下回ったため、全面停電を

避ける措置として、地域ごとに循環する計画停

電を実施したことによる。ソウルや釜山、光州

などの大都市、ソウル近郊の京畿道や仁川、全

羅北道をはじめとする地方都市など約 162 万戸

に影響が出た。この停電によりでエレベーター

への閉じ込め、信号機の停止、ATM の停止などの

支障が出た。事故やけが人は報告されていない。
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表３ 大規模停電発生後に想定される状況 

・照明は非常灯に切り替え 

・庁内システム停止による業務停止、手作業による処理 

・復電後のシステム復旧作業 

・固定電話、携帯電話輻輳（予備電源が切れた後、不通） 

・空調機停止 

・上（下）水道のポンプ停止による断水 

・エレベーター停止、エレベーター内への閉じ込め発生 

・鉄道運行停止、滞留者の発生、帰宅困難者の発生 

・信号機の停止による交通麻痺 

・酸素吸入器、人工呼吸器の停止による停電弱者対応 
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第２章 非常時優先業務の概要 

 

１ 非常時優先業務の選定 

(1)選定の考え方 

非常時優先業務を選定するために、豊島区の全ての業務を業務区分ごとに洗い出し、発

災後から経過時間ごとに、業務停止による最も大きな「①影響の観点」とその「②影響の

度合い」及び「③復旧目標（着手時期、業務開始時期など）」について評価した。 

また、洗い出した業務から、表１に示す基準に基づき非常時優先業務を選定した。 

 

表１ 洗い出しを行った業務と非常時優先業務の選定基準 

業務区分 非常時優先業務の選定基準 

通常業務 ○業務停止による影響の度合いが大きい業務 

○関係する部署への影響などを踏まえ、優先すべき

業務 

（発災後新たに発生する業務） ○地域防災計画に記載されている応急復旧業務のう

ち、各部署で発災後に実施する必要がある業務 

 

業務停止による「影響の観点」については、最も関連性の高いものとして４区分を設定

した。各観点の内容は、表２に示すとおりである。 

 

表２ 業務停止による影響の観点 

業務停止による影響の観点 影響の内容（例） 

区民の生命・生活・財産の保護 区民への給付金交付業務の遅滞及び中断により、受給

者の生活に大きな影響がある。 

社会経済活動への影響 業務が行われないことにより、区民や事業者の活動に

支障が生じる 

区の機関及び他機関等への業務

の影響 

各部署との調整の遅滞及び中断により、業務実施が困

難になる。 

その他 都市政策に関する業務の遅滞及び中断により、業務に

影響がある。 
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業務の中断が区民生活等へ及ぼす「影響の度合い」を、発災直後から２４時間後までの

時間経過ごとに５段階評価した。業務停止による影響の度合いの内容は、表３に示すとお

りである。 

 

表３ 業務停止による影響の度合い 

影響度 ■１ ■２ ■３ ■４ ■５ 

軽微 小さい 中程度 大きい 甚大 

経過時間

まで業務

停止した

場合の影

響例 

社会的影響

はわずかに

留まる。 

ほとんどの

人が、その行

政対応は許

容可能範囲

であると理

解する。 

若干の社会

的影響が発

生する。 

しかし大部

分の人は、そ

の行政対応

は許容可能

範囲である

と理解する。

社会的影響

が発生する。

社会的な批

判が一部で

生じるが、過

半数の人は

その行政対

応は許容可

能範囲であ

ると理解す

る。 

相当の社会

的影響が発

生する。 

社会的な批

判が発生し、

過半数の人

はその行政

対応は許容

可能範囲外

であると考

える。 

甚大な社会

的影響が発

生する。 

大規模な社

会的な批判

が発生し、大

部分の人は

その行政対

応は許容可

能範囲外で

あると考え

る。 

 

復旧目標には、「着手時期」、「業務開始時期」、「行政サービス提供のレベル・範囲」など

がある。非常時優先業務の選定については、特に「着手時期」と「業務開始時期」を評価

することとした（図１）。 

 

「着 手 時 期」：業務に着手しなければならないタイムリミットを、発災直後から約

24 時間で設定したもの。なお、“着手”には、業務実施体制の整備に

要する時間も含んでいる。 

「業務開始時期」：業務を開始しなければならないタイムリミットを、発災直後から 24 時

間までの間で設定したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 復旧目標のイメージ 

 
発災 

（時間）

着手時期 業務開始時期

準備中 
（体制の整備など） 

行政サービス提供 
（レベル・範囲） 
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２ 非常時優先業務の選定結果 

(1)非常時優先業務数 

通常業務（対象業務数 3,527 件）について洗い出しを行い、非常時優先業務の選定を行

った。また、災害後に新たに発生する業務について洗い出した。その結果、非常時優先業

務は 216 件（通常業務 183 件、災害後に新たに発生する業務 33 件）であった。また、通常

業務のうち非常時優先業務として選定された割合は、5.2％であった（表４）。 

 

表４ 非常時優先業務数 

業務区分 ①対象業務数 
②非常時 

優先業務数 

非常時優先業務 

に選定された割合

（②／①） 

通常業務 3,527 件 183 件 5.2％ 

発災後新たに発生する業務 - 33 件 - 

合計 3,527 件 216 件 - 

 

非常時優先業務を業務停止による影響の観点別に見ると、「区民の生命・生活・財産の保

護」が 48％と最も多く、次いで「区の機関及び他機関等への影響」、「社会経済活動への影

響」、「その他」の順であった（図２）。 

 

48%

11%

20%

21%
区民の生命・生活・財産の保
護

社会経済活動への影響

区の機関及び他機関等への
影響

その他

図２ 非常時優先業務における「業務停止による影響の観点」別の割合 
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(2)部署別の非常時優先業務数（通常業務） 

 

表５ 課別の非常時優先業務（通常業務） 

部署 

通常業務 災害後新

たに発生

する業務 

計 対象 

業務数 

非常時 

優先業務

政策経営部 企画課 45  

財政課 38  

行政経営課 28  

区長室 8  

広報課 35 9  9

情報管理課 31 9  9

セーフコミュニティ推進室 2  

総務部 総務課 71  

人事課 53 1 1

人材育成課 11  

契約課 19  

防災課 56 1 1 2

危機管理担当課長 8 2 2

治安対策担当課長 7 4 1 5

男女平等推進センター 21 2  2

施設管理部 財産運用課 21  

施設課 51 1 1

庁舎建設室 9  

施設計画課 10  

庁舎建築担当課長 1  

区民部 区民活動推進課 43  

地域区民ひろば課 33  

区民課 91 12  12

税務課 110 9  9

国民健康保険課 90 4  4

高齢者医療年金課 81 5  5

自治協働推進担当課長 7  

東部区民事務所 67 4  4

西部区民事務所 71 4  4
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部署 

通常業務 災害後新

たに発生

する業務 

計 対象 

業務数 

非常時 

優先業務

文化商工部 生活産業課 96 6  6

文化デザイン課 31  

文化観光課 28  

学習・スポーツ課 57  

図書館課 70  

清掃環境部 環境政策課 34  

資源循環課 34 2 1 3

環境課 26  

豊島清掃事務所 43  

保健福祉部 福祉総務課 48 1 1

高齢者福祉課 91  

障害者福祉課 70 1 1 2

生活福祉課 54  

西部生活福祉課 34  

介護保険課 98  

中央保健福祉センター 130 3  3

池袋保健所 地域保健課 73 2  2

がん対策担当課長 11  

生活衛生課 116  

健康推進課 120 23 1 24

長崎健康相談所 81 10  10

子ども家庭部 子ども課 85 10  10

子育て支援課 84  

保育園課 37 4  4

都市整備部 都市計画課 53  

住環境整備課 55  

都市開発課 18 1  1

住宅課 47 2  2

建築指導課 43 4  4

建築審査課 51 11  11

都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担当課長 3  

マンション担当課長 17  

現庁舎周辺まちづくり担当

副参事 1
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部署 

通常業務 災害後新

たに発生

する業務 

計 対象 

業務数 

非常時 

優先業務

土木部 道路管理課 54 7 7

道路整備課 36 1 8 9

交通対策課 33 6  6

公園緑地課 45 1 4 5

会計管理室 会計課 62 11 1 12

教育委員会 教育総務課 108  

学校運営課 53  

学校施設課 22 2  2

教育指導課 39 3  3

教育センター 31 7 3 10

選挙管理委員会事務局 21 10  10

監査委員事務局 25  

区議会事務局 議会総務課 41  

合計 3,527 183 33 216

 

 

３ 主な非常時優先業務の着手時期 

限られた人員及び限られたリソースにおいて、区全体としてより優先順位の高い順に業務

を実施するため、非常時優先業務の着手時期を示す（表６参照）。 
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表６ 主な非常時優先業務の着手時期（「午後 2 時発災」を想定） 

着手時期 災害後新たに発生する業務 優先度の高い通常業務 

発
災
当
日 

発
災
直
後 

○ 来庁者への支援［保健福祉部］ 

○ 土木施設等の被害状況の調査及び報告に関

すること［土木部］ 

○ 道路、橋梁等の応急整備及び災害復旧に関

すること［土木部］ 

○ 災害時排出されるごみに関すること［清掃

環境部］ 

○ 民生委員・児童委員に対しての連絡・調整

を行う。［保健福祉部］ 

○ 帰宅困難者対策に関すること［総務部］ 

○ 人工呼吸器装着者、難病患者、人工透析患

者、精神障害者等の安否確認・支援に関す

ること［池袋保健所］ 

○ 本部の指令、要請及び通報に関すること［総

務部］ 

○ ホームページの管理及び運営に関すること

［政策経営部］ 

○ 区民（外国人を含む）の一般相談に関する

こと［政策経営部］ 

○ 報道機関との連絡調整に関すること［政策

経営部］ 

○ 基幹システムに係る機器の維持管理に関す

ること［政策経営部］ 

○ 治安対策の推進及び総合調整に関すること

（町会・商店会等との防犯対策の連携）［総

務部］ 

○ 治安についての情報収集・提供に関するこ

と（区内３警察署との連携）［総務部］ 

○ 電算処理システムの開発推進及び維持管理

に関すること［区民部］ 

○ 特別区民税及び都民税の特別徴収に係る滞

納の納税相談に関すること［区民部］ 

○ 障害者の援護に係る相談等に関すること

［保健福祉部］ 

○ 保健所施設維持管理に関すること［池袋保

健所］ 

○ 区営・区民・福祉住宅の維持管理に関する

こと［都市整備部］ 

○ 建築基準法に基づく建築物・工作物の許可

及び確認等に関すること［都市整備部］ 

○ 風水害の諸対策に関すること［土木部］ 

 

 

６
時
間
後
（
復
電
後
） 

○ 公園、児童遊園等の応急整備及び災害復旧

に関すること［土木部］ 

 

 

 

 

 

○ データの維持管理に関すること［政策経営

部］ 

○ 情報処理システムの改修及び運営に関する

こと（基幹システム）［政策経営部］ 

○ 庁内ＬＡＮネットワーク整備に関すること

［政策経営部］ 

○ 庁内基盤に係る機器の管理・運用に関する

こと［政策経営部］ 

 

１２
時
間
後 

  

発
災
２
日
目 

２４
時
間
後 
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第３章 非常時優先業務の実施に向けた課題と対策 

 

１ 非常時優先業務遂行上の課題と対策 

非常時優先業務を遂行する上での課題及びその対策を抽出した。これらの課題及び対策は、

下記の２項目に分けて整理した。 

(1)「対応体制」「人的資源」「執務環境」「情報通信」「その他」 

(2)「帰宅困難者対策」 

特に(2)「帰宅困難者対策」については、本区の基本計画において「災害に強いまちづくり

の推進」に位置付けており、区の基本政策として長期的に取り組むべき重要な対策である。

そのため、豊島区震災対策推進本部の策定する「総合的な震災対策の推進に向けた基本方針」

及び「豊島区帰宅困難者対策計画」に基づき、平成 23 年度より３カ年を通して帰宅困難者対

策を重点的に取り組むものとする。 

 

(1)「対応体制」「人的資源」「執務環境」「情報通信」「その他」 

表１に主な課題と対策を示す。 

表１ 非常時優先業務遂行上の課題と対策 

区分 項目 主な課題 主な対策 

対応体制 

大規模停電を想

定した災害対策

本部の組織・要

員 

①「初動態勢」「即応態勢」に

おける災害対策本部の体制

について、具体的な担当部

署、要員が未指定 

①大規模停電時の「初動態勢」

および「即応態勢」が機能す

るよう災害対策本部の担当

部署、要員を指定 

人的資源 

職員の確保 ①停電による情報システムの

停止作業に要する職員不足 

②復電後のシステム復旧作業

に要する職員不足 

①安全な情報システム停止に

向けた職員数不足の対応（応

援体制の構築、マニュアル等

を作成） 

②復電後のシステム復旧作業

に要する職員数不足の対応

（応援体制の構築等） 

執務環境 

執務環境の確保 ①非常時優先業務の実施に必

要な電力の不足 

①非常時優先業務の実施に必

要な非常用発電機の導入、燃

料の確保 

情報通信 

通信 ①防災行政無線の無感地域 

②防災行政無線の電源確保 

③通信機器の有効活用 

④災害情報システム未整備 

①防災行政無線の強化、補完手

段の検討 

②防災無線の電源確保状況の

確認 

③通信機器の特徴に応じた部

局への割り当ての検討 

④災害情報システムの導入 
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情報システム ①停電による全庁情報システ

ムの停止 

②システム運用に支障が生じ

た場合の対応 

①全庁情報システムのための

非常用発電機の導入 

②システム復元訓練の実施、ネ

ットワーク管理機器の拡充、

システム保守業者の緊急対

応マニュアル作成 

その他 
備蓄品の確保 ①職員用の備蓄品の不足 ①職員用の不足する備蓄品の

確保 

 

ア 対応体制 

【現状】 

○大規模停電を含む災害等により鉄道機関の長時間の運行停止により混乱が発生す

る恐れがある場合や駅周辺に多数の滞留者が集中し混乱が発生する恐れがあると

き、災害対策本部の本格設置（一部配備態勢以降）の予備態勢として「初動態勢」

や「即応態勢」をとり、「駅対策班」として、災害対策本部により駅周辺へ職員を

配置して対応にあたる。さらに、池袋駅周辺の区立施設を一時滞在施設として指定

する。 

表２ 災害対策本部の配備態勢 

種別 
災害対策本部 

初動態勢 即応態勢 一部配備態勢 補充配備態勢 全員配備態勢

発令の時期 (1）災害等によ

り鉄道機関の

長時間の運行

停止により混

乱が発生する

おそれがある

とき。 

(2)その他、状

況により、区長

が必要と認め

たとき。 

(1)災害等によ

り駅周辺に多

数の滞留者が

集中し混乱が

発生する恐れ

があるとき。 

(2)震度５弱の

地震が発生し

たとき 

(3)その他、状

況により、区長

が必要と認め

たとき。 

(1)大規模かつ

重大な災害が

発生したとき。

または恐れが

あるとき。 

(2)震度５強以

上の地震が発

生したとき。 

(3)その他、状

況により区長

が必要と認め

たとき。 

(1)被害が拡大

し、一部配備態

勢を強化する

必要があると

き。 

(2)その他、状

況により区長

が必要と認め

たとき。 

(1)甚大かつ広

範に被害が発

生し、本部が全

力を挙げてこ

れに対処する

とき。 

(2)震度６弱以

上の地震が発

生したとき。 

(3)その他、状

況により区長

が必要と認め

たとき。 

態勢の内容 駅周辺の混乱

が予測される

時に、駅周辺に

職員を派遣し、

鉄道事業者、各

事業所等との

連携・情報収集

及び応急対応

を実施できる

態勢。 

駅周辺の混乱

が発生する可

能性が高い場

合に、駅周辺及

び一時滞在施

設に職員を派

遣し、帰宅困難

者対策に即応

できる態勢。 

おもに風水害

あるいは、大規

模な災害、駅周

辺の混乱等が

発生した場合

に、情報の収

集・伝達、救助、

その他被害の

拡大防止が実

施できる態勢

とする。 

一部配備態勢

を強化し、情報

の収集・伝達、

被害の拡大防

止、社会的混乱

の防止並びに

被災者の救援

救護活動が実

施できる態勢

とする。 

大地震（震度６

弱以上）が発生

した場合等、本

部の全力をも

って対処する

場合の態勢と

する。 

出典：豊島区地域防災計画 
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イ 職員の確保 

【現状】 

○CVCF（無停電電源装置）稼働時間内に機器の電源を遮断するなど、安全なシステ

ム停止に向けた職員の確保ができていない。 

○復電後のシステム復旧作業に要する職員の確保ができていない。 

 

 

 

 

【対策】 

① 大規模停電時の「初動態勢」および「即応態勢」における担当部署等を予め指定す

る。 

○大規模停電時における「初動態勢」および「即応態勢」における担当部署、要員を

予め指定し、訓練などを通じて、災害時の対応力を確保する。 

【課題】 

① 大規模停電時の「初動態勢」および「即応態勢」における担当部署等が未指定 

○大規模地震については、豊島区地域防災計画において、全庁的な災害対応組織と担

当部署が指定されているが、大規模停電を想定し、特に「初動態勢」および「即応

態勢」における担当部署、要員が、現在指定されていない。 

【対策】 

① 安全な情報システム停止に向けた職員数不足への対応 

○CVCF（無停電電源装置）稼働時間内に機器の電源を確実に遮断するため、作業手順

などのマニュアルを事前に作成する。 

○応援体制の構築を検討する。 

② 復電後における職員数不足への対応 

○復電後のシステム復旧作業に要する職員不足を軽減するため、応援体制の構築を検

討する。 

【課題】 

① 停電による情報システムの停止作業に要する職員不足 

○突発的な大規模停電が起こった場合、急激かつ一斉にシステムが停止する。 

CVCF（無停電電源装置）稼働時間内に機器の電源を遮断するなど、迅速かつ安全に

システムを停止できるよう、職員を確保する必要がある。 

② 復電後のシステム復旧作業に要する職員不足 

○復電後はシステムの動作を確認し早期に業務が開始できるよう、システムの復旧作

業に要する職員を確保する必要がある。 
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ウ 執務環境の確保 

【現状】 

○非常用発電機の設置状況は、表３に示すとおりである。 

 

表３ 非常用発電機の設置状況 

防災課調べ 

 

 

 

【対策】 

① 非常時優先業務の実施に必要な非常用発電機の導入、燃料の確保 

○非常時優先業務を実施するための必要な電力を確保するために、非常用発電機の

導入を検討し、また停電時間の電気を確保するため燃料の確保対策を実施する必

要がある。 

【課題】 

① 非常時優先業務の実施に必要な電力の不足 

○本庁舎には非常用発電設備がなく、電源の確保ができていない。生活産業プラザ

では非常用発電設備及び燃料が約半日分確保されているが、電力供給対象が非常

用照明や防災無線用と限られている。そのため、災対本部及び指令情報室以外の

執務場所においては、停電期間中は電気の使用が制限される。 

○本庁以外では、一部施設で非常用発電機があるが、電力供給対象が非常用照明な

どに限られており、電気の使用は制限される。 

日付 量(ℓ)

池袋保健所
地下１階
発電機室

新潟原動機
NO A250(長時間型)

990 H17.9.20 990 41 160kw/h 24.1

区民センター
(都 無線設備専用)

屋上 195 H17.11.9 170

公会堂
分庁舎

B館屋上
ヤンマー

AUTOPACK AP60A
36以上 11.9 40.0Kw/h 3以上

勤労福祉会館 地下機械室 98 98 41 2.4

生活産業プラザ 屋上
新潟原動機

NO A440(普通型)
980 H17.9.20 700 76 300kw/h 12.9

南池袋小学校
地下1階
発電機室

900 H17.9.16 900 12 30kw/h 75

明豊中学校 地下3階 950 950 10.5 35kw/h 90

千登世橋中学校 グラウンド脇 990 990 12.7 38.5kw/h 77

電力
供給量

電源
供給時間
(最大燃料)

施設名 設置場所
形式

(防災課調)

最大
燃料容量

(ℓ)

燃料容量
燃料消費/時

(最大)
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エ 通信 

【現状】 

○災害対策本部機器類の状況は、表４に示すとおりである。 

○防災備蓄倉庫等、防災行政無線の整備が困難な拠点施設については、既に配備し

ている周辺施設の防災行政無線を活用する等、体制づくりや運用方法の見直しを

行う。 

 

表４ 災害対策本部機器類の状況 

項目 現状 現計画 

防災行政無線 

（移動系） 

○災害対策本部と警察・消防・

防災関係機関や出先施設を結

ぶ基幹となる無線 

○平成２３年３月にデジタル化へ

更新を図り、２８０局を配備して

いる。 

防災行政無線 

（同報系） 

○避難勧告や災害対策本部で得

た情報を区民に提供する無線

○機器類の老朽化が進んでいる。 

 新庁舎整備後に、更新に関する計

画策定が必要である。 

情報系システム ○災害情報システムは未整備で

ある。 

○新庁舎の整備に合わせて、総合的

な災害情報システムを導入する。

 

 

 

【対策】 

① 防災行政無線の強化、補完する通信手段の検討 

 ○防災行政無線の強化を図るとともに、無感地域などでの補完的な通信手段の確保 

について検討する。 

② 防災行政無線の電源確保状況を確認 

○自家発電からの電力供給の確保（本庁舎以外） 

○携帯型の防災無線機の常時充電 

③ 通信機器の有効な活用方法の検討 

○確保可能な固定電話や防災行政無線を、どの非常時優先業務やどの部課に対して割

り当てるかを検討する。 

【課題】 

① 防災行政無線を十分に活用できない場合がある 

○防災行政無線が通じにくい地域（無感地域）などがある。 

② 防災行政無線の電源確保 

○停電時でも防災無線が利用できるが、長期利用が可能となるよう、電源を確保して

おく必要がある。 

③ 通信機器の有効活用 
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オ 情報システム 

【現状】 

○本庁舎１・２階の窓口業務での電算作業のために、マシンルームや職場のＯＡ機

器の稼働に必要な電力については、下記のとおり計算されるが、これらの電力を

バックアップする非常用発電機は設置されていない。 

 

表５ 本庁舎１・２階の主な窓口所管課で電算作業に必要とする電力 

項目 
電力 

（kW） 

電力算出根拠 

（ kW に換算。小数点以下第２位切上げ） 

マシンルーム 185

ホストコンピューターの稼働やエアコン

運転など、マシンルームを機能させるため

の電力量 

ネットワークラック 8 2 kW ／ラック×4 ラック＝8kW 

戸籍サーバー 12.5 室温調整器、制御端末含む 

住基ネットサーバー 1.9 制御端末等、レーザープリンター含む 

ＯＡ 

機器 

１階 

（区民課・税務課） 
43.4

住民記録系パソコン端末 

20W／台×170 台＝3.4kW 

レーザープリンター      

1 kW／台×40 台＝40kW 

２階 

（国民健康保険課・ 

高齢者医療年金課） 

16.8

パソコン端末 

20W／台×88 台＝1.8kW 

レーザープリンター 

1 kW／台×15 台＝15kW 

合計 267.6

照明 

１階 37.6

（照明器具 120 ワット×319 台＋ 

 照明器具 63 ワット×55 台） 

×点灯率 90％【現状、点灯している率】 

２階 28.2

（照明器具 120 ワット×281 台＋ 

 照明器具 40 ワット×37 台） 

×点灯率 80％【現状、点灯している率】 

合計 65.8

 

 

 

【課題】 

① 非常用発電機による電力の供給がないため、停電により電算処理業務ができなくな

る。 

② 照明がなくなり、受付などの業務についてもできなくなる。 
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【対策】 

① 非常時優先業務を継続するための非常用発電機の導入 

○電算業務を伴う非常時優先業務を実施するために、平時に使用している全ての電力

に対して非常用発電機及び燃料を確保するとすると、ホストコンピューター等があ

るマシンルームの稼働だけでも 185 kW の電力が必要となり、その電力をまかなう

発電機については、6ｍ×4ｍ程度のサイズのものを要し、設置工事や保管場所等を

鑑みると調達は困難である。 

○マシンルームを稼働できなくても、データセンター運用により電算業務の一部につ

いて実施することができる。しかし、この場合でも、３階のネットワークラック稼

働用の電力や職場の事務用パソコン、複合機などのＯＡ機器用の電力が必要となる

が、この電力を供給できるよう非常用発電機を導入する。 

② システム運用に支障が生じた場合の手作業による対応 

○データセンター運用により、区民課における住民票や証明書の交付等、データ更新

を伴わない業務は、電算で処理することができるが、税務課での申告書や証明関係

の受付処理等、データセンターでの運用の対象外となる区民課以外の業務について

は手作業で処理する必要がある。 

○受付事務や安全を確保するための照明を確保するために、ランタン、懐中電灯等の

必要な資機材を、非常時優先業務に従事する職員数を考慮し調達する。 

○データセンターへの運転切り替えには、システムの切り替え作業が発生し、１時間

程度かかるが、この緊急切り替え作業についてマニュアル化しておく。 

○文書・手作業での事務処理を行うため、あらかじめ最低限の全庁的基準・様式など

を定めておく。 
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表６ データセンター利用により非常時優先業務を実施する場合の必要電力 

項目 
電力 

（kW）

電力算出根拠 

（ kW に換算。小数点以下第２位切上げ） 

ネットワークラック 4 2kW／ラック×２ラック＝4kW 

Ｏ

Ａ 

機

器 

１階 

（区民課・税務課） 

1.1
住民記録系パソコン端末 20W／台× 区民課 5 台

レーザープリンター1kW／台×1 台  

0.6

事務用パソコン端末 20W／台×2 台 

（非常時優先業務のある課に 1 台） 

複合機 250W／台×2 台 

（非常時優先業務のある課に 1 台） 

２階 

（国民健康保険課・ 

高齢者医療年金課） 

0.6

事務用パソコン端末 20W／台×2 台 

（非常時優先業務のある課に 1 台） 

複合機 250W／台×2 台 

（非常時優先業務のある課に 1 台） 

合計 6.3
既に予算計上されている発電機に追加して、発

電機を準備 

 

カ 食糧・飲料水の備蓄 

【現状】 

○区職員のための食糧・飲料水の備蓄は行われていない。 

 

 

【対策】 

① 職員用の備蓄品の確保 

○応急復旧で活動する職員のための食糧として、主食以外の食糧も備蓄しておく必要

がある。 

○必要備蓄量については、区施設ごとの指定職員数、応援物資の到着時間（想定）な

どを考慮して設定する。 

○各施設で飲料水・食料などを迅速に確保できるよう施設ごとに備蓄場所を確保す

る。 

○災害時における勤務を想定し、毛布など職員用の備蓄についても検討する。 

② 簡易トイレの備蓄 

○雨水貯留槽の貯留水を雑用水として利用した後は、水を確保することが困難となる

ことから、水を利用する必要のない簡易トイレの備蓄を進める必要がある。 

【課題】 

① 職員用の備蓄品の不足 

○職員用の備蓄は未実施である。 

② トイレの利用不可 

○上水道が停止し、本庁舎の雑用水備蓄を使用後は、トイレが利用できない。 
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(2)帰宅困難者対策 

表７に主な課題と対策を示す。 

※詳細は「豊島区帰宅困難者対策計画」参照 

     表７ 非常時優先業務遂行上の課題と対策（帰宅困難者対策） 

 主な課題 主な対策 

１ 帰宅の抑制 ① 一斉帰宅を抑制する 

② 初動態勢を強化する 

③ 駅周辺における対策拠点を整備する 

④ 帰宅困難者の一時滞在施設を確保する 

⑤ 物資の備蓄等を進める 

⑥ 情報連絡・情報提供を確保する 

⑦ 安全な帰宅を支援する 

⑧ 実践的な訓練を実施する 

２ 区の初動態勢の強化 

３ 一時滞在施設の確保と備蓄の拡充 

４ 災害時の情報伝達手段の確保 

５ 協議会との連携の強化 

 

【課題】 

① 帰宅の抑制 

○ 帰宅困難者対策では、外出者が大規模停電発生後すぐに駅周辺や幹線道路に集中

し、駅周辺での混乱や幹線道路の混雑を引き起こすことが最大の課題である。 

行政はもとより、企業や学校等が一体となって「災害発生後はむやみに行動を開始

しない」など、行動ルールの徹底を図るとともに、企業等における従業員向けの備蓄

の推進によって、すぐに帰宅しないで対応できる体制をつくることが必要である。 

② 区の初動態勢の強化 

○ 大規模停電の発生により、特に外出者は家族の状況が不明なことから、心理的な不

安が一段と増し、ターミナルへ殺到するなど、パニック発生の大きな要因となること

が想定される。 

こうした被害の拡大を未然に防ぐため、情報を迅速に把握し、外出者に適切な情報

を提供するなど、的確な滞留者・帰宅困難者対策を講じるための初動態勢を構築する

ことが必要である。 

③ 一時滞在施設の確保と備蓄の拡充 

○ 大規模停電発生後には、鉄道等の運休により、自宅が遠隔なため帰宅をあきらめ、

事業所内に泊まる人や、徒歩での帰宅を開始したものの、途中で帰宅が困難となり保

護が必要となる人の発生が想定される。 

区、事業者との協力により、屋内の一時滞在施設やトイレを確保するとともに、帰

宅困難者が必要とする物資の備蓄を充実させることが必要である。 

④ 災害時の情報伝達手段の確保 

○ 帰宅困難者対策を円滑に進めるための防災関係機関との情報伝達など、災害時の情

報連絡手段の確保が大きな課題である。 

⑤ 協議会との連携の強化 

○ 帰宅困難者対策については、平成 21 年から「池袋駅周辺混乱防止対策協議会」を
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【対策】 

① 一斉帰宅を抑制する 

○ 池袋駅周辺混乱防止対策協議会において実効ある対策を早急に協議、検討し、関係

団体への要請や区内企業への働きかけを活発化し、さらには防災訓練や広報・ホーム

ページなど多様な方法により区民へ周知を図る。 

② 区の初動態勢を強化する 

○ 災害対策本部の機動的対応 

大規模停電等により、鉄道の運行が停止し混乱が発生する恐れがあるときなどの

初動期に、災害対策本部での機動的な対応を図るため、災害対策本部態勢に、新た

に「初動態勢」及び「即応態勢」の２つの態勢区分を新設する。これにより、駅周

辺へ職員を派遣することなどにより適時適切な情報を集約し、災害対策本部の機動

的対応の強化を図る。 

新たに設置する「初動態勢」及び「即応態勢」は、Ｐ６６表２災害対策本部の配

備態勢のとおりである。 

○ 各事業者等の責務 

初動措置や地域の状況把握に努め、災害対策本部が派遣した駅対策班の情報収集

に最大限協力する。また、事前に指定した事業所等は、池袋駅の現地連絡調整所へ

従業員等を派遣し、連携・協力し対応する。 

③ 駅周辺における対策拠点を整備する 

○ 駅対策班による情報収集 

本部長（区長）は、職員を駅周辺に派遣し、迅速な情報収集を指示する。また、

混乱の発生する可能性が高い場合、「現地連絡調整所」及び「情報提供ステーショ

ン」の開設を指示する。 

○ 現地連絡調整所の開設 

現地連絡調整所は、災害情報収集及び整理、災害対策本部からの指示を各事業所

等に伝達する役割を担う。 

開設場所 ： 東日本旅客鉄道会社池袋駅敷地内 

運営体制 ：  区職員と事業所派遣要員が設置・運営 

○ 情報提供ステーションの開設 

情報提供ステーションは、駅周辺の滞留者へ必要な情報を提供する役割を担う。

開設場所 ： ＜東口＞タクシープール横の歩道上 

           ＜西口＞西口駅前広場 

中心に、参加事業者の活動を区が支援するという枠組みで訓練等を行ってきた。しか

し、東日本大震災では、参加事業者等が自らの対応に忙殺され、各事業者が連携して

対応することができなかった。また、このような状況から、震災後、参加事業者から

は、区が帰宅困難者対策のリーダーシップを執るべきとの強い声が上がった。そのた

め、今後は、区が主導的な役割を果たしつつ、参加事業者等との協力、連携を一層強

めて推進することが課題である。 
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運営体制 ：  区職員と駅周辺の商店会が設置・運営 

設置基準 ：  大規模停電等により交通機関が停止し、駅周辺の混乱が相当程度

予測される場合 

④ 帰宅困難者の一時滞在施設を確保する 

○ 一時滞在施設の指定 

都と連携し、当面、都立施設等を含めた公共施設において、27,000 人の一時滞

在施設を確保することを目標とする。同時に、民間で確保する一時滞在施設につい

て区と事業者との協定の締結などにより施設確保への協力要請を行う。 

○ 公的空間の活用検討 

公立施設、民間施設において、一時待機場所の確保を進めてもなお施設、スペー

スが不足する状況も想定される。そのため、公園、駅地下スペースなどを暫定活用

し、混乱を最小限に止める検討を早急に開始する。 

○ 一時滞在施設における情報提供 

各施設において、館内放送、テレビ、ラジオ、掲示等により、鉄道運行状況等な

ど必要な情報提供を行う。情報提供は、災害対策本部から発信するなど正確な情報

提供が行えるよう、そのシステムの整備に取り組む。 

内閣府の調査でも明らかになったとおり、スマートフォン、携帯電話が普及し、

重要な情報源となっていることから、充電器等の配備も検討する。 

⑤ 物資の備蓄等を進める 

○ 物資備蓄の目標 

現在、帰宅困難者向けの備蓄として、飲料水、ポケットトイレ、防寒対策、携帯電

話の充電器など緊急性の高い物資を重点的に、当面の帰宅困難者対策の目標とする

53000 人の１日分の備蓄を３か年で整備する。 

○ 東京都との連携による備蓄等の推進 

東京都では、一時滞在施設の指定にあわせた備蓄の強化が検討されており、このよ

うな動きを踏まえて、東京都との役割分担と連携により、２日目以降の備蓄の強化を

検討する。 

○ 企業との連携による備蓄等の充実 

区内事業所の従業員等の物資については、各事業所等で備蓄するよう、池袋駅周辺

混乱防止対策協議会でルールとして定められている。東京都における条例化などの動

向を踏まえ、改めてこのルールの徹底を図る。 

また、区等で備蓄した物資を、鉄道事業者や大型店などの協力を得て備蓄スペース

を確保するなど、分散して備蓄できる体制を整備する。 

また、トイレについても、区で備蓄している非常用トイレの活用や、一時滞在施設

において使用するトイレを事前に調査、検討するなど、対策を進める。 

⑥ 情報連絡・情報提供を確保する 

○ 情報連絡網の再構築 

従来からの固定電話、携帯電話の充実に加え、インターネットを介した通信手段を

新たに導入する。また、協議会メンバーで重要な役割が期待される事業者には防災行
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政無線を新規に配備する。 

帰宅困難者対策の要員となる職員への情報連絡について、現在は、主に職員個人

が所有する携帯電話を緊急連絡網に登録させる方法を採っているが、現地連絡調整

所や情報提供ステーションへ配備される責任者等の装備品として、多様な情報連絡

手段、情報収集能力、情報処理能力を備えた携帯電話（スマートフォン）を導入す

る。 

○ 情報提供体制の整備 

駅周辺への防災行政無線拡声器の新規配置に加え、情報提供ステーションにおけ

る各種情報機器を活用した情報提供、帰宅支援マップの配付、ＰＨＳ電話などによ

る安否確認手段の提供を行う。 

駅構内へのデジタルサイネージ（※）の配置による情報提供、エリアメール、エ

リアワンセグによる情報提供についても導入を検討する。 

区のホームページについては災害時専用ページを設定し、携帯電話からもアクセ

スし、情報が入手できるようにする。 

なお、これらの取り組みを行う際には、高齢者、障害者、外国人などに対して情

報の収集、提供等がきめ細かく行えるよう配慮する。 

※ デジタルサイネージ…屋外や店頭などに設置された液晶ディスプレイなどの映像表示装

置。近くにいる人や通りすがりの人に案内情報や広告などを表示する装置で、看板やポスタ

ーなどを電子化したもの 

⑦ 安全な帰宅を支援する 

○ 主要道路等の被害情報の確認と周知 

東京都など関係機関との連携を強め、近隣区、主要幹線道路の沿道における情報

を収集し、駅周辺の帰宅困難者へ正確に提供できるよう、また、安易な徒歩帰宅を

行わず、周辺状況を確認してから帰宅行動がとれるように情報提供システム等を整

備する。 

○ 徒歩帰宅のための支援 

安全が確認でき、区内から徒歩で帰宅する帰宅困難者に対し、「帰宅困難者支援マ

ップ」を作成・提供する。 

また、コンビニエンスストアなど「災害時帰宅支援ステーション」について、帰

宅困難者支援マップ、区災害時ホームページを活用し、徒歩帰宅者へ情報提供を行

う。 

⑧ 実践的な訓練を実施する 

○ 計画的な訓練の実施 

協議会メンバーを中心とした事業所や関係機関等と連携し、実践的な訓練を定期

的に実施する。 

また、東京都や埼玉県及び他の自治体と連携した、広域的な訓練の実施を図る。 

○ 帰宅困難者対策マニュアルの作成・充実 

混乱防止活動を円滑に行うためのマニュアルを作成し、計画的な訓練の成果を反

映し、内容を充実させる。 

また、各事業者等における災害対策マニュアルとの連携等についても働きかける。
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２ 部局毎の非常時優先業務の主な課題と対策 

非常時優先業務について、部局毎の主な課題と対策は、表８に示すとおりである。詳細は、

別資料としてとりまとめる。 

対策の実施により、非常時優先業務を確実に遂行できる体制を構築する。 
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食
糧

確
保

の
あ

り
方

が
未

決
定

で
あ

る
。

職
員

用
と

し
て

別
途

確
保

す
べ

き
か

否
か

。
別

途
確

保
と

す
る

場
合

は
、

確
保

（
備

蓄
）
す

べ

き
食

糧
の

量
（
何

日
分

か
）
、

備
蓄

場
所

、
配

布
方

法
を

決
定

す
る

必

要
が

あ
る

。
 

 ※
２

．
業

務
プ

ロ
セ

ス
で

は
庁

舎
周

辺
に

３
日

分
程

度
を

別
途

備
蓄

し
て

い
る

こ
と

を
想

定
。

 

最
適

な
確

保
（

備
蓄

）
方

法
の

決
定

 

防
災

課
、

財
政

課
 

 
→

 
 

 

 
 

施
設

管
理

部
 

区
有

施
設

の
緊

急
点

検
に

関
す

る
こ

と
 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
電

話
、

庁
内

ラ
ン

端
末

機
（
メ

ー
ル

機
能

）
、

フ
ァ

ッ
ク

ス
等

の
通

信
機

器

が
停

電
時

で
も

使
用

で
き

る
よ

う
な

環
境

 

停
電

時
で

も
使

用
で

き
る

よ

う
な

機
器

を
特

定
し

て
お

く
。

総
務

課
（

庁
舎

管

理
）

、
情

報
管

理
課

 
→

 
 

 

全
庁

的
な

調
整

 

④
ル

ー
ル

・
制

度
・
体

制
 

・
指

揮
命

令
系

統
の

確
立

 
施

設
課

内
の

定
期

検
査

グ
ル

ー
プ

と
施

設
情

報
グ

ル
ー

プ

を
一

時
的

に
統

合
し

、
定

期
検

査
グ

ル
ー

プ
リ

ー
ダ

に
指

揮

権
を

付
与

し
、
命

令
系

統
を

確

立
す

る
。

 

 
 

 
→

 
 

 

施
設

課
内

で
の

調
整

 

⑤
そ

の
他

 
・
非

常
時

の
緊

急
点

検
体

制
 

平
常

時
の

安
全

点
検

に
緊

急

時
の

点
検

を
盛

り
込

む
。

 

区
有

施
設

所
管

課
及

び
安

全
点

検
員

 
→

 
 

 
 

全
庁

的
な

調
整
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表
８

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
3
/
9
）

 

部
（

局
）

名
 

分
掌

事
務

 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

調
整
・
連

携
の

必
要

性
 

2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

区
民

部
 

1
.戸

籍
関

係
諸

届
出

の
受

理
審

査
に

関
す

る
こ

と
 

①
人

的
資

源
 

・
電

算
シ

ス
テ

ム
に

関
し

て
、

知
識

の

あ
る

職
員

の
確

保
 

電
算

シ
ス

テ
ム

に
関

す
る

研

修
の

実
施

等
に

よ
る

人
材

育

成
 

人
材

育
成

課
・

情
報

管
理

課
 

 
→

→
→

→

 
 

大
規

模
停

電
時

の
マ

ニ
ュ

ア

ル
の

作
成

 

 
 

→
 

 
 

 

 
 

②
執

務
場

所
・

環
境

・
イ

ン
フ

ラ

・
停

電
時

の
シ

ス
テ

ム
稼

動
の

た
め

の
電

気
の

確
保

 

非
常

用
電

源
の

確
保

 
総

務
課

・
防

災
課

・

施
設

課
 

 
 

 
 

 

・
実

施
時

期
・

範
囲

・

財
源

等
 

・
総

務
課

・
防

災
課

・

施
設

課
の

他
、

企
画

課
・

財
政

課
等

 

7
.戸

籍
の

シ
ス

テ
ム

に
関

す
る

こ
と

 

①
人

的
資

源
 

・
電

算
シ

ス
テ

ム
に

関
し

て
、

知
識

の

あ
る

職
員

の
確

保
 

電
算

シ
ス

テ
ム

に
関

す
る

研

修
の

実
施

等
に

よ
る

人
材

育

成
 

人
材

育
成

課
・

情
報

管
理

課
 

 
→

→
→

→

 
 

大
規

模
停

電
時

の
マ

ニ
ュ

ア

ル
の

作
成

 

 
 

→
 

 
 

 

 
 

②
執

務
場

所
・

環
境

・
イ

ン
フ

ラ

・
停

電
時

の
シ

ス
テ

ム
稼

動
の

た
め

の
電

気
の

確
保

 

非
常

用
電

源
の

確
保

 
総

務
課

・
防

災
課

・

施
設

課
 

 
 

 
 

 

・
実

施
時

期
・

範
囲

・

財
源

等
 

・
総

務
課

・
防

災
課

・

施
設

課
の

他
、

企
画

課
・

財
政

課
等
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表
８

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
4
/
9
）

 

部
（

局
）

名
 

分
掌

事
務

 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

調
整
・
連

携
の

必
要

性
 

2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

文
化

商
工

部
 

1
.生

活
産

業
プ

ラ
ザ

に
関

す
る

こ
と

 

①
人

的
資

源
 

・
大

規
模

停
電

発
生

を
プ

ラ
ザ

利
用

者
及

び
入

居
団

体
へ

知
ら

せ
、

被

害
状

況
、

安
全

確
認

を
行

う
こ

と
。

 

館
内

非
常

放
送

を
使

っ
て

知

ら
せ

る
と

と
も

に
、
委

託
業

者

及
び

職
員

に
よ

り
各

階
に

回

り
口

頭
で

も
伝

え
る

。
 

入
居

団
体

（
産

業
協

会
、
区

商
連

、
勤

サ
、

喫
茶

ふ
れ

あ
い

）
 

→
→

 
 

 

 
 

②
執

務
場

所
・

環
境

・
イ

ン
フ

ラ

・
大

規
模

停
電

復
旧

後
、

施
設

設

備
の

安
全

確
認

 

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

な
ど

の
設

備

保
守

業
者

に
安

全
確

認
さ

せ

る
。

 

保
守

業
者

 

→
→

 
 

 

 
 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
電

話
の

復
旧

 
Ｎ

Ｔ
Ｔ

回
線

の
復

旧
を

待
つ

。
Ｎ

Ｔ
Ｔ

 

→
→

 
 

 

 
 

清
掃

環
境

部
 

2
.災

害
時

排
出

さ
れ

る
ご

み
に

関
す

る
こ

と
 

②
執

務
場

所
・

環
境

・
イ

ン
フ

ラ

・
清

掃
工

場
、

不
燃

中
継

所
は

稼

働
し

て
い

る
か

。
収

集
車

が
業

務
を

続
け

る
の

に
あ

た
っ

て
道

路
は

混
乱

し
て

い
な

い
か

。
（
信

号
は

動
く

の

か
、

安
全

か
。

）
 

豊
島

清
掃

工
場

等
と

の
非

常

時
の

連
絡

方
法

を
検

討
。

 

清
掃

事
務

所
 

 
→

 
 

 

 
 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
停

電
に

よ
り

通
信

手
段

が
途

絶
え

た
場

合
の

情
報

収
集

方
法

。
 

清
掃

事
務

所
等

と
の

非
常

時

の
連

絡
方

法
を

検
討

。
 

清
掃

事
務

所
 

 
→

 
 

 
 

 

4
.リ

サ
イ

ク
ル

及
び

清

掃
の

調
査

、
研

究
等

に
関

す
る

こ
と

 

②
執

務
場

所
・

環
境

・
イ

ン
フ

ラ

・
清

掃
工

場
や

不
燃

中
継

所
の

稼

働
状

況
 

非
常

時
の

連
絡

方
法

の
検

討
 

清
掃

事
務

所
 

 
→

 
 

 
 

 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
停

電
に

よ
り

通
信

手
段

が
途

絶
え

た
場

合
の

情
報

収
集

方
法

。
 

非
常

時
の

連
絡

方
法

の
検

討
 

清
掃

事
務

所
 

 
→
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表
８

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
5
/
9
）

 

部
（

局
）

名
 

分
掌

事
務

 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

調
整
・
連

携
の

必
要

性
 

2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

保
健

福
祉

部
 

1
.民

生
委

員
及

び
児

童
委

員
に

関
す

る
こ

と
 

①
人

的
資

源
 

・
速

や
か

に
必

要
な

人
員

・
態

勢
を

確
保

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

職
員

参
集

を
確

保
す

る
。

 
 

 

→
→

 
 

 

 
 

②
執

務
場

所
・

環
境

・
イ

ン
フ

ラ

・
施

設
の

安
全

対
策

が
不

十
分

で

あ
る

。
 

施
設

の
耐

震
化

及
び

ロ
ッ

カ

ー
等

の
転

倒
防

止
対

策
を

早

期
に

実
施

す
る

。
 

 
 

→
→

 
 

 

 
 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
迅

速
な

対
応

を
図

る
た

め
、

多
様

な
通

信
手

段
を

確
保

す
る

必
要

が

あ
る

。
 

携
帯

電
話

や
防

災
行

政
無

線

機
な

ど
の

配
備

に
よ

る
複

数

の
通

信
手

段
を

確
保

す
る

。
 

防
災

課
 

→
→

 
 

 

 
 

来
庁

者
へ

の
支

援
 

④
ル

ー
ル

・
制

度
・
体

制
 

・
具

体
的

で
現

実
的

な
職

員
体

制
、

指
揮

命
令

系
統

を
ど

う
と

る
か

 

具
体

的
な

体
制

の
検

討
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

池
袋

保
健

所
 

2
.医

師
会

等
関

係
団

体
に

関
す

る
こ

と
 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
通

信
手

段
の

確
保

 
通

信
手

段
の

検
討

 
危

機
管

理
担

当
課

 

 
→

 
 

 

通
信

機
器

の
整

備
、
共

有
化

 

人
工

呼
吸

器
装

着

者
、

難
病

患
者

、
人

工
透

析
患

者
、

精
神

障
害

者
等

の
安

否
確

認
・
支

援
に

関
す

る
こ

と
 

①
人

的
資

源
 

・
難

病
在

宅
療

養
患

者
等

の
対

応

に
は

、
医

療
専

門
職

の
判

断
が

必

要
で

あ
る

。
 

・
災

害
時

に
は

他
の

応
旧

業
務

に

従
事

し
て

い
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

医
療

職
が

担
当

で
き

る
場

合

の
従

事
職

員
優

先
順

位
の

検

討
。

 

長
崎

健
康

相
談

所
 

→
→

→
→

 

 
 

多
職

種
の

支
援

時
の

技
術

支

援
を

検
討

。
 

長
崎

健
康

相
談

所
 

→
→

→
→

 

 
 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
要

支
援

者
、

医
療

機
関

、
関

係
機

関
等

と
の

通
信

手
段

 

電
話

、
F
A
X
、

P
C
メ

ー
ル

使
用

不
可

時
の

通
信

手
段

を
確

認

す
る

。
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表
８

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
6
/
9
）

 

部
（

局
）

名
 

分
掌

事
務

 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

調
整
・
連

携
の

必
要

性
 

2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

子
ど

も
家

庭
部

 
2
.子

ど
も

ス
キ

ッ
プ

、

児
童

館
及

び
学

童
ク

ラ
ブ

等
の

維
持

に
関

す
る

こ
と

 

①
人

的
資

源
 

・
学

童
ク

ラ
ブ

担
当

職
員

の
確

保
 

担
当

職
員

が
い

な
い

場
合

は
、

他
の

職
員

が
補

助
に

は
い

る
 

 
 

→
→

→
→

→

小
学

校
と

の
連

携
 

②
執

務
場

所
・

環
境

・
イ

ン
フ

ラ

・
電

気
・
水

道
の

確
保

 
ラ

ン
タ

ン
を

利
用

し
室

内
の

照
度

を
確

保
す

る
 

 
 

→
→

→
→

→
 

 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
電

話
・
携

帯
電

話
・
パ

ソ
コ

ン
・

F
A

X
 

保
護

者
と

の
連

絡
方

法
の

確

立
 

 
 

→
→

→
→

→
 

 

3
.子

ど
も

ス
キ

ッ
プ

、

児
童

館
及

び
学

童
ク

ラ
ブ

の
管

理
に

関
す

る
こ

と
 

①
人

的
資

源
 

・
学

童
ク

ラ
ブ

担
当

職
員

の
確

保
 

担
当

職
員

が
い

な
い

場
合

は
、

係
内

で
現

場
支

援
を

行
う

 

 
 

→
→

→
→

→

学
校

と
の

連
携

 

②
執

務
場

所
・

環
境

・
イ

ン
フ

ラ

・
電

気
・
水

道
の

確
保

 
ラ

ン
タ

ン
を

利
用

し
、
室

内
の

照
度

を
確

保
す

る
 

 
 

→
→

→
→

→
 

 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
電

話
・
携

帯
電

話
・
パ

ソ
コ

ン
・

F
A

X
 

保
護

者
と

の
連

絡
方

法
の

確

立
 

 
 

→
→

→
→

→
 

 

都
市

整
備

部
 

2
.課

の
庶

務
に

関
す

る
こ

と
 

④
ル

ー
ル

・
制

度
・
体

制
 

・
発

災
の

時
間

帯
に

よ
っ

て
は

、
す

ぐ
に

現
場

確
認

が
で

き
な

い
。

 

鉄
道

事
業

者
と

協
力

体
制

を

確
立

す
る

。
 

 
 

 
 

 
 

 
Ｊ

Ｒ
東

日
本

・
西

武
鉄

道
と

の
調

整
が

必
要

。
 

土
木

部
 

3
.風

水
害

の
諸

対
策

に
関

す
る

こ
と

 

①
人

的
資

源
 

・
大

規
模

停
電

対
応

の
た

め
に

職

員
の

確
保

が
難

し
い

。
 

区
全

体
で

の
調

整
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
電

話
等

、
通

信
機

器
の

利
用

状
況

防
災

無
線

の
常

備
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表
８

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
7
/
9
）

 

部
（

局
）

名
 

分
掌

事
務

 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

調
整
・
連

携
の

必
要

性
 

2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

会
計

管
理

室
 

1
.支

出
命

令
及

び
収

入
通

知
の

執
行

に
関

す
る

こ
と

 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
停

電
時

、
み

ず
ほ

銀
行

派
出

で
使

用
し

て
い

る
「
公

金
パ

ソ
コ

ン
」
が

使

用
不

可
に

な
っ

た
場

合
の

対
応

。
 

区
と

し
て

非
常

電
源

を
確

保

す
る

。
 

施
設

課
 

総
務

課
 

防
災

課
 

情
報

管
理

課
 

→
→

→
→

 

 
 

④
ル

ー
ル

・
制

度
・
体

制
 

・
停

電
時

、
み

ず
ほ

銀
行

派
出

で
使

用
し

て
い

る
「
公

金
パ

ソ
コ

ン
」
が

使

用
不

可
に

な
っ

た
場

合
の

対
応

。
 

・
F

D
口

座
振

替
（
フ

ロ
ッ

ピ
ー

デ
ィ

ス

ク
に

、
支

払
口

座
情

報
等

の
デ

ー
タ

を
入

力
）
に

よ
る

支
払

い
処

理
を

す

る
た

め
の

F
D

作
成

が
で

き
な

い
。

 

１
．
電

源
復

旧
後

、
完

了
し

て

い
な

い
デ

ー
タ

等
の

処
理

を

行
う

。
 

●
み

ず
ほ

銀
行

派
出

●
み

ず
ほ

銀
行

公
務

事
務

セ
ン

タ
ー

 
 

 
 

 
 

●
み

ず
ほ

銀
行

派
出

の
事

務
体

制
。

 

●
み

ず
ほ

銀
行

公
務

事
務

セ
ン

タ
ー

の
事

務
体

制
。

 

（
ど

ち
ら

も
勤

務
時

間
の

関
係

）
 

２
．
電

源
復

旧
後

、
区

が
作

成

し
た

F
D
を

受
領

し
、

支
払

い

等
の

処
理

を
行

う
。

 

●
み

ず
ほ

銀
行

派
出

●
み

ず
ほ

銀
行

公
務

事
務

セ
ン

タ
ー
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表
８

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
8
/
9
）

 

部
（

局
）

名
 

分
掌

事
務

 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

調
整
・
連

携
の

必
要

性
 

2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

教
育

委
員

会
事

務
局

教
育

総
務

部
 

1
.小

･中
学

校
施

設
、

幼
稚

園
施

設
、

竹
岡

健
康

学
園

施
設

(以

下
「
学

校
施

設
等

」
と

い
う

。
)の

維
持

管
理

及
び

そ
の

他
環

境
整

備
に

関
す

る
こ

と
 

②
執

務
場

所
・

環
境

・
イ

ン
フ

ラ

・
停

電
時

に
使

用
で

き
な

い
。

 
学

校
内

に
充

分
な

自
家

発
電

装
置

を
持

つ
。

 

 
 

 
 

→
→

→
財

政
課
：
十

分
な

自
家

発
電

装
置

を
設

置
す

る
た

め
施

設
改

修
す

る
財

源
を

確
保

 
③

通
信

・
情

報

関
連

資
源

 

・
通

信
で

き
な

い
た

め
委

託
業

者
に

連
絡

不
能

 

学
校

内
に

充
分

な
自

家
発

電

装
置

を
持

つ
。

 

 
 

 
 

→
→

→

1
.区

立
学

校
教

育
活

動
の

指
導

に
関

す
る

こ
と

 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
保

護
者

へ
の

周
知

方
法

 
携

帯
電

話
の

活
用

検
討
（

メ
ー

ル
や

Ｈ
Ｐ

）
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

④
ル

ー
ル

・
制

度
・
体

制
 

・
停

電
対

応
に

関
す

る
各

学
校

で
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

整
備

す
る

 

停
電

時
の

学
校

災
害

対
策

の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

を
策

定
す

る
 

教
育

総
務

部
各

課
 

 
 

 
 

 
 

 

1
.施

設
利

用
者

等
の

避
難

誘
導

に
関

す
る

こ
と

 

①
人

的
資

源
 

・
非

常
勤

職
員

中
心

の
運

営
業

務

で
あ

り
、

 

・
正

規
職

員
数

が
少

な
い

。
 

災
害

時
に

適
切

に
行

動
で

き

る
た

め
の

訓
練

の
徹

底
。

 

防
災

課
 

 
→

→
→

→

区
行

政
に

従
事

す
る

非
常

勤
職

員
が

増
え

て
い

る
状

況
を

考
慮

し
、

全
庁

的
な

調
整

･

連
携

を
図

る
必

要
が

あ
る

。
 

区
職

員
と

し
て

の
自

覚
を

醸

成
す

る
た

め
の

研
修

の
実

施
。

研
修

課
 

 
→

→
→

→
 

 

④
ル

ー
ル

・
制

度
・
体

制
 

・
災

害
時

の
役

割
分

担
が

確
立

さ
れ

て
い

な
い

。
 

災
害

時
お

け
る

各
職

員
の

役

割
･
体

制
の

明
確

化
。

 

防
災

課
 

 
→

→
→

→
全

庁
的

な
指

針
が

必

要
 

訓
練

の
実

施
。

 
防

災
課

 
 

→
→

→
→

 
 

⑤
そ

の
他

 
・
宿

泊
設

備
の

準
備

 

食
料

品
、

水
の

備
蓄

 

宿
泊

設
備

に
必

要
物

資
か

ら

可
能

範
囲

を
決

定
。

 

防
災

課
 

 
 

 
 

 
区

の
備

蓄
量

の
調

整
･

が
必

要
 

予
算

の
確

保
 

財
務

課
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表
８

 
部

局
毎

の
非

常
時

優
先

業
務

の
主

な
課

題
と

対
策

（
9
/
9
）

 

部
（

局
）

名
 

分
掌

事
務

 

（
中

分
類

）
 

課
題

区
分

 
課

題
 

対
策

 
関

連
部

門
 

対
策

実
施

時
期

 

調
整
・
連

携
の

必
要

性
 

2
3

年 度

2
4

年 度

2
5

年 度

2
6

年 度

2
7

年 度

選
挙

管
理

委
員

会
事

務
局

 

2
.選

挙
に

関
す

る
こ

と
 

③
通

信
・
情

報

関
連

資
源

 

・
停

電
中

は
住

基
シ

ス
テ

ム
が

停
止

し
て

い
る

た
め

、
そ

の
間

に
受

け
付

け
ら

れ
た

異
動

デ
ー

タ
は

シ
ス

テ
ム

に
反

映
さ

れ
な

い
と

考
え

ら
れ

る
た

め
、

シ
ス

テ
ム

に
反

映
さ

れ
る

ま
で

選
管

で
は

処
理

の
し

よ
う

が
な

い
。

 

区
民

課
に

異
動

届
出

書
の

写

し
を

も
ら

い
、
手

作
業

で
選

挙

人
名

簿
へ

反
映

さ
せ

る
。

 

区
民

課
、

情
報

管
理

課
 

 
→

→
 

→

 
 

④
ル

ー
ル

・
制

度
・
体

制
 

・
停

電
時

の
投

票
所

に
お

け
る

対
応

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

整
備

す
る

。
 

投
票

事
務

提
要

に
て

、
Ｐ

Ｃ
ダ

ウ
ン

時
の

対
応

方
法

は
記

載

が
あ

る
た

め
、
そ

れ
を

応
用

す

る
。

 

 
 

→
→

→
 

 

 
 

説
明

会
時

に
き

ち
ん

と
説

明

す
る

。
 

 
 

 
 

→
 

 

 
 

⑤
そ

の
他

 
・
停

電
時

に
お

け
る

非
常

用
照

明
器

具
の

補
充

 

ラ
ン

タ
ン
・
懐

中
電

灯
等

、
電

池
式

の
照

明
器

具
を

補
充

す

る
。

 

 
 

 
 

→
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第４章 今後の取組み 

今後の主な取組みとしては、区の外部関係機関との連携強化や区内部における本計画の継

続的改善の推進等が必要である。 

 

１ 東京都との連携 

(1) 帰宅困難者対策 

 ア 一時滞在施設の確保 

区では、帰宅困難者対策として一時滞在施設を確保するが、膨大な規模が想定される

一時滞在施設を区だけで確保することは極めて困難である。 

東京都では、新たに帰宅困難者のための避難場所となる都立施設を指定することを検

討しており、都と連携を図りながら一時滞在施設を確保する。 

 イ 備蓄等の推進 

区は、帰宅困難者向けの備蓄として、緊急性の高い物資を重点的に当面の帰宅困難者

対策の目標とする 53,000 人の 1 日分の備蓄を３か年で整備していく。 

東京都では、一時滞在施設の指定にあわせた備蓄の強化が検討されており、このよう

な動きを踏まえて、東京都との役割分担と連携により、２日目以降の備蓄の強化を検討

する。 

 

２ 事業者・他自治体等との連携強化 

(1) 大学や事業者との連携強化 

大規模停電等の大災害に備えるためには、行政、住民を主体としたこれまでの対策に加

えて、大学や事業者とのさらなる連携強化が不可欠となる。 

特に、帰宅困難者対策では、大学や事業所が「従業員・学生を待機させて」一斉徒歩帰

宅の抑制を図ること、各施設で可能な範囲で帰宅困難者を一時滞在させることなどが重要

である。 

また、平日の昼間に発災した場合には、働き盛りの世代が出勤しており区内が手薄にな

っていることも想定されるため、事業所従業員等の役割も期待される。 

このような観点から、帰宅困難者対策に構成している「池袋駅周辺混乱防止対策協議会」

の組織力、活動力を充実、強化するなどして大学・事業者等との連携を更に高めることと

す る。 

 

(2) 他自治体との連携・協力体制の強化 

東日本大震災により発生した帰宅困難者問題によって、災害対策におけるこれまでの広

域的な連携を超えた課題が提起された。 

すなわち、主要ターミナルを抱える自治体との知識や経験の共有、徒歩帰宅問題に対処

するための隣接自治体との密接な連携体制の構築などである。 

そのため、連携強化の仕組みづくりを働きかけるとともに、合同訓練の実施、情報通信

機器の共通化などを行い、広域的な連携・協力体制の強化に向けた取り組みを進めていく。 
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３ 委託業者や指定管理者への要請 

区は、業務の一部を外部の業者や指定管理者に委託している。しかし、契約の中で災害時

の業務遂行について明確な取り決めをしていないものもある。特に人命に関わる応急復旧業

務（救急救護活動、避難所運営など）や通常業務（介護、福祉など）については、災害時に

も速やかに業務継続を図る必要がある。また、委託事業者の協力が不可欠な非常時優先業務

については、災害時における連絡体制や協力体制を確保しておく必要がある。 

大規模停電が発生した場合、委託業者や指定管理者も被災することが想定されることから、

委託業務の継続が困難となる。 

そこで、委託業者や指定管理者に対して、委託事業等の内容に応じて、契約書等により本

計画で定める非常時優先業務の実施内容と整合を図るように依頼する。 

また、委託業者や指定管理者が、独自の事業継続計画の取組みを進めるように働きかける。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 新型インフルエンザ編 
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Ⅳ 新型インフルエンザ編 

 

第１章 対象とする事象と被害想定 

 

１ 想定する新型インフルエンザ 

毎年流行を繰り返しているウイルスとは表面の抗原性が全く異なる新型のウイルスが出現

することにより、およそ 10 年から 40 年の周期で新型インフルエンザが発生している。 

ほとんどの人が新型のウイルスに対する免疫を持っていないため、ひとたび発生すると世

界的な大流行（パンデミック）を引き起こし、大きな健康被害とこれに伴う社会的影響が懸

念されている。 

(1)過去の新型インフルエンザの流行 

新型インフルエンザの大流行は、20 世紀において３回発生した。このうち、大正７年

（1918 年）の「スペインかぜ」の大流行が最大で、世界中で約４千万人、我が国で約 39

万人が死亡したと推定されている。昭和 32 年（1957 年）には「アジアかぜ」、昭和 43 年

（1968 年）には「香港かぜ」がそれぞれ大流行し、医療提供機能の低下を始めとした社会

機能や経済活動の様々な混乱が記録されている。 

また、平成 21 年（2009 年）には、豚インフルエンザウイルスに起因する新型インフル

エンザ（Ｈ１Ｎ１）２００９が世界的に流行した。病原性は高くなかったものの、ＷＨＯ

によると平成 22 年（2010 年）８月１日現在、日本を含む 214 以上の国や地域で感染が確

認され、死亡者は少なくとも 18,449 人に及んでいる。我が国においても、感染者が約 2

千万人、死亡者が少なくとも 198 人に上るなど、人の生命や社会活動等に大きな影響を与

えた。 

 

(2) 高病原性鳥インフルエンザ 

近年、高病原性鳥インフルエンザ（Ａ／Ｈ５Ｎ１）への感染が、東南アジアを中心に世

界各国で確認され、ＷＨＯの報告によると平成 23 年（2011 年）４月１日現在、感染者は

15 か国で 539 人、死亡者は 318 人となっている。 

今後、本ウイルスがヒトからヒトへ感染しやすくなる突然変異をおこし、感染の拡大が

懸念されている。 

 

(3) 本計画で想定する新型インフルエンザ 

新型インフルエンザは、ウイルスの病原性の高さや感染力によって被害や社会的影響 

の大きさが異なるが、本計画では、都及び区の行動計画における想定にあわせ、病原性が

高く感染力も強い新型インフルエンザの流行を想定する。 

 

２ 新型インフルエンザと地震との違い 

新型インフルエンザによる被害と地震による被害の違いは、地震の主な被害の対象が建

物・設備・インフラ等の「モノ」で、「モノ」が被害を受けた結果「ヒト」に被害を及ぼすの
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に対し、新型インフルエンザは「ヒト」が直接被害を受け、その結果としてインフラ等に被

害が生じることである。 

一般的に地震の被害は震源域周辺に限られるのに対して、新型インフルエンザの被害は時

間的な差はあるものの全世界に及ぶ恐れがある。また、被害の期間についても、地震は初期

震動が最大となるのに対して、新型インフルエンザでは流行の第一波の被害期間が約８週間

継続することが想定され、さらに第二波・第三波が発生する恐れも指摘されている。 

なお、新型インフルエンザの被害と地震被害の違いを表１に示す。 

また、地震と新型インフルエンザでは被害の内容が異なるため、地震を対象とした BCP が

業務を速やかに復旧させることを目指すものであるのに対し、新型インフルエンザを対象と

した BCP は最低限必要な業務を維持することを目指すものとなっている（図１参照）。 

 

表１ 新型インフルエンザ被害と地震被害の違い 

出典：「都政のＢＣＰ〈新型インフルエンザ編〉」（東京都総務局 平成 22 年 3 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 新型インフルエンザ 地 震 

発  生 
海外で発生の場合には、国内発

生まで準備可能 

突然発生 

被害内容 
直接的には人への被害で、時間

の経過とともに被害が拡大 

人への被害に加え、道路、鉄道、建

物、施設、設備等への被害が大きい。

地理的な影響 
世界中どこでも発生及び感染

の恐れ 

被害が地域限定的で、被災地外から

の支援が可能 

被害期間 

第一波の期間が約８週間、その

後の第二波、第三波による長期

化の可能性あり 

最初の地震が最大被害であり、余震

も一定期間継続 

出典：「都政のＢＣＰ〈新型インフルエンザ編〉」（東京都総務局 平成 22 年 3 月） 

図１ 新型インフルエンザと地震との違い
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第２章 被害想定 

本計画では、最悪の事態を想定し、高病原性鳥インフルエンザ（Ａ／Ｈ５Ｎ１）に起因す

る強毒性の新型インフルエンザが国内に流行した場合を想定する。 

 

１ 国及び東京都の流行予測 

国及び東京都が想定している流行予測を表１に示す。都内での死亡者数は累計で 14,100

人になると想定されている。 

              表１ 国及び東京都の流行予測 

 

 

 

 

 

 

出典：「新型インフルエンザ対策ガイドライン」（新型インフルエンザ及び鳥インフ

ルエンザに関する関係省庁対策会議 平成 21 年２月）、 

「都政のＢＣＰ〈新型インフルエンザ編〉」（東京都 平成 23 年４月） 

 

２ 豊島区の流行予測 

(1)豊島区民 

東京都の想定を基にした豊島区民の被害想定を表２に示す。区内の死亡者数は累計で

300 人になると想定される。 

              表２ 豊島区の流行予測 

 

 

 

 

 

 

 

(2)豊島区職員 

区内まん延期には豊島区職員 2,184 名の 40％（874 人）が欠勤すると想定し、り患し

た職員は 10 日間欠勤するものとする（表３）。 

表３ 豊島区職員の被害想定 

 

 国 東京都 

り患率 25％ 30％ 

受診患者数 1,300～2,500 万人 累計  3,785,000 人 

入院患者数 53 ～ 200 万人 累計    291,200 人 

死亡者数 17 ～  64 万人 累計     14,100 人 

 豊島区 

り患率 30％ 

受診患者数 累計   80,000 人 

入院患者数 累計     6,000 人 

死亡者数 累計       300 人 

項目 内容 備  考 

欠勤割合 40％（874 人） 職員や家族の感染及び学校・保育園等の休校・休園に

伴う欠勤割合 

り患した場合の 

欠勤日数 

10 日間 本人のり患（入院治療、自宅療養）、り患した家族の看

病、濃厚接触者（自宅待機）等 

※豊島区民 267,566 人として算出した 
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３ 社会状況の想定 

区内まん延期における社会状況の想定シナリオは、大半の住民が外出を控える状況となる。

その他については表４に示す。 

 

表４ 社会状況の想定 

区 

民 

生 

活 

社会インフラ 

電気、上下水道、ガ

ス、電話、交通機関 

・ 窓口業務・カスタマーサービスは休止。 

・ ネットワーク通信速度の低下。 

・ 鉄道・バス等の交通機関は、間引き運転により運行本数が

減少 

外出 ・ 感染防止のため、大半の人が外出を控える。 

・ 催事やスポーツ大会など、全ての集客行事は中止。 

・ 百貨店やショッピングセンターなど、集客施設への来客が

激減 

生活必需品 

衣料品、食料品、日

用品等 

・ 売場の縮小、営業時間の短縮、一部の店舗が休業。 

・ 宅配、通信販売等に対する需要が増加。 

・ 一度の買い物でまとめ買い。 

・ 店頭の販売品目の縮小。 

・ 買い占めによる品薄・価格上昇 

金融機関 ・ 窓口業務は大半が休止、決裁等の必要最小限の業務のみ営

業。 

・ 現金輸送の遅延により、一部 ATM が休止 

医療機関 ・ 対応能力を超える大量の患者が医療機関に殺到。 

・ 入院患者及び死者の急増。 

・ 医療資源（人手・医薬品・施設等）の不足により一部の医

療機関が休業。 

・ 自宅療養をする患者が発生。 

企
業
活
動 

民間企業 ・ ライフライン企業等を除く大半の企業が休業。 

物流、郵便 ・ 集配送に遅延・中断が生じる。 

メディア 

新聞、テレビ、ラジ

オ 

・ 新聞配達に遅延、発行頻度・発行紙面が減少。 

・ 放映内容を変更し、新型インフルエンザに関するニュー

ス・特集番組のみ。 

教
育
・
福
祉

学校、保育所 ・ 全国全ての学校・保育所が休校・休園（一部継続の可能性）。

福祉施設 ・ 老人ホーム等の入所施設は継続。 

・ デイサービス等の通所施設は閉鎖。 

参考：「新型インフルエンザ対策ガイドライン」（新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関

する関係省庁対策会議 平成 21 年 2 月） 
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第３章 業務継続のための体制及び環境整備 

 

１ 新型インフルエンザ発生時の危機管理体制 

(1)危機管理体制 

新型インフルエンザ発生時における危機管理体制は、「豊島区新型インフルエンザ対策行

動計画」及び「豊島区新型インフルエンザ対策マニュアル」のとおりとする。 

 

(2)「豊島区業務継続計画～新型インフルエンザ編」の発動 

本計画は、国内あるいは都内で新型インフルエンザの発生が確認された段階（国内（都

内）発生期）で、国及び東京都が発表する発生宣言などを勘案し、豊島区新型インフルエ

ンザ対策本部長の決定により発動する。 

業務の継続、中断、施設の閉鎖等の時期は、国や東京都が示す基本方針や、新型インフ

ルエンザウイルスの感染力、病原性、社会的状況、職員の出勤率等を勘案し、対策本部で

決定する。 

これに伴い、中断する業務に従事していた職員は、応援職員として非常時優先業務に従

事する。 

また、患者の発生が減少し、低い水準にとどまっている流行終息期に入った場合には、

業務・施設の再開等を対策本部で決定し、順次、再開していく 

 

(3) 新型インフルエンザ関連文書等の扱い・情報伝達の一元化 

新型インフルエンザ関連の情報を共有できるシステム（庁内ＬＡＮの活用）を新型イン

フルエンザ対策本部内に設置する（事務局：危機管理担当課）。 

事務局は各部署が収受・提供した情報を収集し、必要に応じて関係各部署に情報伝達を

行う。 

 

(4)区民への情報提供 

  ア 情報提供の目的 

新型インフルエンザ発生時には、区民一人ひとりが正確な情報に基づき、適切に行動

することで、感染拡大の防止が可能となる。そのため、区は、区内における感染状況や

感染予防策に関する最新の情報を東京都及び医師会等と連携して区民に迅速かつ的確に

情報提供するとともに、国及び東京都からの要請に基づき、集会等の中止、不要不急の

外出の自粛を呼びかけ感染拡大防止に努める。また、区が実施する対策、施設の閉鎖、

段階的に中断する業務等についても情報提供を行い、区民生活の維持に努める。 

イ 情報発信の手段 

区民への情報提供は、広報、ホームページ、区施設へのポスター掲示、報道機関への

情報提供、広報車の活用、防災無線など様々な方法で、各課が効果的に情報を発信する。 

なお、外国人や障害者に対しては、情報格差が生じないようにするため、関係機関・

団体と協力して情報提供する。 

  ウ 相談窓口の開設 
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新型インフルエンザ発生時には、新型インフルエンザに関する専門的な相談のほか、

施設の閉鎖や業務の中断に伴う申請等の問い合わせが多く寄せられる。これらの相談や

問い合わせに対応するため、電話相談体制を整備する。 

また、本庁舎１階に相談コーナーを設置し、区民の相談に応じる。 

施設の閉鎖、イベントの休止、業務の中断に伴う申請等の相談については、各主管課

で対応する。 

エ 新型インフルエンザ相談センター 

新型インフルエンザに関する質問や医療機関の受診方法、ワクチン接種等、医療に関

する専門的な相談は、「新型インフルエンザ相談センター」で対応する。 

 

(5)報道機関への対応 

報道機関に対しては、区内の感染状況や区の対応状況、方針等について、政策経営部広

報課が記者会見やプレス発表を行い、情報提供する。 

なお、区内の患者発生情報については、患者や家族等のプライバシーが侵害されないよ

う十分に配慮する 

 

(6)職員の確保 

新型インフルエンザ発生時には、職員は自己の健康管理に留意し、手洗いや咳エチケッ

トの実践を徹底して感染防止を心がける。また、発熱や咳などのインフルエンザ症状があ

る場合には、速やかに医療機関を受診するとともに職場に連絡して療養に専念し勤務を自

粛し、他の職員への感染を防ぐ。 

しかし、このような感染防止対策を行っても職員自身が感染し、多くの職員が欠勤する

と予想される。また、職員自身は感染していなくても、家族等の感染、保育園・学校等の

臨時休業などにより出勤することが困難な事態も想定される。 

一方、区は、区民生活に必要不可欠な業務を継続する責務がある。そのため、新型イン

フルエンザ緊急対応業務及び通常業務のうち必要不可欠な業務を非常時優先業務として継

続し、それ以外の業務は休止あるいは縮小することにより優先業務に必要な職員を確保す

る。詳細は、第４章・第５章で述べる。 

さらに、職員の通勤時の感染リスクを低減するため、通勤手段の変更や時差出勤等を行

うことも検討する。 

 

２ 施設の運営方針 

新型インフルエンザ発生時においては、区民の生命と健康を守るため、感染拡大防止策を

徹底して行うことが区の重要な責務である。感染拡大を防止するためには、人が集まること

や人と人とが対面する機会を減らすことが有効な対策となる。そこで、不特定多数の区民が

集まる施設については、感染予防・感染拡大防止の観点から、必要に応じて施設の一部を閉

鎖するなど、新型インフルエンザ発生時の運営方針を定める。 

(1)施設を閉鎖する時期 

施設を閉鎖する時期については、新型インフルエンザのウイルスの感染力、病原性、国

や東京都の方針、職員の欠勤状況等を考慮して対策本部で決定する。 
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(2)施設閉鎖後の体制 

閉鎖した施設のなかで有人管理していた施設については、当該施設の維持管理要員とし

て１名、区民からの電話問合せ対応要員として１名の計２名を目安に常駐させる。閉鎖施

設での維持管理に従事する職員と非常時優先業務に従事する職員以外の職員は、人員が不

足した部署への応援職員、高齢者や障害者への生活支援の応援職員として位置づける。 

 

(3)閉鎖しない施設における相談業務 

各施設で実施している相談業務については、新型インフルエンザ発生後は段階的に受付

窓口を絞り込むとともに徐々に電話対応へ切り替える。なお、区内まん延期にも継続して

実施する相談業務については、原則、電話対応のみとする。 

 

(4)指定管理者及び委託業務者への協力要請 

区施設の多くは、指定管理者または委託業務者が運営しているが、新型インフルエンザ

発生時には、区の方針に基づき施設を閉鎖するよう要請する。さらに、施設閉鎖後も継続

する必要のある業務（施設の維持管理、電話による区民からの問い合わせ等）の実施を要

請するため、指定管理者及び委託業務者に対して、感染予防・感染拡大防止策の徹底とと

もに業務が確実に遂行できる体制を確立するよう要請する。 

なお、区からの要請事項への対応については、区と指定管理者または委託業務者との間

で事前に協定・契約等の整備を図る。 

 

３ 各施設の運営 

業務を継続する施設については、感染予防・感染拡大防止策を徹底して行い、業務継続計

画に基づき非常時優先業務を実施する。 

区立小中学校や幼稚園は、都の閉鎖方針をもとに、対策本部で検討し閉鎖する。 

(1)区民事務所 

東部区民事務所、西部区民事務所ともに閉鎖はせず、出勤している職員で窓口業務を実

施する。 

 

(2)保健所、健康施設 

ア 池袋保健所及び長崎健康相談所 

区内におけるインフルエンザの発生状況を考慮しながら、長崎健康相談所は、施設維

持管理のための最低限の職員を残して閉鎖する。池袋保健所では、職員への感染を防止

する観点から、２階以上への職員以外の立入を規制し、１階で窓口、相談業務を実施す

る。 

イ AIDS 知ろう館 

国内発生初期から閉鎖し、この施設を新型インフルエンザ相談センターとして利用す

るための準備を行う。 

ウ 子ども事故予防センター 

区内まん延期前から閉鎖するとともに､業務も休止する。 

エ 豊島健康診査センター 
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区内まん延期においては、施設は閉鎖するものの、施設の維持管理等のため、最低限

の職員を配置する。 

 

(3)清掃・リサイクル施設 

ア 豊島清掃工場 

清掃工場・車雇上業者、委託業務者の稼働状況により収集・処理頻度は変動するもの

の、ごみ収集・処理業務は継続して実施する。 

イ 豊島清掃事務所 

職員への感染を防止するため、相談等の受付業務は電話相談のみとする。 

ウ 豊島リサイクルセンター 

通常どおり業務を行う。 

 

(4)保健福祉センター 

区内まん延期には東部・西部保健福祉センターを閉鎖し、中央保健福祉センターで業

務を継続する。なお。職員への感染を防止する観点から、相談は電話のみで受け付ける。 

 

(5)障害者施設 

ア 福祉作業所 

区内まん延期において、施設は閉鎖するものの、施設の維持管理等のため、最低限の

職員を配置する。 

イ 目白生活実習所 

区内まん延期において、施設は閉鎖するものの、施設の維持管理等のため、最低限の

職員を配置する。 

ウ 福祉ホームさくらんぼ 

長期自立援護指導利用者に対する支援を継続するため、施設は閉鎖しない。 

エ 豊島区手話通訳者派遣センター 

相談、受付は電話で行う。 

オ 障害者就労支援センター 

施設は閉鎖するが、雇用、就労に関する相談は電話で行う。 

 

(6)高齢者総合相談センター（地域包括支援センター） 

窓口を閉鎖し、電話対応のみを行う。 

 

(7)特別養護老人ホーム 

すべての区立特別養護老人ホームは閉鎖しない。 

 

(8)高齢者在宅サービスセンター 

すべての高齢者在宅サービスセンターを廃止する。電話での相談業務のみを実施する。 

 

(9)介護老人保健施設 
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閉鎖しない。 

 

(10)ケアハウス 

閉鎖しない。 

 

(11)子ども家庭支援センター 

東部子ども家庭支援センター、西部子ども家庭支援センターは感染拡大防止の観点から

早期に閉鎖する。なお、施設維持管理や区民からの相談等のため、最低限の職員を配置す

る。 

 

(12)児童館（学童クラブ） 

感染拡大を防止するため、早期に閉鎖する。なお、施設の維持管理等のため、最低限の

職員を配置する。 

 

(13)保育所 

感染拡大を防止するため、早期に閉鎖する。社会機能維持者の子どもの保育のために、

いくつかの保育園を開設し、職員が輪番制度で対応する。 

 

(14)子どもスキップ 

感染拡大を防止するため、区内まん延期前から閉鎖する。ただし、施設の維持管理等の

ため、最低限の職員を配置する。 

 

(15)中高生センター 

感染拡大を防止するため、区内まん延期前から閉鎖する。 

 

(16)区民施設 

ア 男女平等推進センター 

区内まん延期において。施設は閉鎖するものの、施設の維持管理等のため、最低限の

職員を配置する。 

イ 区民活動センター 

区内まん延期において。施設は閉鎖するものの、施設の維持管理等のため、最低限の

職員を配置する。 

ウ 南池袋斎場 

閉鎖せず、通常どおり業務を継続する。 

エ 区民センター 

区内まん延期においては、施設は閉鎖する。なお、施設の維持管理等のため、最低限

の職員を配置する。 

オ 勤労福祉会館 

区内まん延期においては、施設は閉鎖する。なお、施設の維持管理等のため、最低限

の職員を配置する。 
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カ 生活産業プラザ 

感染拡大を防止するため、早期に閉鎖し、一般区民の立入を規制する。本施設の入居

している部署が窓口業務を行う際は、担当者が出向いて本庁舎１階の臨時窓口で対応す

る。 

キ 消費生活センター 

区内まん延期においては、施設は閉鎖する。区民からの相談については非常勤の相談

員が電話で対応する。また、施設の維持管理等のため、最低限の職員を配置する。 

 

(17)集会室 

感染拡大を防止するため、すべての区民集会室は早期に閉鎖する。 

 

(18)区民ひろば 

感染拡大を防止するため、早期に閉鎖する。なお、施設の維持管理等のため、最低限の

職員を配置する。 

 

(19)図書館 

感染拡大を防止するため、すべての図書館（雑司が谷図書貸し出しコーナーも含む）は

早期に閉鎖する。なお、施設の維持管理等のため、最低限の職員を配置する。 

 

(20)文化･観光施設 

ア 豊島公会堂 

施設内での集会等は区内まん延期前から中止となるが、施設は閉鎖せず、区内まん延

期の緊急対応業務実施のための施設として活用する。 

イ 舞台芸術交流センター あうるすぽっと 

感染拡大を防止するため、早期に閉鎖する。なお、施設の維持管理等のため、最低限

の職員を配置する。 

ウ 熊谷守一美術館 

感染拡大を防止するため、早期に閉鎖する。なお、施設の維持管理等のため、最低限

の職員を配置する。 

エ 郷土資料館 

感染拡大を防止するため、早期に閉鎖する。 

オ 雑司が谷旧宣教師館 

感染拡大を防止するため、早期に閉鎖する。 

カ アトリエ村資料室 

感染拡大を防止するため、早期に閉鎖する。 

キ にしすがも創造舎 

感染拡大を防止するため、区内まん延期前から閉鎖する。 

ク 地域文化創造館（駒込、巣鴨、南大塚、千早、雑司が谷） 

感染拡大を防止するため、区内まん延期前から閉鎖する。なお、施設の維持管理等の

ため、最低限の職員を配置する。 
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ケ 豊島区観光情報センター 

感染拡大を防止するため、早期に閉鎖する。 

コ 雑司が谷案内処 

感染拡大を防止するため、区内まん延期前から閉鎖する。 

 

(21)スポーツ施設 

感染拡大を防止するため、すべてのスポーツ施設は早期から閉鎖する。なお、施設の維

持管理等のため、最低限の職員を配置する。 

 

(22)教育センター 

感染拡大を防止する観点から、施設を閉鎖する。 

 

(23)管理施設 

ア 道路工事事務所 

すべての通常業務を継続して実施するため、閉鎖はしない。ただし、道路工事業務者

以外の一般区民からの相談等については電話のみでの対応とする。 

イ 公園管理事務所 

公園等の維持・管理及び苦情･相談業務を継続するため施設は閉鎖しない。なお、区民

等からの苦情・相談については電話のみでの対応とする。 

ウ 放置自転車対策事務所 

区内まん延期においても、放置禁止区域等における放置自転車の撤去・移送・保管に

関する業務を継続するため事務所は閉鎖しない。なお、区民からの相談等については電

話のみで受け付ける。 

エ 自転車駐車場 

区内まん延期においても自転車駐車場は閉鎖せず、区民の利用を受け付ける。 

オ 自転車保管所 

区内まん延期においても、放置禁止区域等における放置自転車の撤去・移送・保管業

務を継続するため、閉鎖しない。 
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表５ 施設の運営方針一覧 

区分番号 施設区分 施設名称 運営方針 

(1)  区民事務所 
東部区民事務所 継続 

西部区民事務所 継続 

(2)  保健所 

池袋保健所 継続 

長崎健康相談所 閉鎖 

AIDS 知ろう館 閉鎖 

子ども事故予防センター 閉鎖 

豊島健康診査センター 閉鎖 

(3)  清掃・リサイクル 

豊島清掃工場 継続 

豊島清掃事務所 継続 

豊島リサイクルセンター 継続 

(4)  保健福祉センター 

中央保健福祉センター 継続 

東部保健福祉センター 閉鎖 

西部保健福祉センター 閉鎖 

(5)  障害者施設 

目白福祉作業所 閉鎖 

目白生活実習所 閉鎖 

駒込福祉作業所 閉鎖 

駒込生活実習所 閉鎖 

福祉ホームさくらんぼ 継続 

豊島区手話通訳者派遣センター 閉鎖 

障害者就労支援センター 閉鎖 

(6)  

高齢者総合相談セン

ター（地域包括支援

センター） 

菊かおる園高齢者総合相談センター 閉鎖 

東部高齢者総合相談センター 閉鎖 

中央高齢者総合相談センター 閉鎖 

ふくろうの杜高齢者総合相談センター 閉鎖 

豊島区医師会高齢者総合相談センター 閉鎖 

いけよんの郷高齢者総合相談センター 閉鎖 

アトリエ村高齢者総合相談センター 閉鎖 

西部高齢者総合相談センター 閉鎖 

(7)  特別養護老人ホーム 

特別養護老人ホーム 山吹の里 継続 

特別養護老人ホーム 風かおる里 継続 

特別養護老人ホーム アトリエ村 継続 

特別養護老人ホーム 養浩荘 継続 

特別養護老人ホーム ゆたか苑 継続 

特別養護老人ホーム シオンとしま 継続 

特別養護老人ホーム 池袋敬心苑 継続 

特別養護老人ホーム 菊かおる園 継続 
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区分番号 施設区分 施設名称 運営方針 

(8)  
高齢者在宅サービス

センター 

上池袋豊寿園 閉鎖 

巣鴨豊寿園 閉鎖 

菊かおる園 閉鎖 

東池袋豊寿園 閉鎖 

いけよんの郷 閉鎖 

山吹の里 閉鎖 

高田豊寿園 閉鎖 

風かおる里 閉鎖 

長崎第一豊寿園 閉鎖 

アトリエ村 閉鎖 

長崎第二豊寿園 閉鎖 

千川豊寿園 閉鎖 

デイホーム南池袋 閉鎖 

(9)  介護老人保健施設 
介護老人保健施設 池袋えびすの郷 継続 

介護老人保健施設 安寿 継続 

(10)  ケアハウス ケアハウス菊かおる園 継続 

(11)  
子ども家庭支援セン

ター 

東部子ども家庭支援センター 閉鎖 

西部子ども家庭支援センター 閉鎖 

(12)  児童館（学童クラブ） 

上池袋第一児童館 閉鎖 

池袋第二児童館 閉鎖 

池袋本町児童館 閉鎖 

目白児童館 閉鎖 

千早児童館 閉鎖 

要町第一児童館 閉鎖 

(13)  保育所 

駒込第一保育園 閉鎖するが、

１ ～ 数 園 で

は、医療従事

者や社会機能

の維持に関わ

る仕事に従事

している等の

理由で家庭で

の保育が困難

な保護者に対

して緊急保育

を実施する。

駒込第二保育園 

巣鴨第一保育園 

西巣鴨第二保育園 

西巣鴨第三保育園 

東池袋第一保育園 

東池袋第二保育園 

西池袋第二保育園 

池袋第一保育園 

池袋第二保育園 

池袋第三保育園 

池袋第五保育園 

高南保育園 
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区分番号 施設区分 施設名称 運営方針 

(13) 保育所 

目白第一保育園  

目白第二保育園 

南長崎第一保育園 

南長崎第二保育園 

長崎保育園 

要町保育園 

高松第一保育園 

高松第二保育園 

駒込第三保育園（運営は民間委託） 

南大塚保育園（運営は民間委託） 

雑司が谷保育園（運営は民間委託） 

(14)  子どもスキップ 

子どもスキップ仰高 閉鎖 

子どもスキップ駒込 閉鎖 

子どもスキップ巣鴨 閉鎖 

子どもスキップ清和 閉鎖 

子どもスキップ西巣鴨 閉鎖 

子どもスキップ朋有 閉鎖 

子どもスキップ朝日 閉鎖 

子どもスキップ池袋第一 閉鎖 

子どもスキップ池袋第二 閉鎖 

子どもスキップ池袋第三 閉鎖 

子どもスキップ南池袋 閉鎖 

子どもスキップ高南 閉鎖 

子どもスキップ長崎 閉鎖 

子どもスキップ椎名町 閉鎖 

子どもスキップ富士見台 閉鎖 

子どもスキップ高松 閉鎖 

子どもスキップさくら 閉鎖 

(15)  中高生センター 中高生センタージャンプ施設 閉鎖 

(16)  区民施設 

男女平等推進センター 閉鎖 

区民活動センター 閉鎖 

南池袋斎場 継続 

区民センター 閉鎖 

勤労福祉会館 閉鎖 

生活産業プラザ 閉鎖 

消費生活センター 閉鎖 
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区分番号 施設区分 施設名称 運営方針 

(17)  集会室 

駒込区民集会室 閉鎖 

巣鴨第一区民集会室 閉鎖 

巣鴨第三区民集会室 閉鎖 

西巣鴨区民集会室 閉鎖 

北大塚区民集会室 閉鎖 

上池袋第一区民集会室 閉鎖 

上池袋第二区民集会室 閉鎖 

東池袋第二区民集会室 閉鎖 

東池袋第四区民集会室 閉鎖 

西池袋第二区民集会室 閉鎖 

池袋第一区民集会室 閉鎖 

池袋第二区民集会室 閉鎖 

池袋第三区民集会室 閉鎖 

池袋本町第一区民集会室 閉鎖 

池袋本町第二区民集会室 閉鎖 

雑司が谷区民集会室 閉鎖 

高田第一区民集会室 閉鎖 

高田第二区民集会室 閉鎖 

目白第一区民集会室 閉鎖 

目白第二区民集会室 閉鎖 

南長崎第一区民集会室 閉鎖 

南長崎第二区民集会室 閉鎖 

南長崎第四区民集会室 閉鎖 

長崎第三区民集会室 閉鎖 

長崎第四区民集会室 閉鎖 

長崎第五区民集会室 閉鎖 

要町第一区民集会室 閉鎖 

要町第二区民集会室 閉鎖 

高松区民集会室 閉鎖 

(18)  区民ひろば 

区民ひろば駒込 閉鎖 

区民ひろば南大塚 閉鎖 

区民ひろば清和第一 閉鎖 

区民ひろば清和第二 閉鎖 

区民ひろば西巣鴨第一 閉鎖 

区民ひろば西巣鴨第二 閉鎖 

区民ひろば朋有 閉鎖 

区民ひろば朝日 閉鎖 
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区分番号 施設区分 施設名称 運営方針 

(18) 区民ひろば 

区民ひろば上池袋 閉鎖 

区民ひろば池袋本町 閉鎖 

区民ひろば西池袋 閉鎖 

区民ひろば池袋 閉鎖 

区民ひろば南池袋 閉鎖 

区民ひろば高南第一 閉鎖 

区民ひろば高南第二 閉鎖 

区民ひろば長崎 閉鎖 

区民ひろば椎名町 閉鎖 

区民ひろば富士見台 閉鎖 

区民ひろば千早 閉鎖 

区民ひろば高松 閉鎖 

区民ひろばさくら第一 閉鎖 

区民ひろばさくら第二 閉鎖 

(19)  図書館 

中央図書館 閉鎖 

駒込図書館 閉鎖 

巣鴨図書館 閉鎖 

上池袋図書館 閉鎖 

池袋図書館 閉鎖 

雑司が谷図書貸し出しコーナー 閉鎖 

目白図書館 閉鎖 

千早図書館 閉鎖 

上池袋図書館 閉鎖 

(20)  文化･観光施設 

豊島公会堂 使用目的変更

舞台芸術交流センター あうるすぽっと 閉鎖 

熊谷守一美術館 閉鎖 

郷土資料館 閉鎖 

雑司が谷旧宣教師館 閉鎖 

アトリエ村資料室 閉鎖 

にしすがも創造舎 閉鎖 

駒込地域文化創造館 閉鎖 

巣鴨地域文化創造館 閉鎖 

南大塚地域文化創造館（南大塚ホール併

設） 
閉鎖 

千早地域文化創造館 閉鎖 

雑司が谷地域文化創造館 閉鎖 

豊島区観光情報センター 閉鎖 
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区分番号 施設区分 施設名称 運営方針 

(20) 文化･観光施設 雑司が谷案内処 閉鎖 

(21)  スポーツ施設 

豊島体育館 閉鎖 

巣鴨体育館 閉鎖 

雑司が谷体育館 閉鎖 

総合体育場 閉鎖 

西巣鴨体育場 閉鎖 

池袋スポーツセンター 閉鎖 

(22)  教育センター 教育センター 閉鎖 

(23)  管理施設 

道路工事事務所 継続 

公園管理事務所 継続 

放置自転車対策事務所 継続 

自転車駐車場 継続 

自転車保管所 継続 

 

４ 庁舎内での感染予防・感染拡大防止策 

新型インフルエンザ発生時においても、区は基盤としての庁舎機能を維持する必要がある。

そのためには、庁舎内で来庁者及び職員が感染する危険を減らし、可能な限り感染を防止す

る対策を実施する必要があることから、庁舎内での感染予防・感染拡大防止策を定める。 

(1)庁舎内の感染予防対策ルール 

庁舎内の感染予防対策は表６に示すとおり、発生段階ごとに共通のルールとして定める。

ただし、発生段階ごとに示してある感染予防策は目安であり、実施時期や内容については、

ウイルスの感染力、病原性等を考慮して対策本部で決定する。 

会議については緊急を要する場合に限定し、電話やメールなどの活用で代替できる場合

は開催しない。 

 

表６ 庁舎内の感染予防対策 

発生段階 感染予防策 

国内（都内）

発生期 

施設 

（職員向け） 

・ 庁舎出入口に「感染予防ポスター」、トイレに「手洗い方法」

を掲示 

・ 清掃・消毒の励行、消毒液の設置 

・ ふた付きの専用ゴミ箱（職員用）を各課に設置 

来庁者 

・ 不要不急の来庁自粛要請 

・ 来庁出入口の制限 

・ 受付窓口の制限 

・ 来庁者へのマスク着用、手洗い・手指消毒の要請 

（来庁者へのマスクの配布） 

・ 廊下等のゴミ箱撤去、１階の喫煙所閉鎖 



 

108 

発生段階 感染予防策 

区内 

まん延期 

施設 

（職員向け） 

・ 庁舎出入口に「感染予防ポスター」、トイレに「手洗い方法」

を掲示 

・ 清掃・消毒の強化、消毒液の設置 

・ ふた付きの専用ゴミ箱（職員用）を各課に設置 

来庁者 

・ 不要不急の来庁自粛要請 

・ 来庁出入口の制限 

・ 受付窓口の限定 

・ エレベーター使用の制限 

・ 来庁者へのマスク着用、手洗い・手指消毒の要請 

（来庁者へのマスクの配布） 

・ 廊下等のゴミ箱撤去、１階の喫煙所閉鎖 

流行終息期 

施設 

（職員向け） 

・ 庁舎出入口に「感染予防ポスター」、トイレに「手洗い方法」

を掲示 

・ 清掃・消毒の励行、消毒液の設置 

・ ふた付きの専用ゴミ箱（職員用）を各課に設置 

来庁者 

・ 来庁出入口・受付窓口の制限を解除 

・ 来庁者へのマスク着用、手洗い・手指消毒の要請 

（来庁者へのマスクの配布） 

 

(2)来庁の制限 

都内で感染がさらに拡大し、庁舎内で感染拡大防止策を徹底する必要が生じた場合には、

以下の対策を実施するとともに、来庁者が庁舎内で感染しないよう、区民等へ不要不急で

の来庁の自粛を要請する。 

なお、庁舎内の使用設備の制限及び動線の区分をまとめ、図に示す。 

 

(3)庁舎出入口の制限・来庁者立ち入り禁止区域及び動線の区分 

新型インフルエンザの流行状況に応じ、段階的に庁舎出入口を閉鎖し、区内まん延期に

は庁舎出入口を制限するとともに「来庁者立入禁止区域」を設け、来庁者と職員の動線を

区分する。 

来庁者立入禁止区域には、「立ち入り禁止」の案内サインとカラーコーンを設置して閉鎖

する。なお、本庁舎以外の本庁施設（池袋保健所、区民センター、生活産業プラザ、区役

所別館）についても、来庁者の立入は原則禁止となる。 

 

(4)各種申請・相談業務の受付窓口 

ア 受付窓口の配置 

電話、郵送、電子申請等を活用し、段階的に受付窓口を絞り込み、区内まん延期には

受付窓口を本庁舎に制限し、本庁舎以外の本庁施設（池袋保健所、区民センター、生活

産業プラザ、区役所別館）への来庁者の立入を禁止する。また、本庁舎以外の部署の区

民対応業務を実施するため、１階ホールに臨時の受付窓口を設置する。 
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なお、受付窓口には、飛沫感染防止用カウンターを設置し、感染予防・感染拡大防止

策を徹底する。 

区内まん延期にも継続して実施する相談業務（区民相談コーナーを除く）については、

原則、電話対応のみとする。 

 

表７ 開設する窓口 

窓口 窓口の開設場所 

区民相談コーナー、税務課、区民課、

障害者福祉課、生活福祉課、会計課 
開設する。 

区民センター、生活産業プラザ、区役

所別館に入居している部署 

１階ホールにパーティションで仕切った受付

ブース（飛沫感染防止用カウンター）を設置し、

案件ごとに担当部署が対応する。 

池袋保健所 保健所入口に設置した臨時窓口で受付を行う。

 

イ 来庁者への対応 

来庁者用出入口として設定した分庁舎側入り口付近に受付窓口や立入禁止箇所案内を

掲示する。その付近に「感染予防ポスター」を掲示する。  

１階入り口付近の待機スペースには、防護服・マスク（またはフェイスシールド）等

の個人防護具を着用した職員を配置して、マスク未着用の来庁者にマスクを配布、着用

を要請して用件を聞く。窓口の受付状況によって適宜来庁者を案内する。 

 

(5)本庁舎のエレベーター利用制限 

エレベーターは一時的ではあるものの不特定多数の人が密閉された空間に集まるため、

感染拡大の場となる可能性が高いため、職員を配置し利用を制限するが、一方、障害者や

階段の昇降が困難な職員、階段で運ぶのが困難な荷物を運ぶときには、利用できるものと

する。 

 

(6)トイレ 

トイレには「手洗い方法」を掲示する。本庁舎においては、職員は２～４階のトイレを

利用する。 

  

(7)駐車場、駐輪場 

通常どおり、区内まん延期でも開設する。 

 

(8)来庁者用のマスク、消毒液の準備 

来庁者用のマスクと消毒液の備蓄について準備する。 
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(9)庁舎内の清掃・消毒の強化 

感染者が咳やくしゃみを手で押さえた後や鼻水を手でぬぐった後に、机、ドアノブ、ス

イッチ等に触れると、その場所にウイルスが付着する。そのため、新型インフルエンザ流

行時には不特定多数の人がよく触れる場所を中心に、水と洗剤を用いてこまめに拭き取り

清掃する。 

 

(10)ふた付きの専用ゴミ箱の設置 

新型インフルエンザ発生時には、鼻汁や痰などを含んだティッシュやマスクを捨てるふ

た付き専用ゴミ箱（職員用）を執務室内各課に設置する。ゴミ箱にはビニール袋等を仕込

み、廃棄時にすぐ封ができるようにし、１日１回一般の事業系ごみとして廃棄する。 

 

(11)庁舎内で感染の疑いのある来庁者への対応 

新型インフルエンザに感染している疑いのある来庁者に対しては、職員が必ずマスクを

着用した上で、声をかけて状況を確認する。体調が悪く、自力で帰宅することが困難な場

合には、他者への感染を防止するため、簡易ベッドを設置し、パーティションで仕切った

ブースに誘導し、新型インフルエンザセンターに連絡して指示に従う。使用後、そのブー

ス内のパーティションやベッドは消毒を行う。 
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第４章 非常時優先業務 

 

１ 業務区分の設定 

新型インフルエンザが発生した場合には、通常業務に加えて新型インフルエンザ緊急対応

業務を実施する。 

通常業務については、可能な限り継続して実施すべきであるが、職員や職員の家族の感染

による欠勤、緊急対応業務の実施等により、すべての通常業務を実施することは困難である。

そこで、通常業務のうち区民生活に必要不可欠な業務を非常時優先業務として継続し、感染

拡大につながる恐れのある業務を一時的に中断する。 

本計画では表１に示すとおり、区の業務を「緊急対応業務」、「継続業務（通常どおり）」、

「継続業務（縮小・変更）」、「休止業務」の４つに区分し、「緊急対応業務」と「継続業務」

を「非常時優先業務」とした。 

 

表１ 業務区分 

業務名 業務内容 

緊急対応業務 

新型インフルエンザの発生・流行に伴い、新規

に発生した業務であり平常時は行っていない

業務 

通常業務 

継続業務
通常どおり 

新型インフルエンザ発生時に、区民の生命を守

り、区民生活を維持するために、できるだけ通

常どおり継続する業務（応援体制を組んで継続

する業務） 

縮小・変更 縮小または、取扱方法を変更して継続する業務

休止業務

区内まん延期休

止 

区内まん延期には休止（延期）する業務 

早期に休止 まん延期以前から休止（延期）する業務 

積極的休止 

感染拡大を防止するためには人が集まる機会

を減らすことが有効であるため、まん延期以前

から積極的に休止することが適切な業務 

 

２ 業務の選定方法 

(1)緊急対応業務 

緊急対応業務は、新型インフルエンザ対策行動計画から各部署が緊急対応業務を担当

する部署を選定した（表２）。 
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表２ 新型インフルエンザ発生時の緊急対応業務 

対応部 緊急対応業務 

各課共通 

区民・関係機関等への発生状況、感染予防策等の最新情報の提供（外国語含

む） 

主管課業務に対する問い合わせへの対応 

職員・家族への感染予防策の周知 

各職場で職員の出勤状況の把握、総務部担当課への報告 

政策経営部 

「広報としま」や「ホームページ」による注意喚起・重要情報の掲載 

 本庁舎１階相談コーナーでの問合せ対応 

報道機関の対応 

総務部 

豊島区新型インフルエンザ対策会議の開催、豊島区新型インフルエンザ対策

本部の設置、豊島区新型インフルエンザ対策調整会議等の開催 

職員への情報提供、感染予防及び業務継続体制の確保（職員への健康管理と

注意喚起、緊急連絡先及び緊急連絡網の再確認、職員の出勤状況の把握、ま

ん延期体制確保に向けた人員配置調整等） 

公共交通機関・ライフライン業務者との連絡・調整等 

区内まん延期における公共交通機関の運行縮小に関する調整等 

国、他自治体との連携（他部局に係るものを除く）、調整等 

広報車、防災行政無線放送を利用した情報提供 

「豊島区安全・安心メール」による区民への情報提供 

一般電話相談窓口の開設・運営 

区民の安全・安心（他部局に係るものを除く）に関する業務 

社会活動及び業務活動等の自粛要請等（他部局に係るものを除く）に関する

こと 

遺体の処理（他部局に係るものを除く） 

各部局との連絡・調整 

庁舎内での感染予防・拡大防止対策（来庁制限、窓口制限等）の実施 

区民部 

外国人に対する支援 

食糧及び生活必需品の安定供給（他部局に係るものを除く）に関する調整等

所管施設の業務休止、施設閉所に関する調整及び周知 

文化商工部 

私立専修学校等の感染予防（注意喚起・対応要請等）に関すること 

食糧及び生活必需品の安定供給等（他部局に係るものを除く）に関すること

所管施設の業務休止、施設閉所に関する調整及び周知 

清掃環境部 

収集・運搬に当たる職員への予防対策（手洗い、うがい）の徹底 

一般廃棄物処理業務者に対する感染予防等の対応要請 

区民・業務者へのごみの排出抑制や資源の使用抑制に関する情報提供や調整

保健福祉部 
特別養護老人ホーム、在宅サービスセンター等を対象とした相談窓口の設置

と情報提供 
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対応部 緊急対応業務 

保健福祉部 

（つづき） 

障害者関係施設を対象とした相談窓口の設置と情報提供 

区内介護サービス業務所を対象とした相談窓口の設置と情報提供 

障害福祉サービス業務所等を対象とした相談窓口の設置と情報提供 

「福祉テレホン」による情報提供 

施設利用休止への対応に関すること 

高齢者・障害者等への往診・相談体制の整備 

高齢者・障害者等支援に向けた関係機関との連絡･調整 

池袋保健所 

新型インフルエンザ発生状況の把握（サーベイランス業務：週ごとの発生動

向調査） 

池袋保健所新型インフルエンザ対策本部設置 

新型インフルエンザの感染予防等の広報（他部局に係るものを除く） 

区民、医療機関等からの相談体制の整備（他部局に係るものを除く） 

豊島区医師会へ医療体制の整備依頼、感染症協力医療機関との協議 

豊島区新型インフルエンザ相談センターの開設 

新型インフルエンザウイルスの検査に関すること 

感染症法（積極的疫学調査等）に関すること 

外来医療、入院医療等の医療体制に関すること 

抗インフルエンザウイルス薬に関すること 

ワクチン接種に関すること 

福祉施設における感染防止業務に関すること 

国・都及び他自治体等との連携（他部局に係るものを除く） 

患者搬送に関する連絡･調整 

遺体の処理、埋葬法関連（他部局に係るものを除く）に関すること 

上下水道に関すること 

子ども家庭部 

子ども課所管施設（スキップ、児童館等）への情報提供と注意喚起（国・都

からのものも含む） 

子育て支援課所管施設・業務者（子ども家庭支援センター、保育ママ、私立

幼稚園等）への情報提供と注意喚起（国・都からのものも含む） 

保育園課所管施設・業務者（区立保育園、私立保育園、認証保育所）への情

報提供と注意喚起（国・都からのものも含む） 

区立保育園の休止に伴う調整・連絡に関すること 

子ども課所管施設（スキップ、児童館等）利用者への施設閉鎖に関する通知

子育て支援課所管施設・業務者（子ども家庭支援センター、保育ママ、私立

幼稚園等）への施設休止に関する通知 

区内保育施設（区立園、私立園、認定保育所）、保護者への区施設休止に関

する情報の通知 
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(2)通常業務 

  ア 選定基準 

新型インフルエンザ発生時に、区民の生命を守り、区民生活を維持するために、決し

て中断することができない業務を継続業務とした。そのうち、応援体制を組んで、でき

るだけ通常どおりに実施する業務と、縮小もしくは取扱方法を変更して継続する業務に

区分した。 

なお、継続業務は、業務中断による影響を次の４つの観点から考慮し選定した。 

①区民生活の維持に不可欠な業務 

②人命に関わる業務 

③中断すると法令違反になる業務 

④上記業務を継続するために必要な業務 

新型インフルエンザ発生時に休止（延期）する業務については、次の３つの観点から

考慮し、区分した。 

①区内まん延期には休止（延期）する業務 

②区内まん延期以前から休止（延期）する業務 

③感染拡大を防止するためには人が集まる機会を減らすことが有効であるため、ま

ん延期以前から積極的に休止することが適切な業務 

 

３ 非常時優先業務の選定結果 

(1)集計結果 

業務の選定を行った結果、緊急対応業務は 608 業務であった。通常業務（対象業務数

3,527 件）については、業務の細分化なども実施し、継続（通常）業務は 424 業務、継続

（縮小・変更）業務は 1,356 業務であった。細分化後の通常業務（計 3,590 業務）に占め

る継続業務の割合は 49.6％であった（図１、表３）。 

 

対応部 緊急対応業務 

子ども家庭部 

（つづき） 

保育施設における在園児、職員の健康状態等の確認調査 

区立保育園への手指消毒剤の配布 

土木部 施設利用休止もしくは中止についての理解・協力要請 

教育総務部 

教育委員への情報提供（危機管理会議等の内容） 

小・中学校、幼稚園への情報提供 

学級閉鎖等のインフルエンザ発生状況の保健所への報告・連絡・調整 

ホームページ、テレホンサービス等による保護者への情報提供 

休校に伴う児童･生徒への連絡、指導体制の統一・整備 

その他感染予防・拡大に関する対応方法の連絡･調整 

区議会事務局 区議会議員への情報提供・説明 
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緊急対応業務

       図１ 豊島区における業務数 

 

 

(2)各部署の緊急対応業務数と業務継続方針の通常業務数 

 

表３ 各部署の業務数 

部署 

緊急 

対応 

業務 

通常業務 

継続 

(通常）

継続 

(縮小 

・変更)

まん延 

期休止 

早期に 

休止 

積極的

に休止

政策経営部 企画課 5   21 24     

財政課   2 12 24     

行政経営課 8     24   4

区長室     1     7

広報課 8 7 12 12     

情報管理課 6 19 9 3     

セーフコミュニ

ティ推進室 4   2       

非常時優先業務 
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部署 

緊急 

対応 

業務 

通常業務 

継続 

(通常）

継続 

(縮小 

・変更)

まん延 

期休止 

早期に 

休止 

積極的

に休止

総務部 総務課   29 20 19   3

人事課 2 18 14 11 7 3

人材育成課 3   1 8   2

契約課   4 11 4     

防災課 8   8 5 14 18

防災計画担当課長 11       10 1

危機管理担当課長 13       8   

治安対策担当課長 11 4 1 2     

男女平等推進セン

ター   2 11 2 4 2

施設管理部 財産運用課 8   3 16   2

施設課 17 11 19 21     

庁舎建設室 4   9       

施設計画課 8   2 2 2   

庁舎建築担当課長 1   1       

区民部 区民活動推進課 8 1 7 8 2 22

地域区民ひろば課 20   8 15   10

区民課 25 20 30 3 27 11

税務課 28 18 76 13   3

国民健康保険課 6   21 62 6 1

高齢者医療年金課 12 1 38 3 4 35

自治協働推進担当

課長 5         7

東部区民事務所 14 4 45 16 2   

西部区民事務所 7 5 46 17 2   

文化商工部 生活産業課     93   2 1

文化デザイン課   1 4 6 15 7

文化観光課     7 9 2 10

学習・スポーツ課 12 9 7 15   26

図書館課         70   

清掃環境部 環境政策課     5   29   

資源循環課 11 24 1 5   4

環境課     4 20   2

豊島清掃事務所 14   17 15 2 9
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部署 

緊急 

対応 

業務 

通常業務 

継続 

(通常）

継続 

(縮小 

・変更)

まん延 

期休止 

早期に 

休止 

積極的

に休止

保健福祉部 福祉総務課 6   8 40     

高齢者福祉課 15 11 23 30 15 12

障害者福祉課 37 6 40 46 14 1

生活福祉課 23 2 63 18 2   

西部生活福祉課 9   50 7     

介護保険課 9 52 28 5 12 8

中央保健福祉セン

ター     20 98 8 3

池袋保健所 地域保健課 7   30 27 8 8

がん対策担当課長 1     11     

生活衛生課  2 4 80 12 6 14

健康推進課 18 22 31 7 9 21

長崎健康相談所 8 12 30 10 6 15

子ども家庭部 子ども課   13 12 21 17 22

子育て支援課 21 9 23 12 31 1

保育園課 30 9 3 23 2

都市整備部 都市計画課 3 4 17 27   5

住環境整備課 3 15 32   6 1

都市開発課 3   1 4 10 3

住宅課 3 5 9 28 1   

建築指導課 6 1 18 1 15 7

建築審査課 3 20 10 17 1 3

都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

担当課長 3         3

マンション担当課

長 3   3 4 1 9

現庁舎周辺まちづ

くり担当副参事 3         1

土木部 道路管理課 7   39 15     

道路整備課 5 1 28 4   1

交通対策課 5 1 17 9 11   

公園緑地課 12   23 14 8 5

会計管理室 会計課 16 25 16 18   15

教育委員会 教育総務課 6 21 51 7 3 27

学校運営課 4 4 33 9 7 4
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部署 

緊急 

対応 

業務 

通常業務 

継続 

(通常）

継続 

(縮小 

・変更)

まん延 

期休止 

早期に 

休止 

積極的

に休止

教育委員会 学校施設課 12 2 10 2 3 5

教育指導課 19   14 16 9   

教育センター 12     29 2   

選挙管理委員会事務局   15 8     1

監査委員事務局 8 3 22    

区議会事務局 議会総務課 7  11 19 9 2

合計 608 424 1,356 976 445 389

 

 

(3)区内まん延期における業務継続に必要な人員数 

 

表４ 業務継続に必要な人員数 

部署名 
必要 

人員 

職員数

（再任

用含）

 

派遣等
出勤 

可能数 
過不足 

 

備考 

 

政策経営部 企画課 5.2 8.0 1.0 5.4 0.2  

財政課 5.4 9.0 5.4 0.0  

行政経営課 0.9 5.0 0.0 3.0 2.1  

区長室 0.3 4.0 0.0 2.4 2.1  

広報課 12.6 17.6 3.4 12.6 0.0  

情報管理課 8.3 16.8 0.0 10.1 1.8  

セーフコミュニテ

ィ推進室 
1.8 3.0 0.0 1.8 0.0  

総務部 総務課 35.2 17.0 31.5 29.1 -6.1  

人事課 16.3 27.0 1.8 17.3 1.0  

人材育成課 0.7 4.0 0.0 2.4 1.7  

契約課 5.2 9.0 0.0 5.4 0.3  

防災課 2.7 8.0 8.0 9.6 6.9  

防災課（防災計画

担当課長） 
1.5 3.0 0.0 1.8 0.3  

危機管理担当課長 3.2 3.0 0.0 1.8 -1.4  

治安対策担当課長 3.7 2.0 2.0 2.4 -1.3  

男女平等推進セン

ター 
5.3 6.5 2.3 5.3 0.0  
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部署名 
必要 

人員 

職員数

（再任

用含）

 

派遣等
出勤 

可能数 
過不足 

 

備考 

 

施設管理部 財産運用課 1.5 7.8 1.0 5.3 3.8  

施設課 17.4 29.0 4.0 19.8 2.4  

庁舎建設室 3.0 5.0 0.0 3.0 0.0  

施設計画課 3.0 5.0 0.0 3.0 0.0  

庁舎建築担当課長 1.2 2.0 0.0 1.2 0.0  

区民部 区民活動推進課 8.4 14.8 3.2 10.4 2.0  

地域区民ひろば課 35.8 41.5 20.1 37.0 1.2  

区民課 79.5 60.0 39.3 59.6 -19.9  

税務課 64.5 82.6 12.5 57.0 -7.5  

国民健康保険課 24.8 38.8 4.6 26.0 1.2  

高齢者医療年金課 15.3 26.0 1.3 16.4 1.1  

自治協働推進担当

課長 
1.8 3.0 0.0 1.8 0.0  

東部区民事務所 10.1 12.0 3.0 9.0 -1.1  

西部区民事務所 8.1 12.5 1.4 8.3 0.2  

文化商工部 生活産業課 10.0 21.0 8.9 17.9 7.9  

文化デザイン課 6.8 12.0 8.1 12.1 5.3  

文化観光課 7.5 10.0 2.0 7.2 -0.3  

学習・スポーツ課 29.5 27.0 9.0 21.6 -7.9  

図書館課 3.0 33.0 69.0 61.2 58.2  

清掃環境部 環境政策課 2.3 15.0 9.0 6.7  

資源循環課 30.0 10.0 1.0 6.6 -23.4  

環境課 5.0 10.0 3.0 7.8 2.8  

豊島清掃事務所 79.0 128.8 0.0 77.3 -1.7  

保健福祉部 福祉総務課 4.1 11.8 2.7 8.7 4.6  

高齢者福祉課 14.3 38.0 8.6 28.0 13.7  

障害者福祉課 33.9 94.6 35.0 77.8 43.9  

生活福祉課 92.6 58.0 14.3 43.4 -49.3  

西部生活福祉課 27.3 39.6 1.0 24.4 -2.9  

介護保険課 47.5 53.0 17.1 42.0 -5.5  

中央保健福祉セン

ター 
50.0 83.2 49.9 -0.1  

池袋保健所 地域保健課 13.9 21.8 3.4 15.1 1.2  

がん対策担当課長 0.1 2.0 0.0 1.2 1.1  

生活衛生課 23.1 36.3 0.0 23.8 0.7  
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部署名 
必要 

人員 

職員数

（再任

用含）

 

派遣等
出勤 

可能数 
過不足 

 

備考 

 

池袋保健所 健康推進課 36.7 39.0 4.0 25.8 -10.9  

長崎健康相談所 10.7 16.3 1.5 10.7 0.0  

子ども家庭部 子ども課 1.4 52.0 94.0 87.6 86.2  

子育て支援課 35.7 67.4 18.2 51.3 15.6  

保育園課 163.8 307.0 0.0 184.2 20.4  

都市整備部 都市計画課 9.6 21.0 0.0 12.6 3.0  

住環境整備課 10.7 9.6 0.8 6.2 -4.5  

都市開発課 4.3 6.0 0.0 3.6 -0.7  

住宅課 7.4 11.0 4.0 9.0 1.6  

建築指導課 14.8 21.6 0.8 13.4 -1.4  

建築審査課 22.6 20.9 0.0 12.5 -10.1  

都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

担当課長 
0.3 4.0 0.0 2.4 2.1  

マンション担当課

長 
1.2 2.0 0.0 1.2 0.0  

現庁舎周辺まちづ

くり担当副参事 
0.3 0.0 0.0 0.0 -0.3  

土木部 道路管理課 24.4 24.9 8.9 20.3 -4.1  

道路整備課 22.3 32.2 1.6 20.3 -2.0  

交通対策課 17.4 29.0 0.0 17.4 0.0  

公園緑地課 24.6 32.9 7.9 24.5 -0.1  

会計管理室 会計課 21.4 19.3 3.6 13.7 -7.7  

教育委員会 教育総務課 17.2 22.8 5.8 17.2 0.0  

学校運営課 20.2 17.3 0.8 10.8 -9.4  

学校施設課 6.0 10.0 0.0 6.0 0.0  

教育指導課 7.8 11.0 2.0 7.8 0.0  

教育センター 2.9 10.2 54.3 38.7 35.8  

選挙管理委員会事務局 
3.0 6.0 0.0 3.6 0.6 

選挙期

間中を

除く 

監査委員事務局 3.4 5.8 0.0 3.5 0.1  

区議会事務局 議会総務課 3.8 14.0 0.0 8.4 4.6  

合計 1356.5 2000.9 531.4 1521.0 164.5  
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(4)通常どおりに継続する業務に位置づけられる通常業務例 

 

表５ 通常どおりに継続する業務に位置づけられる通常業務例 

部署名 業務例 

政策経営部 企画課 - 

財政課 予算の編成に関すること 

行政経営課 - 

区長室 - 

広報課 

区政一般の要望、意見、苦情に関すること。請願及

び陳情に関すること。区民（外国人を含む）の一般

相談に関すること 

情報管理課 
情報処理システムの改修及び運営に関すること（基

幹システム）。情報セキュリティに関すること 

セーフコミュニティ

推進室 

- 

総務部 

総務課 

区議会に関すること。公印及び文書審査に関するこ

と。文書の収受、発送、管理及び保存に関すること。

庁舎の管理に関すること。庁用自動車等の管理に関

すること 

人事課 
勤務時間その他勤務条件に関すること。給料の支給

に関すること 

人材育成課 - 

契約課 契約に係る検査に関すること 

防災課 - 

危機管理担当課長 - 

治安対策担当課長 
環境浄化に関すること。治安対策の推進及び全庁的

な調整に関すること 

男女平等推進センタ

ー 

苦情処理機関の運営に関すること 

施設管理部 財産運用課 - 

施設課 
建築工事の監督に関すること。機械設備工事の監督

に関すること。電気設備工事の監督に関すること 

庁舎建設室 - 

施設計画課 - 

庁舎建築担当課長 - 

区民部 区民活動推進課 南池袋斎場の管理運営に関すること 

地域区民ひろば課 - 
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部署名 業務例 

区民部 

区民課 

電算処理システムの開発推進及び維持管理に関す

ること。戸籍届出の受理審査に関すること。印鑑の

登録及び変更に関すること。外国人登録に関するこ

と 

税務課 
特別区民税、都民税の証明に関すること。電算処理

システムに関すること。口座振替納付に関すること

国民健康保険課 - 

高齢者医療年金課 
日本年金機構インターネットオンラインに関する

こと 

自治協働推進担当課

長 

- 

東部区民事務所 
異動に係る届出に関すること。印鑑登録及び変更に

関すること 

西部区民事務所 
異動に係る届出に関すること。印鑑登録及び変更に

関すること 

文化商工部 生活産業課 - 

文化デザイン課 文化振興基金の管理 

文化観光課 - 

学習・スポーツ課 地域文化創造館の設置に関すること 

図書館課 - 

清掃環境部 環境政策課 - 

資源循環課 

資源の分別・集団・拠点回収の推進に関すること。

リサイクル業者、団体等関係機関との連絡調整に関

すること 

環境課 - 

豊島清掃事務所 - 

保健福祉部 福祉総務課 - 

高齢者福祉課 
ひとり暮らし高齢者及び寝たきり高齢者等の相談

援護に関すること 

障害者福祉課 
心身障害者福祉センターの管理及び事業運営への

協力に関すること 

生活福祉課 
行旅病人及び行旅死亡人に関すること。墓地、埋葬

等に関すること 

西部生活福祉課 - 

介護保険課 
介護サービス情報の公表に関すること。事業者情報

の管理・更新に関すること 

中央保健福祉センタ

ー 

- 
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部署名 業務例 

池袋保健所 地域保健課 - 

がん対策担当課長 - 

生活衛生課 

下記申請書等の受理経由に関すること(1)病院開設

許可申請書等(2)救急医療機関申出書等。医療関係

者の免許及び資格に関すること 

健康推進課 

感染症の対策等に関すること。医師等からの患者発

生届出等の受理及びその後の対応措置に関するこ

と。一般患者、入院勧告患者の医療費負担に係る申

請の受理等に関すること 

長崎健康相談所 
予防接種による健康被害者等に対する医療費等の

支給に関すること 

子ども家庭部 
子ども課 

子どもスキップ（放課後対策）の管理運営に関する

こと。児童館の管理運営に関すること 

子育て支援課 子どもの虐待防止及びいじめ対策に関すること 

保育園課 - 

都市整備部 
都市計画課 

国土利用計画法に基づく土地に係る権利の移転等

の届出に関すること 

住環境整備課 従前居住者用住宅の管理運営に関すること 

都市開発課 - 

住宅課 
安心住まいアパート入居者に関すること。区営・区

民・福祉住宅の維持管理に関すること 

建築指導課 - 

建築審査課 
建築確認申請の受付等に関すること。建築確認申請

の建築審査等に関すること 

都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ担

当課長 

- 

マンション担当課長 - 

現庁舎周辺まちづく

り担当副参事 

- 

土木部 道路管理課 - 

道路整備課 風水害及び雪害の復旧作業に関すること 

交通対策課 風水害及び雪害の復旧作業に関すること 

公園緑地課 - 

会計管理室 
会計課 

支出負担行為の確認に関すること。支出命令書等の

審査に関すること。現金の記録管理に関すること 
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部署名 業務例 

教育委員会 

 
教育総務課 

教育長及び教育委員の秘書に関すること。給料の支

給に関すること 

学校運営課 
学校の校内ＬＡＮ及び学習用・校務用コンピュータ

等機器の保守 

学校施設課 学級増･特別支援教室整備に関すること 

教育指導課 - 

教育センター - 

選挙管理委員会事務局 委員の報酬に関すること 

監査委員事務局 - 

区議会事務局 議会総務課 - 
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第５章 非常時優先業務の実施に向けた対策 

 

１ 非常時優先業務の実施計画 

(1)業務の運用 

新型インフルエンザの区内まん延期には、職員及び職員の家族が感染することによって、

職員が欠勤することが想定される。 

一方で非常時優先業務（「緊急対応業務」及び「継続業務」）は、職員の欠勤状況にかか

わらず継続して実施しなければならない。（ただし、「継続業務」のうち法令に基づき実施

している業務は、国や東京都から申請・処理の延長等の方針が示された場合には、その方

針に基づき実施する。） 

そのため、非常時優先業務を継続するため、順次業務を休止し、休止した業務に従事し

ていた職員を応援職員として非常時優先業務に再配置する。 

流行終息期に入った場合は、緊急対応業務を縮小し、休止業務を順次再開する。 

なお、各業務の中断・再開の判断は、新型インフルエンザの感染力、社会的状況、職員

の欠勤状況等を総合的に勘案して、対策本部で決定する。 

 

(2)人員配置 

前述のとおり、実施する業務を絞り込むことにより、新型インフルエンザの区内まん  

延期において非常時優先業務の実施に必要な人員は、区全体では不足しないことが見込ま

れる。 

ただし、通常業務に対する非常時優先業務の比率は部署により異なり、また職員の欠員

状況も一律とは限らないことから余剰の状況にばらつきが生じると予想される。非常時優

先業務に必要な人員が不足する部署には、職員を再配置し業務を継続できる体制を整備す

る必要がある。そのため、各課は職員の出勤状況を毎日把握し、総務部人事課に報告し、

人事課は対策本部に報告する。各部・各課非常時優先業務の実施に必要な人員が不足した

場合には、「課内→部内→部間」の順で応援職員を配置する。 

人員の配置に当たっては原則として、課内の配置は当該課で、部内の配置は当該部で決

定し、他部からの応援職員が必要な場合は、対策本部へ要請する。 

各部・各課の余剰職員は、対策本部の指示により、主に次の職務に従事する。 

 

○ 非常時優先業務を実施する各課で人員が不足した場合に、応援職員として従事する。 

○ 在宅高齢者及び障害者の安否確認を行い、食料品や生活必需品を配布する。 

○ 非常配備要員として本部事務局等の業務に従事する。 

○ 休園している保育園の保育士は、開園している保育園の保育士が罹患等により欠勤

して不足した場合の応援職員として従事するほか、休園により在宅している園児の健

康状態の確認等の業務を行う。 

 

学校職員については、学校長の指示に基づき学校の管理を行い、他部署への応援職員と

ならないため、人員配置計画の対象外とする。 
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より実効性の高い人員配置を実施するため、職員の配置にあたっては事前に整備する職

種・資格・職歴等に関するリストを参照する。また、専門性の高い非常時優先業務につい 

ては、あらかじめリストを基に配置計画を作成することも検討する。 

  

(3)受託業務者等との協議 

ア 指定管理者 

区では、特別養護老人ホーム、児童館などの施設を指定管理者に委託して運営してい

る。そのため、業務継続及び施設閉鎖について、区の方針を事前に指定管理者に説明し

て意思統一を図り、協定・契約等の整備を図る。 

また、施設における感染予防･感染拡大防止策、職員の安全対策を徹底し、業務継続の

ための体制と環境を整備する。 

イ 受託業務者 

区が業務を継続するためには、庁内情報システムの管理運用、庁舎管理、警備、清掃

業務、消耗品等、必要なサービスや資機材を継続して確保する必要がある。 

そのため、業務継続に必要なサービスや資機材を提供する業務者に対し、業務継続に

向けた協力を要請する。また、必要に応じ契約内容や履行期限の変更等について協議し、

事前に契約･協定等の整備を図る。 

一方、中断する業務については、発注の中止及び延期、すでに発注した業務の取り消

し等について、可能な限り契約･協定等の整備を図る 

 

(4)非常時優先業務の実施に向けたマニュアル等の検討・整備 

新型インフルエンザ発生時における非常時優先業務の実効性をより高めていくために、

各部・各課において、次のようにマニュアル等を検討・整備する。 

 

○ 業務を中断する場合の具体的な手順 

○ 業務中断に伴う区民及び関係機関等への連絡手順 

○ 各種申請期限の延長･要件の緩和の検討（申請受付期間の延長、手数料等の納付期

限の延長、申請日付の遡及等） 

○ 窓口開庁時間の短縮 

○ 関係機関（東京都、近隣自治体、警察・消防、医療機関、火葬場、指定管理者等）

との事前協議・取り決め 

○ 応援職員を要請する際に必要となる職種・資格・職歴等の要件リスト整備 

○ 応援職員のための業務手順書 

○ 職員の安否確認方法の確立（報告様式の作成、安否確認用のデータベース等） 

○ 勤務体制の変更（通勤手段、時差出勤、自宅待機、班交代制（職場内に代替機能

を持つ複数の班を編成する）等） 

○ 服務取扱マニュアルの整備 

○ 学校の休校に伴う代替策の検討 
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第６章 今後の取組み 

 

１ 区民・関係機関等との協力 

本計画の目標を達成するためには、区民・業務者・他自治体等と連携して新型インフルエ

ンザに対応する必要がある。 

(1)区民との協働 

新型インフルエンザ対策の基本は、区民一人ひとりが、家庭や職場、地域において「う

つらない」ようにするため、手洗いや咳エチケットなどの予防策を実践し、万一感染した

場合には、外出を自粛するなど、他人に「うつさない」ように十分に配慮する必要がある。 

このため、区は、感染を｢拡げない｣ように、区民に対して手洗いや咳エチケットなどの

感染予防策の普及･啓発を行うとともに、不要不急の外出や集会･イベントの自粛要請等必

要な感染拡大防止策を実施する。 

また、新型インフルエンザが大流行した場合には、食料品や生活必需品等が不足する可

能性があるため、家庭や個人で備蓄することを積極的に呼び掛ける 

 

(2)関係機関・事業者との協働 

感染拡大を防止するためには、医師会、医療機関、警察、消防等の関係機関及び福祉施

設、指定管理者等の業務者との連携・協力が必要不可欠であるため、区業務継続計画の内

容について周知を図る。 

また、区は、感染を｢拡げない｣ようにするため、業務者に対して、業務活動の自粛や集

客施設の閉鎖などの要請を行う。 

業務者が独自に業務継続計画を策定する場合には、区が支援する。 

 

２ 継続的な見直し 

本計画は、業務継続に関する計画であり、常に最新の情報に配慮し、次の場合に見直しを

行う。 

 

○ 新型インフルエンザに関する新たな知見が得られた場合 

○ 新型インフルエンザに関する法制度や国及び東京都の計画等に変更が生じた場合 

○ 区の組織改正や業務内容に変更があった場合 

○ 訓練等を通じて課題が明らかになった場合 等 

 

 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 計画に基づく対策の推進 
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Ⅴ 計画に基づく対策の推進 

 

１ 業務継続マネージメント（ＢＣＭ）の必要性 

本計画に基づいて非常時優先業務を効率的に遂行するためには、業務継続計画を管理・運

用する業務継続マネジメント（ＢＣＭ：Business Continuity Management）を推進していく必

要がある。 

職員全員が非常時優先業務の重要性を理解し、個々の職員に課せられた役割を確実に果た

せるように、継続的に訓練等を実施する。 

このように①ＰＬＡＮ（計画の策定、ＢＣＭの推進体制と役割）、②ＤＯ（対策の実施、教

育・訓練の実施）、③ＣＨＥＣＫ（点検・是正処置）、④ＡＣＴＩＯＮ（計画の見直し）とい

うサイクル（図１参照）を通じて、本計画の持続的改善を行うことにより、災害時の対応力

を強化していく。 

また、平時からこれらを検討していくための組織体制の構築及び推進担当部署を選定して

おくことが重要である。 

 

図１ 業務継続計画の継続的改善のイメージ 

 

２ 平成２４年度以降の対策推進の取組み 

本計画に基づく平成２４年度以降の対策推進の取組みは、以下により進める。防災計画担

当課、危機管理担当課が取組みを推進・支援していく。 

(1)対策の実施 

 

○ 本計画で示す全庁的な課題の解消・軽減に向けた対策については、震災対策推進本

部で検討、推進を図る。 

○ 本計画で示す各部局における課題については、各部局で具体的な対策を検討、推進

を図る。 

 

継続的 

改善

② DO 

① PLAN ③ CHECK 

点検・是正処置 

④ ACTION 

計画の見直し 

計画の策定 

ＢＣＭの推進体制と役割 

対策の実施 

教育・訓練の実施 
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(2)部局別マニュアルの作成 

 

○ 各部局の組織体制、構成メンバー、指揮命令系統（権限の代行順位等）等を決定の

うえ、様式に基づき記載する。 

○ 平成２３年度に作成した非常時優先業務ごとの「業務プロセスフロー」をもとに、

業務内容を検討（再確認）のうえ、様式に基づき詳細な手順を記載する。 

 

(3)訓練の実施 

 

○ 作成した部局別マニュアルをもとに、全庁訓練を実施する。 

○ 訓練を通じて、非常時における役割を確認、明確にする。 
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